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1 序論
1.1 研究の背景と目的
都市は多くの人々や企業が集積する空間であり，各主体による様々な経済活動や都市活
動の中心的な場として機能している．現代都市は第 4 次産業革命と呼ばれる転換期を迎
え，産業構造や就業構造，ひいては社会経済システム全体が大きな変貌を遂げつつある．
経済産業省は，情報処理・通信技術の飛躍的な発展に続く IoT (Internet of Things), ビッ
グデータ，人工知能，ロボットといった基盤技術の革新に的確に対応することを目的とし
て，2015年に産業構造審議会内に新産業構造部会を立ち上げ，「新産業構造ビジョン 1)」
の中間整理をとりまとめた．そこでは，これらの基盤技術の導入による産業部門別の労働
者数および労働生産性の変化の試算が示されるとともに，人工知能やロボットに代替され
ない「人」によるサービスの価値の増大が示唆されている．すなわち，高度な基盤技術の
進展によって，個々の人間の保有する知識・情報や技術，サービスと，それらを交換・発
展させて創造される新たな知識の重要性が増し，このような知識創造活動が政治・経済・
科学・芸術・文化といったあらゆる分野における創造性や経済成長の主要な原動力となる
ような社会が訪れつつある．このような社会は知識社会 2) と呼ばれる．
知識社会において，人々の創造性と知識の発展を支援するために，どのような社会基
盤整備戦略や都市・地域計画が提示されるべきであろうか．高度な知識・情報のやり取り
が行われる場合，その手段はフェイス・ツゥ・フェイスのコミュニケーションが中心とな
る．非市場的なコミュニケーションを介した知識のスピルオーバーは，都市経済学や空間
経済学といった都市の形成 3),4)・構造 5),6)・成長 7) のメカニズムの解明を目指す学問領
域において，集積の経済の源泉の一つであるとしてその重要性が指摘されてきた．コミュ
ニケーションには，活発なミーティング活動を通じて豊富な情報・知識を獲得している相
手との交流ほど高い限界効用をもたらすという相乗効果（戦略的補完性）が存在する．こ
のようなコミュニケーションを容易に行えることが，都市における集積の経済という外部
性を形成している．
さらに，コミュニケーションにおいては「相手」が重要な意味を持つ．新たな知識や情
報がある個人によって獲得され，既存の知識や情報・経験等と結びつけることによって資
本化されたものは人的資本と呼ばれる．どのような主体と，あるいはどれだけ多くの主体
との交流の中で知識を獲得してきたかによって，個人に蓄積されている人的資本の量や質
は異なる．すなわち，誰とつながっているか，あるいは何人とつながっているかといっ
1
た，社会ネットワークにおける主体の位置関係は，主体間に異質性を付与し，相互交流行
動の選択に影響を及ぼす．ただし，経済学における分析の主眼は，主体間の地理的近接性
が都市の構造にもらたす影響に置かれており，社会ネットワークについては捨象されるこ
とがほとんどであった．
一方，フェイス・ツゥ・フェイスによる交流は交通行動を伴う．交通混雑は，改めて述
べるまでもなく最大の都市問題の一つであり，都市社会におけるもう一つの重要な外部性
である．その根本的な解決方法としての混雑課金政策は，理論・実証の両面から多数の研
究が蓄積されている．特に，ロンドンやシンガポールなど海外都市における混雑課金政策
の導入以降，事例・実証研究はますます盛んに行われている 8)．伝統的な混雑理論におい
て，限界費用原理に基づく混雑料金制度下では，すべてのリンクに適切な料金（最善料金）
が課金できるならば，利用者均衡（user equilibrium, UE）状態が社会的最適（system
optimal, SO）状態と一致することが保証されている．（静学的）限界費用課金は，社会的
限界費用と私的限界費用の差分，すなわち混雑外部性に相当する額を混雑料金として課す
ものである．フェイス・ツゥ・フェイスによる交流は，コミュニケーションの相乗効果と
同時に交通混雑をも内包する．集積の経済と通勤混雑が存在する経済において，一方の外
部性にのみ着目した政策は非効率となる可能性が指摘されている 9) ように，混雑の解消
を目的とした課金方式や料金水準の設定においては，都市における集積の経済の存在を考
慮する必要がある．
以上から，フェイス・ツゥ・フェイスのコミュニケーションの水準は，距離に関する 2
つの概念に依存すると考えられる．1つは地理的距離であり，いま 1つは社会的距離であ
る．地理的距離は，人々や企業といった主体の空間的配置（立地状況）とそれを取り巻く
交通環境（交通ネットワーク）によって決まるものである．一方，社会的距離とは，主体
間の相互の信頼性や必要性，関連性の程度を指す概念である．特に，複雑に入り組んだ主
体間の関連性をグラフを用いて表現した社会ネットワークは，社会学や人類学，組織論と
いった幅広い学問分野において，様々なレベルでの行為主体間の相互依存関係を理解する
上で有益な枠組みを提供している 11),12)．社会的相互作用の外部経済や交通混雑といった
都市における多様な外部性は，社会ネットワークや交通ネットワークという経路を通じて
波及すると捉えることができる．地理的距離と社会的距離は，人々や企業の行動選択を通
じて互いに作用を及ぼし合いながら都市社会の有り様を決定づける．小林 13) はこの点に
着目し，「知識社会における都市の将来は，『人的ネットワークと物的ネットワークの間の
協同効果をいかに形成するか』という都市開発戦略に依存している」と指摘している．し
かしながら，社会的距離と地理的距離の相互関係は未だ十分に明らかにされておらず，理
論的解明を行うための基礎的枠組みの構築およびその理論的仮説を踏まえた実証的解明が
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必要である．
本論文は，都市社会を形成する多様な主体間の社会ネットワークと交通ネットワークを
通じた相互作用の空間波及（spillover）メカニズムを理論・実証の両面から解明すること
を目的とする．これらのネットワークと都市・地域システムとの関係を明らかにし，望ま
しい都市政策・交通政策のあり方について検討を行う．
1.2 都市社会におけるコミュニケーションと社会ネットワー
クの関連性
前節でも述べた通り，今後の都市・地域計画や社会基盤整備計画は，人々の創造性と知
識の発展を支援するものであることが求められる．特に，2008年のをピークにより人口
が減少に転じたわが国では，以降長期にわたる人口減少過程に入ることが予測されている
15) ことから，このような人口急減社会を迎えてもなお競争力のある経済社会の構築を支
援する国土計画や社会基盤整備計画の必要性が高まりつつあるといえる．内閣府の策定す
る「科学技術イノベーション総合戦略 16)」においても，高度道路交通システムが新たな
価値創出を容易とするプラットフォームを構築する上でのコアシステムの 1つとして掲げ
られるなど，新たな価値やサービスの創出の推進につながる国土計画・交通計画の必要性
が増している．
このような社会的要請に対して，公共事業の便益評価のための既存の方法論では，社会
基盤整備によるコミュニケーションの促進を通じた新たな価値の創出の推進等を評価でき
る枠組みになっているとは言い難い．社会基盤整備の投資効率性を評価する費用便益分析
17), 18) では，価格体系に歪みのない最善（rst-best）経済の仮定の下，走行時間短縮便
益・走行経費減少便益・交通事故減少便益の，いわゆる 3便益を算定してきた．交通イン
フラ投資によって人流，ひいてはフェイス・ツゥ・フェイスのコミュニケーションが活性
化し，コミュニケーションを介した有形・無形の知識・情報の伝播が促進された結果とし
て技術革新や知識創造等の外部効果が発現すると考えれば，これらの便益を計測する方法
論の確立が必要となる．さらに，イノベーションが将来時点にわたる継続的な経済成長を
もたらすという性質や，長期的にはこれらの外部効果によって立地変更が誘発されること
も鑑みると，通常の便益評価の枠組みには不十分な点があると言わざるをえない．
一方，価格体系に歪みの存在する次善経済においては，各市場で生じる死荷重損失
（deadweight loss）の増減を「幅広い」便益（Wider Economic Impacts）として計上す
る必要がある．近年，英国政府において交通インフラ投資の「幅広い」便益として，集積
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図 1.1: コミュニケーションの種類
の経済を考慮した次善評価が試みられている 19)．さらに，土谷ら 20) によって，フェイ
ス・ツゥ・フェイスのコミュニケーションの外部効果をトリップの集中地域側における技
術的外部性として捕捉する SCGEモデルが提案されるなど，社会基盤整備によるコミュ
ニケーションの拡大効果の便益計測方法についての理論研究が蓄積されつつある．また，
集積の経済を形成する要因について，実証的観点から Rosenthal & Strange21) や Ellison
et al.22) などによる幅広い分析が行われている．
ここで，コミュニケーションの種類を時間・空間の 2 つの観点から整理したものが図
{1.1である．同図において，時間軸についてはコミュニケーションの発信と受信とのタ
イムラグが小さいほど同時性が高いコミュニケーションとしている．また，コミュニケー
ションを行う主体同士が同じ空間を共にして行うコミュニケーション（直接的）か，地理
的に離れた空間で行うことができるコミュニケーション（間接的）かによって，空間軸を
設定している．これより，左上の象限（時間・空間ともを共有して行うコミュニケーショ
ン）には，高頻度に行われる日常的なコミュニケーションと，開催頻度の低い会議・学会・
研究会・展示会等のコミュニケーションが含まれることがわかる．日常的なコミュニケー
ションは，近接立地している主体同士の間で行われることがほとんどである．一方で，地
理空間上の立地点が離れている複数の主体同士によるコミュニケーションを集中的に実現
する場として，会議や学会等のミーティング機会が機能している．
なかでも，イノベーションをもたらすような知識・情報交換のためのコミュニケーショ
ンが行われるのは，日常的なコミュニケーションに加えて非日常でのコミュニケーション
が中心となる．単純に地理的に近くにいるだけの相手とのコミュニケーションよりも，特
定の知識や情報を保有する相手とのコミュニケーションは，地理的な隔たりのために低頻
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度であったとしても，より生産的で，新たな価値の創造につながる可能性が高い．後者の
ようなコミュニケーションを行う主体同士の関係性は，小林 2) によって知識ネットワー
クと名付けられている．
効率的な知識の波及のためには，知識ネットワークを形成する人々のフェイス・ツゥ・
フェイスによるコミュニケーション，すなわち知識を保有する人々の地理空間上の移動が
必要となる．ここでは地理的な隔たりが移動（交通）時間と対応し，コミュニケーション
にとっての障壁となる．交通インフラ整備を新たな価値やサービスの創出の推進につなげ
るためには，知識ネットワークを形成する主体間のフェイス・ツゥ・フェイスのコミュニ
ケーションを促進するような事業であることが重要であるといえる．
さらに，コミュニケーションの価値は相手によって異なる．多様な相手と活発な知識交
換を行っていて豊富な知識や技術を有する相手とのコミュニケーションからは得るものが
多く，そのコミュニケーションから自分自身が獲得した知識や情報は，別の相手とのコ
ミュニケーションを通じて波及する．すなわち，知識交換を行う主体間のネットワーク
（本研究では，これを社会ネットワークと呼ぶ）上の位置は主体の異質性として作用し，当
該主体が行うコミュニケーションがもたらす外部効果の多寡に影響を与え，その外部効果
は社会ネットワークを通じて波及すると考えることができる．
本研究は，この仮説の下，社会ネットワークを通じたコミュニケーションにおいて形成
される外部効果が，人々の交通行動，ひいては都市空間構造に及ぼす影響を，理論モデル
分析および実証分析を通じて検証する．なお，知識交換が行われるネットワークの構造を
正確に捕捉することは，技術的に困難であり，かつ倫理的にも受容され難いといえる．ま
た，既存の研究蓄積と本研究から得られる知見を組み合わせて便益評価の方法論に反映す
るまでには，いくつもの研究・実務上の課題を解決する必要があるものの，本研究で実施
するモデル分析および実証分析は，今後の都市・地域計画や社会基盤整備計画の検討・評
価のための示唆を導出するものである．
1.3 本稿の構成
本論文は全 7章から構成され，各章の概要は以下の通りである．
第 2章では，既存研究のレビューと本研究の位置付けを述べる．
第 3章では，多地点からなる一般的な交通ネットワークの下で，社会ネットワーク上で
つながり（リンク）を持つ主体同士がフェイス・ツゥ・フェイスによるコミュニケーショ
ンを通じて知識や情報・アイディアの交換・創造を行う状況を想定した静学モデルの構
築・解析によって，社会ネットワークを通じた相互作用の空間的波及メカニズムを明らか
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にする．また，厚生分析により，均衡におけるコミュニケーション水準が非効率的である
ことを示し，最善政策・政策代替案について検討を行う．
第 4 章では，第 3 章で検討した最善政策が，社会ネットワーク構造に関する私的情報
を用いて規定されるものであるために実現困難であることを指摘した上で，それを克服す
る政策スキームを提案する．まず，都心と郊外の 2地域からなる都市空間において，社会
ネットワーク上でつながりを持つ主体同士が都心で相互交流を行う状況をモデル化する．
相互交流には戦略的補完性に基づく外部効果が，また交流に伴う交通には混雑の外部不経
済が内在し，システム均衡状態は非効率となることを解析的に示す．相互交流の外部効果
の程度は社会ネットワークの構造に依存し，第 3章で検討したような 1-shotの料金政策
によって社会的最適状態を達成するためには，社会ネットワーク構造に関する私的情報を
用いる必要がある．そこで，提案モデルをポテンシャルゲームとして再解釈し，進化動学
を導入することによって，私的情報である社会ネットワーク構造の情報を用いずとも遂行
できる逐次的な料金施策を提案し，これによって長期的に社会的最適状態が達成されるこ
とを示す．
第 5 章では，フェイス・ツゥ・フェイスのコミュニケーションが社交活動（コミュニ
ケーション相手の探索や関係維持のための活動）とミーティング活動（ミーティング場所
までの交通を経て，知識の交換や創造が行われる活動）から構成される点に着目し，各主
体がこれらを同時に決定する理論モデルを構築することによって，フェイス・ツゥ・フェ
イスのコミュニケーションに関わる社会ネットワーク形成行動を内生化する．さらに，立
地選択を同時に決定する枠組みへと拡張することによって，交通費用等のコミュニケー
ション環境が都市の空間構造に及ぼす影響を理論的に分析する．コミュニケーション行動
に関する（短期）均衡および立地選択を内生化した長期均衡の分析を通じて，交通費用の
低減が社会厚生が悪化させる可能性があるという知見を導出する．
第 6 章では，主体間の社会的距離が地理的距離に及ぼす影響を実証的に解明するため
に，企業間取引ネットワークデータを用いた実証分析を行う．企業の活動には，原材料や
中間財を含む財の輸送，展示会への参加や他企業との情報交換，取引先との交渉に伴う移
動など，多様な相互作用が内包される．これらの相互作用の量や質は取引関係に大きく依
存することから，「都市内の企業の社会的距離（取引ネットワーク上の中心性）が地理的
距離（地理空間上の立地点）に影響を与える」という仮説モデルを定式化し，その妥当性
を統計的に検証する．
第 7章では，各章で得られた知見および課題を整理し，本論文の結論を述べる．
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2 既存研究の整理と本研究の位置付け
2.1 都市における相互作用
都市に多様な主体が集積する最大のメリットの一つは，それぞれが保有している知識
やアイディアの交換，およびそれをベースにした創造的な活動を容易に行える点である．
集積の経済のミクロ的基礎は sharing, matching, learning と整理され*1，コミュニケー
ションによる知識・アイディアの交換は，広義の learningと捉えることができる．コミュ
ニケーションを通じた知識交換の過程には，伝播，創造，蓄積と様々な段階が存在するも
のの，多くの場合，その効果が双方向的に作用する．すなわち，コミュニケーションを通
じた知識交換の過程には，自らの知識や技能の向上が相手にとってのコミュニケーション
の価値をも高めるという戦略的補完性が付随する．
都市経済学や新経済地理学といった空間経済学の諸分野において，経済主体間のコミュ
ニケーションを介した相互作用（social interactions, non-market interactions）は，都
市の存在 1), 3)・構造 4), 5)・成長 6) の主要因であると指摘され，多数の理論研究が行われ
てきた．多様な主体とその経済活動の空間的集中を説明するこれらの研究は，都市・地域
政策や社会基盤計画がもたらす効果を予測・評価する際の理論的基礎となるものであるた
め，土木計画学においても，経済理論に基づく研究が蓄積されている．
Beckmann4) は，都市において住民が交流を行うために互いを 1度ずつ訪問し合う状況
を想定することによって都心が内生的に形成される様子をモデル化した先駆的な研究であ
る．その後も経済活動の空間的集積現象を対象とした研究 7) 10) が数多く行われている
ものの，社会的距離に着目した研究の蓄積は非常に少ない．
一方，交通行動分析の分野において，社会・経済システムにおける現象を，個々の主体
による独立な行動を集計化したものとして扱う方法論的個人主義の立場を越えて，他者の
意思決定が個人の行動選択に及ぼす影響（社会的相互作用）を考慮した分析アプローチが
提案されている 11) 18)．確率的ネットワーク均衡 11) や合理的期待仮説 12) では，他者の
選択行動は，ネットワークレベルでのパフォーマンスを通じて集計化された形で個々人の
効用に影響を与えるものとしてモデル化される．また，他人の効用水準が自身の効用に対
する reference point として影響するようなランダム効用モデル 13) やランダム・マッチ
*1 理論的側面は Duranton & Puga1)，実証分析は Rosenthal & Strange2) によって，それぞれ整理さ
れている．
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ングモデル 14) によって，個人の意思決定の相互作用を明示的に考慮した個人レベルの交
通行動分析の手法が提案されてきた．さらに小林ら 15) は，ミーティング過程に付随する
混雑現象と市場薄現象という 2つの外部不経済性を考慮したフェイス・ツゥ・フェイスの
コミュニケーション過程をモデル化し，交通施設整備がミーティング均衡に及ぼす影響を
分析している．また，井料ら 16) は OD交通需要モデリングに社会ネットワークとゲーム
理論を応用し，交通の目的地が多人数によるミーティングが開催される場所として内生的
に決定される枠組みを提案している．一方，非市場的な相互作用の影響が強い行動として
違法駐輪行動 17) やパークアンドバスライド 18) を題材に，計量分析を行った例も見られ
る．これらの研究は，いずれもコミュニケーションを通じて相互に与える影響は個人間で
同質であるという仮定が置かれている．現実では，他者とのコミュニケーションから得ら
れる価値は，コミュニケーションを行う相手によって異なる．当然，より多くの知識や情
報を持つ主体とのコミュニケーションほどより高い価値を有する．ある個人が有する知
識・情報の量や質は，当該主体が誰とつながっているか，あるいは何人とつながっている
かによって異なる．すなわち，社会ネットワークにおける主体の位置関係は主体間に異質
性を付与し，コミュニケーション行動の選択に影響を及ぼす．
社会ネットワークにおける主体の位置とその合理的な行動選択とを関連づけた既存研究
には Ballester et al.19) がある．これは任意の構造を持つネットワーク内における相互依
存関係を分析するための均衡モデルを提案するものであり，社会ネットワークを対象とし
た応用的研究への可能性を開いた．Helsley & Zenou20) は，Ballester et al.に物理空間
を導入し，都市への訪問行動および立地選択を社会ネットワークの観点から分析してい
る．これは，対面による交流を目的とした都心への訪問行動と立地選択を内生化したモデ
ルを構築し，その際に都市全体で交流が活発化するのに伴ってコミュニケーションの質が
向上するという集計レベルでの外部的効果の存在を考慮した Helsley & Strange21) に対
して社会ネットワークを導入したものと捉えられる．ただし，Helsley & Zenouの分析対
象は，都市（the city）と郊外（the periphery）からなる 2地域に留まるため，交通環境
がもつネットワークとしての特性が捨象されており，上述の目的を達成するのに十分な枠
組みであるとは言えない．さらに，交通混雑が捨象されており，都市における多様な外部
性を考慮した政策的検討を行う上では不十分な枠組みに留まっている．本稿の第 3 章で
は，Helsley & Zenouを，多起点・多終点によって構成される任意の交通ネットワークを
もつ多地点モデルへ発展させ，社会ネットワークおよび交通ネットワークの位相幾何学的
構造が主体の交通・コミュニケーション活動に及ぼす影響について分析を行う．さらに，
交通混雑を考慮した拡張モデルにおいて，均衡解と社会的最適解の関係を明らかにする．
均衡状態が社会的最適と比較して非効率であるとき，両者の乖離を解消するための政策
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が必要となる．Helsley & Zenouは，コミュニケーションの正の外部性をファーストベス
トな補助金によって内部化する最善政策を提案している．この政策は，政府が社会ネット
ワーク構造の完全情報を入手した上で，個々人に対して社会ネットワーク上の位置に応じ
て異なる値の補助金を与える提案である．しかし，社会ネットワークは厳密な観測が困難
なことが知られており，政府のような外部からはおろかネットワークの構成員当人達にさ
え，正確なネットワーク構造を把握することは容易ではない 24)．その上，政府にとって
社会ネットワーク構造のような私的情報は一般に収集し得ないものであり，政府は利用可
能な情報に関する制約に直面することになる．これに対し，Sandholm25) はポテンシャ
ルゲームとして記述されるゲームに社会的最適の「進化的遂行」を導入している．進化的
遂行とは，ある状況に対してすぐに（1-shotで）社会的最適を達成しようとするのではな
く，毎期，その期に実現した状態に応じて経済を刺激しながら，長期的に最適状態を達成
しようとするものである．Fujishima26) は，社会的最適の進化的遂行を都市システムモデ
ルに適用し，完全予見的な人口移動動学の下で大域的に最適な人口分布が安定的に実現す
ることを示している．その際，情報の入手可能性に言及し，政府の知りえない私的情報を
用いずに実行可能な政策を提案している．本稿の第 4 章では，Helsley & Zenou に交通
混雑を導入して拡張し，交通料金政策について検討する．社会ネットワークによって規定
される主体間の異質性を考慮した上でコミュニケーションの外部性と混雑との関係を分析
し，政策的検討を行う．ここで，本モデルがポテンシャルゲームの構造を有している点に
着目し，Sandholmの提案する社会的最適の進化的遂行を援用する．社会ネットワークに
関する情報に依存せずに実行可能な次善政策下のゲームにおいて，長期的に社会的最適状
態が達成され得ることを示す．
また，Helsley & Zenouの枠組みでは，コミュニケーションは外生的に与えられた社会
ネットワーク上でつながりを持つ主体間でのみ行われる．Cabrales et al.28) は，社会ネッ
トワーク形成という観点から交流相手の選択と交流水準の決定を同時に扱うモデルを提案
している．コミュニケーション過程は探索行動を伴うマッチングと知識・アイディアの交
換という 2つの要素によって構成されることに着目すると，マッチングの質や機会（効率
性）は，交流相手の探索や自身に関する情報発信といった活動（努力）の水準に応じて異
なる．このような活動の例としては，研究者が学会や研究会に参加することや企業が自社
の技術を展示会に出展すること，また個人が交友関係を広げるために交流イベントなどに
参加することや，通信・ソーシャルメディアを通じたネットワーキング活動などが挙げら
れる．以下では，このような活動を社交活動と呼ぶ．マッチングの効率性は，自らの社交
活動水準のみならず，（潜在的な）交流相手の活動水準にも依存する．すなわち，高い水
準で社交活動を行う主体同士ほど，互いにマッチングする可能性が高まるという相乗的な
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関係が存在する．その一方では，マッチングには混雑現象が付随する．全体としての社交
活動水準が高くなれば，探索に要する時間や労力の増加を通じて効率性が低下する．小林
ら 14) は，ミーティング過程がマッチング過程と合意形成過程によって構成されることを
指摘し，混雑現象と市場薄現象という 2つの外部不経済が存在する下で都市内において長
期定常状態として実現するミーティング均衡を導出した．その上で，交通施設整備が交通
需要の量的な変化だけでなく，ミーティングの付加価値の上昇という質的な変化をもたら
すことを明らかにした．本研究の第 5章では，Cabrales et al.28) に空間を導入し，社交
活動とミーティング活動からなるコミュニケーション行動および立地選択を同時に考慮し
た枠組みへ拡張することによって，コミュニケーション過程において主体間に働く相互作
用が都市空間構造に与える影響を理論的に明らかにする．
なお，相互交流の手段には交通の他に通信があり，近年の情報通信技術の発展に伴って
その役割は大きなものとなっている．そうした中，「通信が交通を代替するか，補完する
か」という問題を扱った研究はこれまでも数多く報告されており，両者は必ずしも代替
的ではなく，補完的となる可能性が示されている（例えば，文 30)，塚井・奥村 31)，今川
32)）．その上で，今川 32) は，「距離や場所の制約を解き放つ ITが普及する中で，逆に人
口や経済活動の都市への集積が加速するという，ITと都市に関する『集積のパラドック
ス』が観察されている」と述べ，情報通信技術の進展が（都市レベルにおいて）フェイス・
ツゥ・フェイス・コミュニケーションの重要性を増加させていると指摘している．本研究
では，これらの既往研究と基本的に同じ立場をとることとするものの，第 3章および第 4
章の理論モデルでは空間的側面に議論の焦点を絞り，コミュニケーション手段の選択は扱
わないこととする．第 5章では，ミーティング行動（フェイス・ツゥ・フェイスのコミュ
ニケーション）と，これに伴うコミュニケーション相手の探索やネットワーキング活動と
いった，通信を併用した社交活動を同時に考慮することによって，コミュニケーションの
手段選択を内生化する．
2.2 社会ネットワークが立地に及ぼす影響に関する実証分析
空間的な近接性は，財，人間，情報・アイディアの輸送費用の低減を通じて様々な経済
主体間の相互作用を促進する 3)．企業の活動には，原材料や中間財を含む財の輸送，展示
会への参加や他企業との情報交換，取引先との交渉に伴う移動など，多様な相互作用が内
包される．これらの相互作用の多くは，その量や質が取引関係に依存し，企業間の取引関
係は立地選択に影響を及ぼすと考えられる．
昨今では企業間取引の膨大なデータを用い，企業の社会的距離と地理的距離との関連性
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33) 35) や，これらが生産性に及ぼす影響の解明 36),37) を目的とした実証研究が，盛んに
行われている．Duranton & Overman4) は， 同一産業に属する企業同士の実際の立地点
間の距離が，仮想的にランダムに割り当てられた立地点間の距離より有意に短いことを示
し，産業集積を統計的に検証する手法を提案した．Nakajima et al.34) は，Duranton &
Overmanの分析手法を援用し，同一産業に属する企業同士の取引関係の強さが産業集積
を促していることを明らかにした．
地方や国等，比較的大規模な空間スケールの中での企業集積を検証したこれらの研究に
対して，本稿の第 6章では，都市内の企業の立地に着目し，都市圏内の企業の取引ネット
ワーク上の位置が都市内の立地点に与える影響を実際の企業間取引データに基づいて明ら
かにする．Behrens & Sharunova35) は，複数事業所をもつ企業について，企業内取引関
係の中心的な事業所が空間上も中心的な位置に立地することを示しているが，本研究は，
これと同様の関係が企業間についても成立するかどうかを明らかにするものである．
取引関係ネットワークにおいて中心的な企業ほど，産業活動の中で多数の取引先企業と
の会議，交渉といった高度なコミュニケーションを行うため，地理空間上でも利便性の高
い中心的な地点に立地すると考えられる．一方で，多数の企業と空間上で近接する企業
は，周囲の企業との交流を活発化することによって取引ネットワークを拡大することも容
易であるため，企業間の地理的距離が社会的距離に影響を与えることも考えられる．特定
したい因果関係と逆向きの関係性は，逆の因果性（reverse causality）と呼ばれる．一般
に，逆の因果性が存在する場合には，2段階最小二乗法や操作変数法によって因果関係を
特定し得ることが，計量経済学における多くの研究蓄積から知られている．本研究では，
政令指定都市を中心とした都市圏 38) において，株式会社東京商工リサーチの企業信用調
査データに基づいて算出した社会的距離指標（企業間取引ネットワークにおける中心性）
と地理的距離指標（地理空間における他企業との相対的な位置関係）に操作変数を用いた
2段階最小二乗法を適用することによって，両者の因果関係を推定する．
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3 社会ネットワークに基づく対面コミュ
ニケーション行動の理論モデル分析
3.1 はじめに
近年，社会システム全体が大きな変貌を遂げようとしている．あらたに姿を現しつつあ
る社会は知識社会と呼ばれ，人々が有する知識やアイディアが都市・地域社会の発展のた
めの原動力であるとされる 1)．このような変革は，情報・通信技術の進展に支えられてい
るところも大きいが，特に重要なのは多様な主体間のコミュニケーションを通じた創造的
活動であり，これはビジネス，科学，文化，芸術，教育といったあらゆる分野において高
度な知識や技能を持つ主体間で起こる相乗的な現象に他ならない．コミュニケーションを
通じた創造的活動においては，知識・情報の蓄積（ストック）もさることながら，それら
の流れ（フロー）が大きな役割を果たしている．知識・情報が偏在し，また，相互のやり
取りが不十分であれば，相乗的効果は期待できない．これに対し，活発な相互交流が行わ
れる社会は，創造性に富み，成長力を持つ．
都市社会において行われる相互交流の水準は，距離に関する 2 つの概念に依存して決
まる．1つは地理的距離であり，いま 1つは社会的距離である．相互にやり取りされる知
識・情報が高度になれば，対面コミュニケーション（face-to-face communication）がそ
れらを運ぶ重要な手段となる．対面によるコミュニケーションは交通を伴うため，必然的
にその水準は地理的距離に依存する．地理的距離は人々や企業といった主体の空間的配置
（立地状況）とそれを取り巻く交通環境（交通ネットワーク）によって決まる．一方，社会
的距離とは，相互の信頼性や必要性，関連性の程度を指す概念である．特に，複雑に入り
組んだ主体間の関連性をグラフを用いて表現した社会ネットワークは，社会学や人類学，
組織論等といった幅広い学問分野において様々なレベルでの行為主体間の相互依存関係を
理解する上で有益な枠組みを提供している 2), 3)．地理的距離と社会的距離は，人々や企業
の行動選択を通じて互いに作用を及ぼし合いながら都市社会の有り様を決定づける．小林
4) はこの点に着目し，「知識社会における都市の将来は，『人的ネットワークと物的ネット
ワークの間の協同効果をいかに形成するか』という都市開発戦略に依存している」と指摘
している．しかし，社会ネットワークと交通ネットワークの相互関係は未だ十分に明らか
にされておらず，理論的に解明を行うための基礎的枠組みを構築する必要がある．
本研究の目的は，社会的外部性を伴う対面コミュニケーションと空間経済システムの関
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係を社会ネットワークの観点から理論的に明らかにすることである．本章では，その第一
段階として，社会ネットワーク上でつながり（リンク）を持つ主体どうしが対面コミュニ
ケーションを通じて情報や知識，アイディアの交換および創造（知識生産活動）を行う状
況を想定し，システム全体としての均衡における主体間のコミュニケーション水準と社会
ネットワークおよび交通ネットワークの構造とを繋ぐ理論的枠組みを提示する．
本章の構成は，以下の通りである．3.2では，関連する既往研究のレビューを行ったの
ち，これらに対する本章の位置づけと意義について述べる．3.3では，地理的環境と社会
ネットワークの重層的な構造をモデル化した上で各主体のコミュニケーション行動を効用
最大化問題として定式化し，均衡解における交流水準が社会ネットワークの中心性指標に
準ずる形で示されることを示す．さらに，社会ネットワークおよび交通ネットワークの位
相幾何学的構造と均衡における対面交流量との関係を明らかにする．3.4では，交通混雑
を考慮したモデルへと拡張し，交通混雑が全体におけるコミュニケーション活動の水準を
低下させるものの，中心的主体へのコミュニケーションの集積度を高めることを数値計算
例によって示す．3.5では，コミュニケーション活動に介在する外部性および混雑外部性
を内部化した社会的最適解を導出し，その性質を明らかにする．最後に，3.6に本章のま
とめと今後の展望を述べる．
3.2 本章の基本的な考え方
(1) 既往研究の整理
都市経済学分野において，経済主体間の相互交流は都市の存在 5), 6)・構造 7), 8)・成長
9) の主要因であると指摘されている．Beckmann7) は，都市において住民が交流を行うた
めに互いを 1度ずつ訪問し合う状況を想定することによって都心が内生的に形成される様
子をモデル化した先駆的な研究である．その後も経済活動の空間的集積現象を対象とした
研究 10) 12) が数多く行われているものの，社会的距離に着目した研究の蓄積はほとんど
ない．
交通行動分析の分野において，従前の方法論的個人主義の立場を越えて，社会的相互作
用を明示的に考慮した分析アプローチがいくつか提案されている 13) 15)． 小林ら 13) は，
ミーティング過程に付随する混雑現象と市場薄現象という 2 つの外部不経済性を考慮し
た対面コミュニケーション過程をモデル化し，交通施設整備がミーティング均衡に及ぼす
影響を分析している．また，井料ら 16) は OD交通需要モデリングに社会ネットワークと
ゲーム理論を応用し，交通の目的地が多人数によるミーティングが開催される場所として
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内生的に決定される枠組みを提案している．いずれの研究においても，コミュニケーショ
ンを通じて相互に与える影響については個人間で同質であるという仮定が置かれており，
異質な主体間での相互作用は考慮できていない．実際には，ある個人が誰とつながってい
るかや何人とつながっているかによってその主体が有する情報・知識の量や質は異なる．
すなわち，社会ネットワークにおける主体の位置関係は主体間に異質性を付与し，交流行
動の選択に影響を及ぼす．
社会ネットワークにおける主体の位置とその合理的な行動選択とを関連づけた既存研究
には Ballester et al.17) がある．これは任意の構造を持つネットワーク内における相互依
存関係を分析するための均衡モデルを提案するものであり，社会ネットワークを対象とし
た応用的研究への可能性を開いた．Helsley & Zenou18) は，Ballester et al.に物理的空
間を導入し，都市への訪問行動および立地選択を社会ネットワークの観点から分析してい
る．ただし，分析対象は，都市（the city）と郊外（the periphery）からなる 2地域に留
まっているため，交通環境がもつネットワークとしての特性は捨象されており，上述の目
的を達成するのに十分な枠組みであるとは言えない．
(2) 本分析の位置づけと意義
本章では，Helsley & Zenou モデルを多起点・多終点によって構成される任意の交通
ネットワークをもつ多地点モデルへ発展させ，社会ネットワークおよび交通ネットワーク
の位相幾何学的構造が主体の交通・コミュニケーション活動に及ぼす影響について分析を
行う．さらに，交通混雑を考慮した拡張モデルにおいて，均衡解と社会的最適解の関係を
明らかにする．本章で提示する理論的枠組みは，交通需要予測に直接的に適用することを
目的とするものではないが，重力モデルといった既存の空間相互作用モデルに対して，社
会的距離という新しい視座を提供するものであるといえる．また，昨今では企業間取引の
膨大なデータを用い，企業間取引ネットワークと産業集積の関係に着目した実証研究も既
に報告されている 19)．提案モデルは，こうした実証的アプローチに対して理論的な基礎
を与え得るものであり，社会ネットワークと都市・地域の空間構造との関係の解明へつな
がる基礎的研究とも位置付けられる．本章内で示す数値例は，こうした本分析の位置付け
と方向性を反映するものである．
なお，相互交流の手段には交通の他に通信があり，昨今の情報通信技術の発展に伴って
その役割は大きなものとなっている．そうした中，「通信が交通を代替するか，補完する
か」という問題を扱った研究はこれまでも数多く報告されており，両者は必ずしも代替
的ではなく，補完的となる可能性が示されている（例えば，文 20)，塚井・奥村 21)，今川
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2 1 3
図 3.1: 例：社会ネットワーク g = hf1; 2; 3g; f12; 13gi
22)）．その上で，今川は，「距離や場所の制約を解き放つ ITが普及する中で，逆に人口や
経済活動の都市への集積が加速するという，ITと都市に関する『集積のパラドックス』が
観察されている」と述べ，情報通信技術の進展が（都市レベルにおいて）フェイス・ツー・
フェイス・コミュニケーションの重要性を増加させていると指摘している．なお，本章で
は，これら既往研究と基本的に同じ立場をとることとするものの，空間的側面に議論の焦
点を絞るため，コミュニケーション手段の選択は扱わないこととする．
3.3 基本モデル
(1) 環境設定
n ( 2)人の主体によって構成される集合 N = f1; :::; ngを考える．主体をノード，主
体間のつながりをリンクとする社会ネットワーク g を隣接行列G = [gij ]を用いて表現す
る．ただし，隣接行列の要素 gij (i; j 2 N)は，主体 iと j の間にリンクが存在する場合
1を，存在しない場合 0を取る．すなわち，
gij =
(
1 (if agents i and j are directly connected)
0 (otherwise)
である．なお，コミュニケーションは双方向的に行われるものとし，gij = 1 であれば
gji = 1であるとする．また，gii = 0とする．したがって，Gは，対角成分に 0を持つ
(0; 1)対称行列である．なお，gij = gji = 1を満たす主体 ij のペア（リンク）の集合を
E とし，社会ネットワーク g を g = hN;Eiと表す．
例えば，図{3.1のような社会ネットワーク g であれば，対応する隣接行列Gは次のよ
うになる．
G =
240 1 11 0 0
1 0 0
35
地理的環境は，m個の地点（もしくは，ゾーン）およびそれらを結ぶ交通リンクから構
成される．n人の主体はそれぞれ地点 1;    ;mのいずれかに立地しており，主体 iの立
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地点を xi と表すことにすると，各主体の立地点 x = fx1; :::; xngは外生的に与えられる
ものとする．主体の立地状況は，nm行列X = [~xhi ] (h = 1; :::;m)によって表される．
ただし，
~xhi =
(
1 (if xi = h)
0 (otherwise)
である．社会ネットワーク上でリンクを持つ 2 主体間の立地点の対応関係を行列 L =
[lhh
0
ij ] (gij = 1)を用いて表す．ここで，要素 lhh
0
ij は，主体 i; j のペアについてそれぞれの
立地点が h; h0 であるときに 1をとり，それ以外は 0をとる．
lhh
0
ij =
(
1 (if gij = 1 and ~x
h
i = ~x
h0
j = 1)
0 (otherwise)
基本モデルにおいては，交通ネットワーク rに混雑は発生せず，各 ODペアついて，それ
ぞれ最短経路が利用されるとする．ODペア hh0 に対応する最短経路 hh0 にリンク  が含
まれているか否かをパス・リンクインシデンス行列 R = [rhh0 ]を用いて表現する．要素
rhh0 は，
rhh0 =
(
1 (if the link  is included in the path from h to h0)
0 (otherwise)
を満たす．リンク (= a; b; :::;) の利用に要する訪問 1 回あたりの交通費用を t とし，
t を要素にもつ 次元対角行列を Tで表す．
主体は，社会ネットワークにおいて占める位置によって，相異なる性質を持つ存在とな
る．さらに，本章では上述の設定を用いて多様な交通ネットワークを表現することができ
るため，各主体は交通ネットワーク上の立地点によって生じる異質性も有する．すなわ
ち，主体は両ネットワークにおいてそれぞれが占める位置によって互いに異質なノードと
なる．以上の設定より，主体間の地理的距離と社会的距離を同時に考慮した分析が可能と
なる．
(2) 交通・コミュニケーション行動の定式化
主体は合成財の消費とともに，社会ネットワーク上でつながり（リンク）をもつ他者を
訪問し，コミュニケーションを行うことによって効用を得るものとする．主体 i 2 N の効
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用 Ui は，以下の準線形効用関数を用いて表す．*1
Ui(vi;v i; g;x; r) = zi + ui(vi;v i; g) (3.1)
zi は合成財の消費量を表す．vi は主体 iによる主体 j への訪問回数（もしくは，頻度）vij
(for each j = 1; :::; n)を集合的に表し，v i は fv1; :::;vi 1;vi+1; :::;vngの集合を意味
する．なお，ここでは交流相手への訪問回数をコミュニケーション水準の近似的指標とし
て扱うこととする．コミュニケーションから得られる部分効用を 2次形式の効用関数：
ui(vi;v i; g) = 
nX
k=1
gikvik   1
2
nX
k=1
gikv
2
ik + 
nX
k=1

gikvik
nX
l=1
gklvkl

(3.2)
と表す（上記効用関数の代替的な定式化については，付録 3.Iで検討する）．ただし，; 
はパラメータであり，いずれも正の値をとるものとする．第一項・第二項より，部分効
用関数 ui は強凸性を有する（@2Ui=(@v2ik) < 0）ことから，主体はコミュニケーション
相手に関する多様性選好（より多くの異なる相手と交流することでより高い満足を得る
性質）を持つ．第三項はコミュニケーションを通じた主体間の相互依存関係を表してお
り， はその強度を表すパラメータである．社会ネットワーク上でリンクを持つ主体の組
i; j (gij = 1)について，主体 iが j とのコミュニケーションによって得られる効用は，主
体 i自身の j に対するコミュニケーション水準 vij および，当該の交流相手である j の総
コミュニケーション水準 vj =
P
l vjl に依存して決まる．具体的には，コミュニケーショ
ンを通じた社会的外部効果として，交流相手が自分以外の主体ともより活発にコミュニ
ケーションを行えば，その相手とのコミュニケーションによる限界的な効用が増加すると
いう戦略的補完関係 (@2Ui=(@vik  @vkl) = gikgkl > 0 (for gik = gkl = 1)）の存在を
仮定している．第三項は，他者とのコミュニケーション活動を活発に行う主体には様々な
知識や情報が集積し，その結果，そうした主体は交流相手に対して質の高いコミュニケー
ションの機会を提供するということを表現している．なお，コミュニケーションを通じた
相互依存関係には様々な形態が存在し，これまでも多くのモデルが提案されている（例え
ば，ミーティングの形成過程を分析した小林 13) や技術・アイディアの伝播過程に着目し
た Jovanovic & Rob23)，知識創造過程を扱った Berliant & Fujita24) など）．本章では，
社会ネットワーク上で行われるコミュニケーション活動の性質に着目するため，コミュニ
*1 本章および第 4, 5 章の理論モデルは，個人の行動を想定して効用関数を記述している．ただし，本研究
のモデリングにおいて，個人は必ずしも消費者を意味するものではなく，企業等も含めた多様な主体の行
動として解釈可能である．企業モデルとしての表現には，例えば Ohata et al.28) があり，本モデルの解
析上の性質を保ちつつ，企業の行動として記述・解釈し直すことが可能である．
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ケーション過程の詳細なモデル化は行わず，Helsley & Zenouによって提案された極めて
簡潔なモデルを採用した．Helsley & Zenouモデルからの変更は，2地点のモデルを多地
点にし，それに伴って効用関数形（式 (3.2)を，相互交流の方向性を明示する形に改めた
点である．
主体 i(2 N)は，社会ネットワーク構造 g，交通ネットワークR = [rhh0 ],各主体の立地
点の対応関係 L = [lhh0ij ]ならびに他主体の対面コミュニケーション需要 vjk (8j; k = 1;…
; n; j 6= i) を与件として，自らの効用 Ui を最大とするように合成財消費量 zi と主体
j (2 N)との対面コミュニケーション需要 vij を決定する．
max
vi;z
Ui(vi;v i; g;x; r) (3.3)
subject to
yi = zi + pf
nX
k=1
vik +
nX
k=1
vik  ik (3.4)
式 (3.4) は予算制約式であり，pf ( > pf > 0) は単位訪問あたりの対面コミュニケー
ションに要する費用を表すパラメータ，ik は主体 iが主体 k を訪問する際の，交通ネッ
トワーク r 上の交通費用を表し，
ik =
X
=a
t
mX
h=1
mX
h0=1
lhh
0
ik r

hh0 (3.5)
により得られる．また，これらは (   pf ) > ik (8ik = 11; 12; :::; nn)を満たす．なお，
本モデルでは pf は一定であるとし，時間制約は無視できる状況を想定する．
(3) Nash均衡解
各主体は，他の主体の行動を与件として効用最大化行動を行う．式 (3.3), (3.4)として
定式化された最適化問題の均衡解が満たす最適性条件は以下のように得られる．
@Ui
@vij
 vij = 0 (3.6)
@Ui
@vij
= gij

  vij + 
nX
l=1
gjlvjl

  pf   ij  0 (j = 1; 2; :::; n) (3.7)
vij  0 (3.8)
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図 3.2: ネットワーク g^ の例 (n = 3)（円の上または下の添字 12; :::; 31は主体のペアを表す）
式 (3.7)より，gij = 1のときの他主体の対面コミュニケーション需要 vjk (8j; k = 1;…
; n; j 6= i) に対する主体 iの最適応答関数は，
vij =  pf   ij + + 
nX
l=1
gjlvjl (3.9)
と表すことができる．一方，gij = 0 のとき，@Ui=@vij =  pf   ij < 0 であるから
vij = 0となる．社会ネットワーク上でリンクを持つ (gij = 1)主体 i; j の組すべてについ
て式 (3.9)を導き，連立 1次方程式を vij について解けば，対面コミュニケーション需要
の Nash均衡解を求めることができる．
ここで，リンク同士の隣接関係を表す変数を次のように定義する．
g^ij;kl =
(
gij  gkl (if j = k)
0 (otherwise)
その上で，gij = gkl = 1を満足するリンクの組 ij,kl に関する g^ij;kl のみを要素とする行
列 G^ = [g^ij;kl] (8i; j; k; l 2 N)を考える．G^は，社会ネットワーク g においてノードを
リンクとして，リンクをノードとして描き直したネットワーク g^ の隣接行列であり，主
体間の社会的相互作用がリンクを通じて波及する様子を表す．例えば，前出の社会ネット
ワーク（図{3.1）において，ノードをリンクとして，リンクをノードとして描き直した
ネットワーク g^ は図{3.2のように表すことができ，リンクベースの隣接行列 G^は，
12 13 21 31
G^ =
12
13
21
31
2664
0 0 1 0
0 0 0 1
1 1 0 0
1 1 0 0
3775 (3.10)
となる．
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いま，式 (3.9)を行列形式で表せば，
(  pf )1     v + G^v = 0 (3.11)
となる．0 および 1 はそれぞれすべての成分が 0; 1 である列ベクトルである．ここで，
式 (3.11)を v について解くと， が十分に小さい（(G^) < 1が成立する）とき，行列
I  G^は正則であるので Nash均衡解 v が唯一の内点解として得られる．
v = [I  G^] 1  f(  pf )1  g (3.12)
さらに，Nash均衡における対面コミュニケーション需要 vij は，
vij(x; g^) =
nX
k=1
nX
l=1
+1X
=0
 g^
[]
ij;kl  kl
= bij (g^; ) (3.13)
と表すことができる．ただし，kl =   pf   kl (> 0)とし，主体 k; l 間の地理的近接
性を反映した定数である． > 0; g[]ij;kl  0; kl > 0より解の非負性（vij  0）が保証さ
れる．式 (3.12)は，対面コミュニケーション需要の均衡水準 v が，社会ネットワークお
よび交通ネットワークのそれぞれにおける主体の位置関係に依存して決まることを示して
いる．具体的には，均衡における vij がリンクベースの隣接行列 G^の下で，地理的近接性
を加味した有向リンク ij の Bonacich中心性に準拠する形で求まる．なお，Bonacich中
心性の詳細については付録 3.IIを，均衡解の安定性については付録 3.IIIを参照された
い．以上を命題として整理する．
命題 3.1
任意のネットワーク g および十分に小さい ((G^) < 1を満たす)  に対して，対面コ
ミュニケーション需要は唯一の内生的な Nash均衡解として求まる．均衡水準における
主体 iから j (i; j 2 N; i 6= j)のコミュニケーション需要量 vij は，リンクベースの隣
接行列 G^の下で，地理的近接性によって重み付けされた有向リンク ij の Bonacich中
心性 bij (g^; )と等しい．
また，主体 iの総対面コミュニケーション需要は，
V i (xi;x i; g) =
nX
j=1
vij(xi;x i; g^) (3.14)
=
nX
j=1
bij (g^; )
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図 3.3: 交通ネットワーク r の例 (m = 3)
と表される．さらに 1階条件式 (3.7)を用いて，均衡における効用水準は次のように表せ
る（付録 3.IV参照）．
Ui (v

ij ; g) = y +
1
2
nX
j=1
gijv
2
ij (3.15)
= y +
1
2
nX
j=1

bij (g^; )
2
式 (3.15)より，主体 iの均衡効用水準が所得と i自身のコミュニケーション需要（iを起
点とする有向リンクの Bonacich中心性）のみによって表現される．さらに，本モデルで
は，コミュニケーションは主体間の相互訪問によって実現するため必然的に交通を伴う．
均衡として決定されたコミュニケーション需要 vij を ODペアごと／交通リンクごとに集
計することにより，それぞれ OD交通量 vod ／リンク交通量 v をそれぞれ以下のように
表すことができる（o; dは地点 1; :::;mのいずれかに対応し，o 6= dとする）．
vod =
nX
i=1
nX
j=1
lodij v

ij (3.16)
v =
nX
i=1
nX
j=1
ijv

ij (3.17)
以上の成果は，2地域のみを対象とした Helsley&Zenouと基本的には同様であるが，コ
ミュニケーションの“相手”を明示的にモデル化し，多起点・多終点を対象とした一般的
な交通ネットワークを考慮できる枠組みに拡張した点が本モデルの貢献である．
本章で得た結果を，図{3.1 に示した n = 3 の社会ネットワークに適用して例示する．
リンクベースの隣接行列 G^は，式 (3.10)に示した通りである．
交通ネットワークは 3地点・2リンクからなり，主体 1が地点 1，主体 2が地点 2，主
体 3が地点 3にそれぞれ立地するとする（図{3.3）．
 は  = LRtによって計算され（本ケースの地理的環境に対応する行列 X;Lおよび
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Rは，付録 3.Vに具体的に示した），
 =
2664
12
13
21
31
3775 =
2664
ta
ta + tb
ta
ta + tb
3775 (3.18)
となる．地理的近接性を表す指標となる ij は，これを用いて ij =   pf   ij によっ
て与えられる．これらを用いて，式 (3.12)によって得られる交通・コミュニケーション需
要 v は下のように計算される．2664
v12
v13
v21
v31
3775 =
2664
b12(g^; )
b13(g^; )
b21(g^; )
b31(g^; )
3775 = 11 22
2664
1  2 2    3 3
2 1  2 3    3
  1  2 2
  2 1  2
3775
2664
12
13
21
31
3775
=
1
1 22
2664
(1 + )(  pf   ta   2tb)
(1 + )f  pf   ta   (1  2)tbg
(1 + 2)(  pf   ta)  ( + 2)tb
(1 + 2)(  pf   ta)  (1+ 2)tb
3775 (3.19)
式 (3.19)より，相互訪問に交通リンク bを要さない 2主体：1- 2間のコミュニケーショ
ン水準に対しても，地点間交通費用 tb が作用することがわかる．tb の低下は直接的に v13
や v31 を増大させる．その上 v13 の増加が，戦略的補完性の効果により交通リンク bを利
用しない v21 の限界効用（21   v21 + 
P
l g1lv1l）を高めるため，tb の低下は v21 を間
接的に増加させる．更に，その効果は v12 を増加させるといった具合に伝播していく．本
ケースにおける逆行列 [I   G^] 1 の存在条件： < 1=p2（詳細は付録 3.II参照）の下
では，v12 > v13, v21 > v31 は明らかである．互いに近接立地している前者の方が活発な
コミュニケーションを行うことを示唆している．
(4) ネットワークと均衡交流水準
本節では，社会ネットワークおよび交通ネットワークの特性変化が均衡における交
通・コミュニケーション水準と厚生に及ぼす影響について解析を行う．まず，社会ネッ
トワークの成長が及ぼす影響について考察する．ここで，社会ネットワークの成長と
は，既存の社会ネットワーク g = hN;Ei が g を部分ネットワークとするネットワーク
g0 = hN 0; E0i (N 0  N かつ E0  E)へと変化することである．このとき，社会ネット
ワーク g の成長の影響は，直接的に関係のある主体のみならず，ネットワーク全体へと
波及し，任意の主体 i; j 間において以下の関係が常に成立することとなる（証明は付録
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3.VIを参照）．
vij(g) < v

ij(g
0) (3.20)
また，式 (3.15)より，主体 iの厚生は i自身のコミュニケーション需要の総和を用いて表
現されることから，
Ui (g) < U

i (g
0) (3.21)
が成立する．次に，コミュニケーションを通じた主体間の相互作用の強度を表すパラメー
タ に着目する．式 (3.13)より，の増加は任意の主体 i; j 間の均衡における対面コミュ
ニケーション需要 vij の増加をもたらす．また，その場合には式 (3.15)より任意の主体 i
について均衡効用水準 Ui は増加することがわかる．以上を命題としてまとめる．
命題 3.2
社会ネットワークの成長およびコミュニケーションを通じた主体間の相互作用の強度
(パラメータ )の増加はともに，任意の主体間の均衡における対面コミュニケーション
需要 vij を増加させ，その結果としてすべての主体について厚生の改善をもたらす．
続いて，交通ネットワーク整備が及ぼす影響について考察する．交通ネットワーク整備
には，新たな交通リンクの新設と既存リンクの拡幅などによる交通費用の低下の 2通りが
ある．交通ネットワーク r に交通リンクが新設され，r0( r)へと変化したとする．これ
により，gij = 1を満たす少なくとも 1組の主体のペアについて，最短経路が変更となる
（交通費用が減少する）ならば，以下が成立する．
vij(r) < v

ij(r
0) 8i; j 2 n (3.22)
Ui (r) < U

i (r
0) 8i 2 n (3.23)
同様に，既存リンク整備によって t0 < t（t0  t を満たす t が少なくとも一つ存在す
る）となり，gij = 1を満たす少なくとも 1組の主体のペアについて交通費用が減少する
ならば，
vij(t) < v

ij(t
0) 8i; j 2 n (3.24)
Ui (t) < U

i (t
0) 8i 2 n (3.25)
が成立する．すなわち，交通ネットワーク整備の効果は，交通費用の低下による直接的
な効果に加え，誘発されたコミュニケーション需要が相補的に作用することによって社
会ネットワーク全体に波及する形で発現することがわかる．以上より，次に示す命題を
得る．
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図 3.4: 社会ネットワーク
命題 3.3
交通ネットワーク整備によって gij = 1を満たす少なくとも 1組の主体のペアについて
交通費用が減少するならば，任意の主体間の均衡における対面コミュニケーション需要
vij は増加し，その結果としてすべての主体について厚生が改善する．
ただし，ここでの議論において整備費用は考慮していない．また，時間制約が無視できな
い場合，これらの命題は必ずしも成立しない．具体的には，相手を訪問する側はより限界
効用の高い相手を選んで訪問することにより効用が上昇するが，訪問を受ける側は相手が
訪問を取りやめた場合に効用が減少する．社会ネットワークの成長や交通ネットワークの
整備がある主体の厚生を改善するか否かは，これらの兼ね合いによって決まる．以上の現
象を詳しく分析するためには付録 3.IIに示す枠組みの下，時間制約を考慮したモデルを
構築する必要がある．
(5) 数値例 1-1：交通ネットワーク構造と均衡交流水準
交通ネットワーク構造が，均衡における対面コミュニケーション水準にどのように影響
しているのかを，数値計算により調べる．
社会ネットワークが図{3.4のようなネットワークである場合に，図{3.5に示したそれ
ぞれの交通ネットワーク TN1- TN3に対して，均衡水準における交通-コミュニケーショ
ン分布，リンク交通量および厚生を比較する．図{3.5において TN 1は tandem型，TN
2は tree型，TN 3は star型の交通ネットワークであり，いずれのネットワークにおいて
も各 ODペア間の最短経路は一意に決まる．なお，各パラメータの値には y = 5;  = 1;
pf = 0:01;  = 0:15; t = 0:165 (8 = a; :::; d)を用いた．
表{3.1は，交通ネットワーク TN 1, TN 2, TN 3のそれぞれのケースにおいて，主体 i
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図 3.5: 交通ネットワーク TN 1- TN 3
が j を訪問する対面コミュニケーション水準 vij を示している．隣の列の Vi(=
P5
j=1 vij)
は各主体が他のすべての主体と行う対面コミュニケーション水準，同列の括弧内の数
値は主体 i の得る効用水準を表す．最下行の V (= P5i=1 Vi) は全主体の交流量の総和，
SW (=
P5
i=1 Ui)は社会厚生である．
この数値計算結果より，社会全体における交流水準 V が高い場合は，社会厚生水準 SW
も高い水準であることが確認できる．主体ごとの交流水準 Vi と効用 Ui についても同様の
関係が概ね成立している．また，いずれの交通ネットワークの場合でも，社会ネットワー
ク・交通ネットワークの両方において中心的な位置にいる主体 1 が多くのコミュニケー
ションを行っている．他の主体についても，主体 1を訪問する水準は他の主体への訪問の
水準と比較して高く，社会ネットワーク上で中心的な主体のもとにコミュニケーションが
集中することが確認できる．
表{3.2は，TN 1, TN 2, TN 3の各ケースについて，リンク交通量 v( = a; b; c; d)を
示したものである．リンク交通量の総量は，交通ネットワークの位相幾何学的構造に依存
している．TN 3では，ネットワーク全体において，最大で 2本の交通リンクを経由する
だけで相互訪問が可能である構造を有しており，社会全体の対面コミュニケーション水準
V および社会厚生 SW について最も高い水準が達成されている．
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表 3.1: 交通ネットワーク構造とコミュニケーション需要および社会厚生
TN 1 TN 2 TN 3
Vi Vi Vi
i j vij
( Ui )
vij
( Ui )
vij
( Ui )
2 1.48 1.49 1.47
3 1.48 5.44 1.28 5.67 1.47 5.90
1
4 1.24 (8.72) 1.44 (9.03) 1.47 (9.35)
5 1.24 1.47 1.47
1 1.64 1.68 1.71
3 1.31 4.36 1.44 4.42 1.31 4.33
2
4 0 (8.20) 0 (8.29) 0 (8.12)
5 1.41 1.30 1.31
1 1.64 1.51 1.71
2 1.31 4.36 1.49 4.11 1.31 4.33
3
4 1.41 (8.20) 1.11 (7.86) 1.31 (8.12)
5 0 0 0
1 1.48 1.68 1.71
2 0 3.86 0 4.09 0 4.33
4
3 1.48 (7.60) 1.11 (7.87) 1.31 (8.12)
5 0.91 1.30 1.31
1 1.48 1.68 1.71
2 1.48 3.86 1.32 4.27 1.31 4.33
5
3 0 (7.60) 0 (8.09) 0 (8.12)
4 0.91 1.27 1.31
V 21.88 22.55 23.21
(SW ) (40.31) (41.13) (42.05)
3.4 交通混雑を考慮した拡張モデル
(1) 交通混雑のモデリング
主体 i が主体 k を訪問する際の交通費用は，リンクコストに関する定数係数 t( =
a; b; :::;)を用いて
vik  ik = vik 
X
=a
t
mX
h=1
mX
h0=1
lhh
0
ik r

hh0 (3.26)
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表 3.2: 交通ネットワーク構造とリンク交通量 v
 TN 1 TN 2 TN 3
a 10.28 10.79 8.42
b 7.42 7.93 8.42
c 7.42 7.91 8.42
d 10.28 8.34 8.42Pd
=a v 35.40 34.97 33.68
によって表された．ここで pij =
Pm
h=1
Pm
h0=1 l
hh0
ij r

hh0 とおくと，pij は，2主体 i; j の
立地点間を結ぶ経路にリンク  が含まれている（pij = 1）か否（pij = 0）かを意味し，
P = LRによって計算される行列 Pの要素として得られる．交通混雑を考慮する場合の
各交通リンクのリンクコストが交通量の 2次関数で表されるものとし，上述の交通費用を
次式で置き換えることとする．
vik  ik(v) = vik 
X
=a
pikt
nX
k0=1
nX
k00=1
pk0k00vk0k00 (3.27)
ただし，ここでは，各 ODペアについて利用経路が外生的に与えられているものとし，交
通量配分問題は扱わない．式 (3.27)のリンクコスト関数の下で，式 (3.7)に対応する最適
性条件は
@Ui
@vij
= gij

  vij + 
nX
l=1
gjlvjl

  pf   ij(v) 
nX
k=1
vik  @ik(v)
@vij
= gij

  vij + 
nX
l=1
gjlvjl

  pf   ij(v) 
nX
k=1
vik
X
=a
piktp

ij  0(3.28)
と表すことができる，gij = 1であるような i; j の組について，均衡として達成される対
面コミュニケーション需要は
vij =   pf + 
nX
l=1
gjlvjl   ij(v) 
nX
k=1
vik
X
=a
piktp

ij (3.29)
と表すことができる（式 (3.9)と対応）．これを行列形式で表すと
(  pf )1  (+0)v   v + G^v = 0 (3.30)
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となり，vについて解くと内生的な Nash均衡解 v が得られる．
v =
h
+0   I+ G^
i 1
(  pf )1 (3.31)
ただし，正方行列  = [ij;kl] (8i; j; k; l = 1; :::; n) は  = PTTP により定義され，
0 = [0ij;kl]の成分は ij;kl を用いて次式により定める．
0ij;kl =
(
ij;kl (ifj = k)
0 (otherwise)
(3.32)
また，混雑均衡における効用水準は
Ui (v

ik; g) = y +
1
2
nX
k=1
gikv
2
ik +
nX
k=1
vik
X
=a
pikt
nX
k0=1
pik0v

ik0 (3.33)
と表され，式 (3.15) と同様に，主体 i の効用水準を i 自身のコミュニケーション需要の
みによって表現することができる．なお，拡張モデルにおける解の一意性・安定性の確認
は，基本モデルと同じ手順に従えばよい．また，非負性が満足されない場合は，非負制約
を明示的に考慮した上で均衡問題を解く必要がある．
(2) 数値例 1-2：混雑外部性と交通ネットワーク構造
混雑を考慮した場合の均衡水準における交通-コミュニケーション分布（本事例ではOD
分布に相当）やリンク交通量，厚生を調べるために，前章の図{3.4, 3.5に示した社会ネッ
トワークおよび交通ネットワーク TN1- TN3に対して数値計算を行い，比較する．パラ
メータは，交通リンクに関するパラメータを t = 0:03 (8 = a; :::; d)とし，その他は数
値例 1-1と同じ値を用いている．ここでは，数値例 1-1のリンク交通費用と比較して最も
交通量の少ないリンク（TN1のリンク b, c）における費用がほぼ 1倍，最も交通量の多
いリンク（TN2のリンク a）については費用が約 1.5倍になるように調整した．
表{3.1と表{3.3とを比較すると，主体間のコミュニケーション水準 vij , 効用水準 Ui,
社会厚生 SW のいずれについても，コミュニケーション水準は低下しているものの，お
およその大小関係の傾向は一致している．表{3.4は，社会ネットワーク上で最も中心的
で活発な交流活動を行っている主体 1の交流水準が，ネットワーク全体の交流量に対して
占める割合（交流集積度）を示したものである．表中の“1! j”は主体 1自身が他の主
体を訪問する交流量 V1，“j ! 1”は他の主体が主体 1を訪問する量 vj1 (j = 2; 3; 4; 5)の
和を，前述の割合で示している．混雑の存在は，主体 1への交流集積度を増加させている
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表 3.3: 交通ネットワーク構造とコミュニケーション需要および社会厚生（混雑あり）
TN 1 TN 2 TN 3
Vi Vi Vi
i j vij
( Ui )
vij
( Ui )
vij
( Ui )
2 1.23 1.22 1.26
3 1.23 4.33 0.94 4.65 1.26 5.05
1
4 0.94 (7.72) 1.24 (8.00) 1.26 (8.38)
5 0.94 1.25 1.26
1 1.35 1.38 1.45
3 0.97 3.53 1.23 3.57 0.97 3.39
2
4 0 (7.35) 0 (7.40) 0 (7.39)
5 1.22 0.95 0.97
1 1.35 1.12 1.45
2 0.97 3.53 1.25 3.07 0.97 3.39
3
4 1.22 (7.35) 0.69 (7.05) 0.97 (7.39)
5 0 0 0
1 1.12 1.41 1.45
2 0 2.86 0 3.12 0 3.39
4
3 1.27 (6.88) 0.72 (7.10) 0.97 (7.39)
5 0.48 0.99 0.97
1 1.12 1.39 1.45
2 1.27 2.86 0.96 3.31 0.97 3.39
5
3 0 (6.88) 0 (7.27) 0 (7.39)
4 0.48 0.95 0.97
V 17.12 17.72 18.62
(SW ) (36.17) (36.83) (37.96)
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表 3.4: 主体 1への交流集積度
TN 1 TN 2 TN 3
1! j 0.248 0.251 0.254
混雑なし j ! 1 0.285 0.290 0.295
計 0.533 0.541 0.549
1! j 0.253 0.263 0.271
混雑あり j ! 1 0.287 0.300 0.311
計 0.540 0.562 0.582
ことがわかる．このことは以下のような理由により説明できる．各主体は，混雑の発生に
より増加した限界費用を上回るだけの限界効用をもたらす中心的な主体との交流を優先的
に選択するためである．このように，交通ネットワークの構造は，主体同士の地理的近接
性および交通混雑を規定し，コミュニケーションと厚生の水準に大きく影響する．
以上の結果は，交通混雑を明示的に考慮した拡張モデルを用いた分析において，初めて
明らかとなったものである．本数値例の結論から，次の命題 3.4が導かれる．
命題 3.4
交通混雑の存在下では，各主体は，混雑の発生により増加した限界費用を上回るだけの
限界効用をもたらす中心的な主体との交流を優先的に選択する．その結果，社会ネット
ワーク上で中心的な主体への交流の集積が促進される．
(3) 数値例 2：社会ネットワーク構造と均衡交流水準
前節では，社会ネットワークが所与の下で交通ネットワーク構造が相異なる 3つのケー
スについて，対面コミュニケーションや厚生の水準を比較した．本節では，交通ネット
ワークが固定の下で社会ネットワークの構造が変化した場合，対面コミュニケーション水
準や厚生がどのように変化するかについて，数値計算により調べる．具体的には，図{3.6
に示すように 5主体が 3地域（都市および地方 1, 2）に立地している状況を考える．都市
には主体 1, 2, 3，地方 1に主体 4，地方 2に主体 5が立地しており，都市と地方 1，地方
1と地方 2がそれぞれ有向な交通リンク a  a0, b  b0 で結ばれている．都市内には 3主体
それぞれの立地点と有向交通リンク A A0, B B0 からなる交通ネットワークが存在する．
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図 3.6: 3地域からなる交通ネットワーク
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図 3.7: 社会ネットワーク SN 2 - SN 2-3
ここで，都市内の交通にのみ混雑が発生するものとする．
社会ネットワークの設定を図{3.7 に示す．社会ネットワークにおいて，SN 2-1 は都
市内，SN 2-2 は都市と地方，SN 2-3 は地方と地方の主体同士で新たにリンクがつなが
ることによる社会ネットワークの成長を表している．SN 2 の社会ネットワーク構造が
SN 2-1, SN 2-2, SN 2-3 のそれぞれに変化した場合について，対面コミュニケーション
需要，リンク交通量および社会厚生を比較する．交通リンクに関するパラメータは，地域
間交通リンク a; a0; b; b0 については t = 0:1，都市内交通リンク A;A0; B;B0 については
t = 0:05とし，残りのパラメータは数値例 1-1におけるものと同じ値を用いた．
SN 2から SN 2-1, 2-2, 2-3への変化を社会ネットワークの成長と見ると，これに伴っ
ていずれのケースにおいても社会全体での対面コミュニケーションが活発化し，厚生も改
善することが表{3.5より確認できる．
本数値例では，都市内における社会ネットワークの密度が上昇した場合（SN 2-1のケー
ス），都市内の厚生水準が高まり，都市のもたらす厚生が地方の水準を上回る．その一方
で，混雑のもたらす不経済により，社会厚生は他のケースよりも低くなっている．またこ
の数値例は，地方と都市あるいは地方と地方の社会的なつながりをより密にすることが，
地方の魅力が都市のそれを上回り，ひいては社会全体の厚生の改善につながる可能性を示
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表 3.5: 社会ネットワーク構造とコミュニケーション需要および社会厚生
SN 2 SN 2-1 SN 2-2 SN 2-3
Vi Vi Vi Vi
i j vij
( Ui )
vij
( Ui )
vij
( Ui )
vij
( Ui )
2 1.10 1.18 1.19 1.11
3 1.10 4.33 1.18 4.50 1.11 4.60 1.11 4.77
1
4 1.12 (7.84) 1.12 (8.16) 1.29 (8.25) 1.33 (8.40)
5 1.00 1.01 1.01 1.21
1 1.49 1.43 1.43 1.55
3 0 1.49 0.95 2.38 0 2.48 0 1.55
2
4 0 (6.32) 0 (7.13) 1.04 (7.23) 0 (6.42)
5 0 0 0 0
1 1.49 1.43 1.53 1.55
2 0 1.49 0.95 2.38 0 1.53 0 1.55
3
4 0 (6.32) 0 (7.13) 0 (6.38) 0 (6.42)
5 0 0 0 0
1 1.54 1.56 1.58 1.60
2 0 1.54 0 1.56 1.09 2.67 0 2.92
4
3 0 (6.32) 0 (6.35) 0 (7.24) 0 (7.40)
5 0 0 0 1.31
1 1.44 1.46 1.48 1.50
2 0 1.44 0 1.46 0 1.48 0 2.83
5
3 0 (6.28) 0 (6.32) 0 (6.35) 0 (7.38)
4 0 0 0 1.33
V 10.29 12.29 12.75 13.62
(SW ) (33.08) (35.10) (35.44) (36.03)
唆している．ただし，より詳細に分析する上では，主体の立地選択行動や社会ネットワー
クの形成過程も明示的に考慮する必要がある．
なお，地域間交通に関しては，都市への上り方向の交通量（交通リンク a; b）が下りの
交通量（交通リンク a0; b0）よりも多くなっており（表{3.6参照），実現象に対応した結果
と言える．
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表 3.6: 社会ネットワーク構造とリンク交通量 v
 SN 2 SN 2-1 SN 2-2 SN 2-3
A 1.10 2.14 2.28 1.11
B 1.10 2.14 1.11 1.11
都市内
A0 1.49 2.38 2.48 1.55
交通 B0 1.49 2.38 1.53 1.55PB0
=A v 5.19 9.03 7.39 5.32
a 2.13 2.13 3.34 2.54
b 1.01 1.01 1.01 2.52
都市間
a0 2.98 3.03 4.15 3.11
交通 b0 1.44 1.46 1.48 2.83Pb0
=a v 7.55 7.64 9.99 11.02P
 v 12.74 16.67 14.04 13.79
3.5 社会的最適と政策分析
(1) 最適交通・コミュニケーション需要
前章で導出した均衡需要 vij および効用 Ui について，効率性の観点から分析を加える．
社会厚生 SW を最大化することに関心を置くため，以下の最適化問題を解くことになる．
max
vij(8i;j2N)
SW = max
vij(8i;j2N)
nX
i=1
Ui
= max
vij(8i;j2N)
(
nX
i=1
h
y  
nX
k=1
pfvik  
nX
k=1
vik  ik(v)
+
nX
k=1
gikvik   1
2
nX
k=1
gikv
2
ik + 
nX
k=1
gikvik
nX
l=1
gklvkl
i)
1階条件より，任意の ij のペアについて
gij

  vij + 
 nX
l=1
gjlvjl +
nX
k=1
gkivki

  pf   2ij(v) = 0
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が満たされている必要がある．これより，gij = 1 であるようなすべての ij のペアにつ
いて，
vOij =   pf + 
 nX
l=1
gjlvjl +
nX
k=1
gkivki

  2ij(v) (3.34)
が成立する．式 (3.29)と比較すると，最適なコミュニケーション需要 vOij と均衡需要 vij
との関係は
vOij = v

ij + 
nX
k=1
gkivki  
X
=a
pijt
nX
k0;k0 6=i
nX
k00
pk0k00vk0k00 (3.35)
であり，Nash均衡におけるコミュニケーション水準が非効率的であることがわかる．次
節では，均衡需要 vij を最適水準に近付けるための混雑税政策および補助金政策を考える．
(2) 最善料金政策
最適な水準のコミュニケーション需要を達成するために，iが交通リンク  を通過する
単位あたりの交通量に対して混雑税：
dO = p

ik
t
nX
k0;k0 6=i
nX
k00=1
pk0k00vk0k00 (3.36)
を課し，同時に iから j への単位あたりのコミュニケーションに対して補助金：
sOij = 
nX
k=1
gkivki (3.37)
を与える政策を考える．この補助金政策の下で各主体が最大化する効用 Ui は
Ui = y   pf
nX
k=1
vik  
nX
k=1
vik  ik(v) 
nX
k=1
X
=a
vik  dO
+(+ sOik)
nX
k=1
gikvik   1
2
nX
k=1
gikv
2
ik + 
nX
k=1
gikvik
nX
l=1
gklvkl
= y   pf
nX
k=1
vik  
nX
k=1
vik  ik(v) 
nX
k=1
X
=a
vik  pikt
nX
k0;k0 6=i
nX
k00=1
pk0k00vk0k00
+
nX
k=1
gikvik   1
2
nX
k=1
gikv
2
ik + 
nX
k=1
gikvik
  nX
l=1
gklvkl +
nX
k=1
gkivki

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と表される．ここで，右辺 3行目最終項と 4行目最終項は，混雑税・補助金の政策の実施
によって，本来外部効果であったものが内部化されていることを表している．混雑税政策
および補助金政策を同時に適用した下での均衡コミュニケーション需要は，
vO =

2+ I  (G^+ G^T ) 1(  pf )1
となる．このとき，主体 iの効用 UOi は
UOi = y +
1
2
nX
j=1
gijv
O2
ij +
nX
j=1
vOij
X
=a
pijt
nX
k0
pik0v
O
ik0
と表せ，式 (3.33)と対応する．以上の結果は下のように要約される．
　
命題 3.5
Nash 均衡におけるコミュニケーション需要 vij は，社会的最適水準と比較
して非効率的である．交通リンク  を利用する単位あたりの交通に dO =
pikt
Pn
k0;k0 6=i
Pn
k00=1 p

k0k00vk0k00 の混雑税を課し，主体 i から j への単位あたりの
コミュニケーションに sOij = 
Pn
k=1 gkivki に等しい補助金を与えれば，混雑税・補助
金政策下での均衡状態として社会的最適状態が達成される．
(3) 数値例 3：最善政策と政策代替案
図{3.4の社会ネットワークおよび図{3.5の交通ネットワーク（TN 1）の下で，2種類
の外部性を内部化するシナリオについて検討する．2種類の外部性とは，交通混雑（負の
外部性）およびコミュニケーションにおける戦略的補完性（正の外部性）を指し，前者の
みを内部化するシナリオを (1)，後者のみ内部化するものを (2)とする．Nash均衡水準，
社会的最適水準およびシナリオ (1), (2)下でのコミュニケーション需要および社会厚生を
表{3.7にに示す．表{3.7には，各シナリオにおける税収および補助金支出をあわせて示
しており，社会厚生はそれらを含んだ値である．用いたパラメータの値は，y = 5;  = 1;
pf = 0:01;  = 0:12; t = 0:03 (8 = a; :::; d)である．
この数値計算結果より，シナリオ (1), (2)のいずれの場合においても社会厚生が Nash
均衡水準よりも低減していることが確認できる．すなわち，交通市場やコミュニケーショ
ンの市場の一方にのみ着目し，その市場における外部性のみを内部化する政策は，かえっ
40
表 3.7: コミュニケーション需要および社会厚生
Nash均衡 社会的最適 シナリオ (1) シナリオ (2)P
j v

ij
P
j v
O
ij
P
j v
(1)
ij
P
j v
(2)
iji j vij
( Ui )
vOij
( UOi )
vOij
( UOi )
vOij
( UOi )
2 1.11 1.73 1.01 2.05
3 1.11 3.94 1.73 5.88 1.01 3.39 2.05 7.29
1
4 0.86 (7.25) 1.21 (10.1) 0.69 (6.69) 1.60 (12.70)
5 0.86 1.21 0.69 1.60
1 1.20 1.73 1.08 2.05
3 0.88 3.19 1.05 4.29 0.69 2.78 1.43 5.27
2
4 0 (6.91) 0 (8.51) 0 (6.46) 0 (10.24)
5 1.12 1.50 1.01 1.79
1 1.20 1.73 1.08 2.05
2 0.88 3.19 1.05 4.29 0.69 2.78 1.43 5.27
3
4 1.12 (6.91) 1.50 (8.51) 1.01 (6.46) 1.79 (10.24)
5 0 0 0 0
1 0.99 1.21 0.85 1.58
2 0 2.58 0 2.74 0 2.07 0 3.90
4
3 1.15 (6.52) 1.50 (7.14) 1.09 (6.12) 1.74 (8.56)
5 0.45 0.025 0.14 0.57
1 0.99 1.21 0.85 1.58
2 1.15 2.58 1.50 2.74 1.09 2.07 1.74 3.90
5
3 0 (6.52) 0 (7.14) 0 (6.12) 0 (8.56)
4 0.45 0.025 0.14 0.57
V =
P
i Vi 15.48 19.94 13.08 25.63
(
P
Ui) (34.11) (41.37) (31.85) (50.29)
total tax 0 3.87 1.79 0
total subsidy 0 10.37 0 16.66
SW 34.11 34.87 33.64 33.63
て厚生を改悪する可能性があることが示唆される（ただし，これは複数の外部性が存在す
る場合に一般的に起こり得ることであり，ネットワークを明示的に扱った本モデルに特有
の結果ではない）．
表{3.7の均衡と社会的最適を比較することにより，より活発なコミュニケーションを
行うことが望ましいといえる．さらに表{3.8より，交流活動の集積度を高めることによ
る高度な知識の蓄積とコミュニケーションを通じたスピルオーバー効果が，社会の厚生を
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表 3.8: 主体 1への交流集積度
均衡 (1) (2) 社会的最適
1! j 0.255 0.259 0.285 0.295
j ! 1 0.282 0.294 0.284 0.295
計 0.537 0.554 0.568 0.590
引き上げる可能性が示唆される．
なお，コミュニケーション行動に直接補助金を与えるという政策は，現実では実施困難
であるため，交通リンクへの課税／補助金等の次善政策について検討する必要がある．
3.6 おわりに
本章では，Helsley & Zenou の社会ネットワークと都市への訪問行動を関連づけた枠組
を拡張し，多地点から構成される交通ネットワークを明示的に扱える理論モデルを構築し
た．混雑を考慮したモデルへと拡張した上で，均衡解および社会的最適解を導出し，最善
な社会を実現するための方法として税・補助金政策を検討した．数値事例を通じて，1. 混
雑の存在が中心的な主体への交流集積度を高めること，2. 知識の高度な集積を図り，そ
の上で活発なコミュニケーションによるスピルオーバー効果を促す政策が望ましいことを
明らかにした．
最後に，本論文のモデルには，以下のような拡張の方向性が考えられる．1つは，主体
の立地選択行動を考慮したモデルへの拡張である．長期的な時間スケールにおいて，社会
ネットワークおよび交通ネットワークが都市・地域の空間構造にどのような影響を及ぼす
かを明らかにすることができる．いま 1つは,社会ネットワークにおけるリンク形成の意
思決定を内生化したモデルへの拡張であり，交通ネットワークの位相幾何学的構造が社会
ネットワークの形成や都市社会における相互交流の水準に及ぼす影響について検討する必
要がある．また，上記 2つの分析を並行して行うことにより，都市・地域の空間構造と社
会ネットワーク形成との間にある循環的因果関係についても考察することが可能となる．
以上で述べた拡張の可能性を含め本章で提案した枠組みは，知識社会における交通ネット
ワーク形成および交通政策のあり方を検討する際の理論的基礎を提示し，またそこから得
られる知見は今後の国土計画ならびに交通計画におけるひとつの指針となることが期待さ
れる．
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付録
3.I 代替的な定式化
コミュニケーション，とりわけ対面型交流において相手の存在は非常に重要な要素であ
り，“相互”に行う行為である以上，主体 i自身から相手を訪問して実現するコミュニケー
ションのみならず，相手が自分を訪問したことで達成されるコミュニケーションから得ら
れる便益および同時に発生する機会費用も考慮されるべきである．式 (3.2), (3.4)を以下
のように修正すれば，これを考慮したモデリングとなる．
ui = 
nX
k=1
gik(vik + vki)  1
2
nX
k=1
gik(vik + vki)
2+ 
nX
k=1
gik(vik + vki)
nX
l=1
gklvkl (3.38)
yi = zi + pf
nX
k=1
(vik + vki) +
nX
k=1
vik  ik (3.39)
これらの効用関数に基づいて達成される均衡需要は，式 (3.12)における Iを I + Fに置
き換えることによって得られる．
v = [I+ F  G^] 1  f(  pf )1  g
ただし，行列 F = [fij;kl]の成分は次のように定義される．
fij;kl =
(
gij (if i = l and j = k)
0 (otherwise)
3.II Bonacich中心性 29)
ネットワーク分析において，ノード（点）の中心性や重要性を表す様々な指標が存在す
る．Bonacich 中心性は，ノードの中心性を当該ノードから発するすべてのパス（経路）
の距離に応じた加重和によって表した指標であり 2)，最近になってネットワーク・ゲーム
理論の枠組みにおいて非常に有用であることが示されている 17)．n次隣接行列Gを k乗
（k は自然数）することによって得られる行列 Gk はネットワーク中のノード間の間接的
なつながりを再現する．Gk の要素 g[k]ij  0は，ネットワーク g において iから j へのパ
スの中で長さが k( 1)であるものの数を表す．また，G0 = I である (Iは単位行列)．あ
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るスカラー  > 0とネットワーク g が与えられたとき， が十分に小さければ，次のよう
な行列Mが定義できる．
M(g; ) = [I  G] 1 =
+1X
k=0
kGk
 は，長いパスの相対的な重みを減衰させるように作用するパラメータである．非負行列
M(g; )の成分 mij(g; ) =
P+1
k=0 
kg
[k]
ij は，ネットワーク g における iから j へのパス
で長さが k であるものの数を，k で重みづけして足し合わせたものである．なお，行列
級数P+1k=0 kGk は，
kGk < r = lim inf
k!1
jkj 1=k = 1

のとき，またこのときに限り収束する．ここで，r は収束半径，kGk は行列Gのノルム
である. このノルムは一般にGのスペクトル半径と呼ばれ，(G) = max jjで表され
る（ は Gの固有値）．すなわち，(G) < 1であれば前述の行列級数が収束し，行列
Mが定義できる．
定義 3.1 (Bonacich中心性)
ネットワーク g，n 次隣接行列 G および定数  を考える．これらを用いて非負行列
M(g; ) = [I  G] 1 が定義できるとき，ネットワーク g におけるパラメータ  に対
する Bonacich中心性ベクトル b(g; )は
b(g; ) = [I  G] 11 (3.40)
で与えられる．また，ノード iの Bonacich中心性は行列Mの第 i行成分の和
bi(g; ) =
nX
j=1
mij =
nX
j=1
+1X
k=0
kg
[k]
ij (3.41)
によって表される．
3.III 均衡解の安定性解析
Nash均衡解 (3.12)の安定性を確認するために，以下の勾配系の調整ダイナミクス：
@vij(t)
@t
=
@Ui(v
(t))
@vij(t)
(8i; jj gij = 1) (3.42)
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を導入する（例えば，Corchon & Mas-Colell30)）．均衡の周りで線形近似を行えば，
@vij(t)
@t
=
nX
k=1
nX
l=1
@2Ui
@vij@vkl
 
vkl(t)  vkl

=
(
 1 (if i = k; j = l)
g^ij;kl (otherwise)
(3.43)
となり，調整ダイナミクスの Jacobi行列を G^  Iと表すことができる．ただし，Iは G^
と同次元の単位行列である．このとき，G^  Iの固有値がすべて負（複素数の場合は，実
部が負）であれば，均衡解 (3.12)は安定であるといえる．ここで，隣接行列 G^の固有値
を ^ ( = 1; 2;    )と表せば，安定性条件は G^のすべての固有値について ^ < 1が成
立することである．なお，この条件は付録 3.IIで示した行列級数の収束条件 (G^) < 1
を満足する範囲で常に成立する．
3.IV 間接効用（式 (3.15)）の導出
式 (3.7)より，gij = 1を満たすすべての ij について
gij
nX
l=1
(gjlvjl) =  (  vij)gij + pf + ij
が得られる．両辺に vij をかけ，j に関して総和をとると

nX
j=1
gijvij
nX
l=1
(gjlvjl) =  
nX
j=1
gijvij +
nX
j=1
gijv
2
ij +
nX
j=1
(pf + ij)vij
となり，これを効用関数に式 (3.2), (3.4)とともに代入すると，式 (3.15)を得る．
3.V 地理的環境に対応する行列
パス・リンクインシデンス行列 Rは，主体の立地点とは無関係に，交通ネットワーク
そのものをグラフ化したものである．各行が地点の組合せ (h; h0) (h; h0 = 1; 2; :::;m)に，
各列がリンク  ( = a; b; :::) に対応する．図{3.1 のケースの場合，地点 1-2 をリンク
a，地点 2-3をリンク bがそれぞれ結んでおり，地点 1, 3間に直接のリンクは存在しない
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ため，次のような行列となる．
a b
R =
11
12
13
21
22
23
31
32
33
26666666666664
0 0
1 0
1 1
1 0
0 0
0 1
1 1
0 1
0 0
37777777777775
(3.44)
また，交通リンク a; bを利用する際に要する単位当たりの交通費用をそれぞれ ta; tb とす
ると，tはこれらを成分にもつ列ベクトルとなる．
交通ネットワーク上の地点と主体の立地とを合わせた，地理的環境に対応する行列 X
は次のようになる．第 i行が主体 iに対応しており（i = 1; 2; 3），その行の中で要素が 1
である列 hが主体 iの立地点である（h = 1; 2; 3）．
1 2 3
X =
agent 1
agent 2
agent 3
24 1 0 00 1 0
0 0 1
35 (3.45)
地理的環境を表す行列 Xを用いて，2主体とその立地点の対応関係を行列 Lとして表
すことができる．各行が社会ネットワーク上でリンクをもつ 2主体の組 (i; j)，各列が交
通ネットワーク上の異なる 2地点の組 (h; h0)に対応する．例えば社会ネットワーク上で
リンクをもつ 2主体の組 (1; 3)に対しては，Xより ~x11 = ~x33 = 1であるので，(1; 3)に対
応する第 2行では l1313 = 1，同じ行のその他の列の要素は 0となる．
11 12 13 21 22 23 31 32 33
L =
12
13
21
31
2664
0 1 0 0 0 0 0 0 0
0 0 1 0 0 0 0 0 0
0 0 0 1 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 1 0 0
3775 (3.46)
交通費用を表すベクトル  = LRtは，以上の行列を用いて計算される．
46
3.VI 不等式 (3.20)の証明
g0 = hN 0; E0i (N 0  N かつ E0  E) の下での均衡コミュニケーション需要
vij(xi;x i; g
0)を以下のように分解する．ただし，N 0 = f1; 2;    ; n0gである．
vij(xi;x i; g
0) =
nX
k=1
nX
l=1
+1X
=0
 g^0
[]
ij;kl  kl +
n0X
k=n+1
nX
l=1
+1X
=0
 g^0
[]
ij;kl kl
+
nX
k=1
n0X
l=n+1
+1X
=0
 g^0
[]
ij;kl  kl +
n0X
k=n+1
n0X
l=n+1
+1X
=0
 g^0
[]
ij;kl  kl
N 0 = N かつ E0  E のとき，右辺第 2-4項はいずれもゼロとなる．第 1項においては，
g^0ij;kl > g^ij;kl より，任意の  について g^0
[]
ij;kl > g^
[]
ij;kl が成立し，vij(x; g)より大きくな
る．一方，N 0  N かつ E0  E のとき，右辺第 1項は vij(x; g)に等しいかこれより大
きく，第 2, 3項は正，第 4項はゼロか正の値をとる．したがって，不等式 (3.20)が成立
する．
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4 社会ネットワークを通じた相互作用と
混雑を考慮した最適交通料金政策の進
化的遂行
4.1 背景と目的
近年，ロンドンやシンガポールなどの海外都市において混雑課金政策が導入され，交通
混雑の解消に一定の成果を上げている．交通混雑は，改めて述べるまでもなく最大の都市
問題の一つであり，その根本的な解決方法としての混雑課金政策は，理論・実証の両面か
ら多数の研究が蓄積されている 1)．伝統的な混雑理論において，限界費用原理に基づく混
雑料金制度下では，すべてのリンクに適切な料金（最善料金）が課金できるならば，利用
者均衡（user equilibrium, UE）状態が社会的最適（system optimal, SO）状態と一致す
ることが保証されている．（静学的）限界費用課金は，社会的限界費用と私的限界費用の
差分，すなわち混雑外部性に相当する額を混雑料金として課すものである．
一方で，Arnott2) によって，集積の経済と通勤混雑が存在する経済において一方の外部
性にのみ着目した政策が非効率となる可能性が指摘されている．これは，混雑の解消を目
的とした課金方式や料金水準の設定において，都市における集積の経済の存在を無視する
政策は，集積の経済を損ない，かえって都市活動の非効率を引き起こす可能性があること
を示唆している．
通勤交通における外部性について考えると，多数の主体の通勤時間帯が重複することに
よって交通混雑が発生するかたわら，多くの通勤者の勤務時間帯が重複することによっ
て，企業内・外でのミーティングを円滑に行うことができ，業務の効率性が向上すると
いった正の外部性も存在する．これは，時間的な集積の経済と捉えることができる．通勤
交通も含めた多くの交通行動は，目的地で誰かと顔をつき合わせ，コミュニケーション
（ミーティング）を実現するための派生需要である．すなわち，フェイス・ツゥ・フェイ
スのコミュニケーションと交通行動は対応しており，コミュニケーションの相乗効果と交
通混雑を同時に内包している．ただし，ミーティングの相乗効果はコミュニケーションを
行う主体同士の社会ネットワークを通じて（i.e. 局所的に）波及する一方，混雑外部性は
ネットワークとは無関係に（i.e. 大域的に）準拠集団の全構成員が影響し合う．
近年の交通系 ICカードや ETCの普及に伴ってミクロレベルでの交通量が観測可能と
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なり，混雑外部性を計測する上での技術的な課題は解決されつつある．他方，ミーティン
グの相乗効果を正確に計測するためには，ミーティング相手（社会ネットワーク）に関す
る情報を把握する必要があるものの，これは個々の主体の私的情報であることから，技術
的にも社会受容性の観点からも，政府にとって極めて観測困難である．また，社会ネット
ワークは厳密な観測が困難なことが知られており，政府のような外部からはおろかネット
ワークの構成員当人達にさえ，正確なネットワーク構造を把握することは容易ではない
4)．都市社会の発展に重要な役割を果たすとされるフェイス・ツゥ・フェイスのコミュニ
ケーションを活性化するためには，ミーティング活動に内在する正と負の外部性を，社
会ネットワークに関する私的情報を用いずに内部化し得る政策スキームの設計が必要で
ある．
本章は，社会ネットワークを明示的に考慮したミーティング水準選択モデルをポテン
シャルゲームとして定式化し，Sandholm5) が導入した進化的遂行を適用することによっ
て，政策に必要な情報の制約を乗り越えて社会的最適状態を達成する枠組みを提案する．
具体的には，社会ネットワークと個人のコミュニケーション行動水準選択を関連づけた
Helsley & Zenou6) のモデルに交通混雑を導入し，コミュニケーション水準に関するシス
テム全体としての均衡状態を解析的に導出する．導出された均衡状態が非効率となること
を示し，政府が社会ネットワーク情報を利用できなければ最善料金政策（ピグー料金政
策）を実行できないことを指摘する．その上で，ポテンシャルゲームとして再解釈した提
案モデルに進化動学を導入し，社会ネットワーク情報を用いない政策によって社会的最適
を逐次的に達成可能な次善料金スキームを提示する．
本章の構成は以下の通りである．4.2では，関連する既存研究の整理に基づいて本章の
位置づけを述べる．4.3で主体のコミュニケーション行動のモデルを定式化し，立地を外
生とした下で，各主体の最適化行動の結果として達成される均衡コミュニケーション水準
を導出する．さらに，4.4で社会的最適を定義し，社会的に最適なコミュニケーション水
準を達成するための最善政策を検討する．4.5では，最善政策が社会ネットワークの完全
情報の利用を前提としていることを指摘した上で，社会ネットワークの情報を使わずに実
行可能な次善政策によって社会的最適状態が達成し得ることを明らかにする．4.6にて本
章のまとめと今後の展望について述べる．
4.2 既存研究の整理と本章の位置づけ
Helsley & Zenou6) は，社会ネットワークにおける主体の位置とその合理的な行動選択
とを関連づけた Ballester et al.7) の理論モデルに地理的空間を導入し，都市への訪問行動
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および立地選択を社会ネットワークの観点から分析している．ただし，ここでは交通混雑
は考慮されておらず，都市経済におけるコミュニケーション行動に対する政策的検討を行
う上では不十分な枠組みに留まっている．
均衡状態が社会的最適と比較して非効率であるとき，両者の乖離を解消するための政策
が必要となる．Helsley & Zenouは，コミュニケーションの正の外部性をファーストベス
トな補助金によって内部化する最善政策を提案している．この政策は，政府が社会ネット
ワークの完全情報を入手した上で，個々人に対して社会ネットワーク上の位置に応じて異
なる値の補助金を与える提案である．社会ネットワークは私的情報であるため，Helsley
& Zenouが自ら指摘するように，最善政策実施は困難であると言わざるを得ない．本論
文の 3.5節において提案したコミュニケーション補助金政策も，まったく同様の問題を抱
えている．
これに対し，Sandholm5) はポテンシャルゲームとして記述されるゲームに社会的最適
の「進化的遂行」を導入している．進化的遂行とは，ある状況に対してすぐに（1-shotで）
社会的最適を達成しようとするのではなく，毎期，その期に実現した状態に応じて経済を
刺激しながら，長期的に最適状態を達成しようとするものである．Fujishima8) は，社会
的最適の進化的遂行を都市システムモデルに適用し，完全予見的な人口移動動学の下で大
域的に最適な人口分布が安定的に実現することを示している．その際，情報の入手可能性
に言及し，政府の知りえない私的情報を用いずに実行可能な政策を提案している．
本章では，Helsley & Zenou に交通混雑を導入して拡張し，交通料金政策について検討
する．社会ネットワークによって規定される主体間の異質性を考慮した上でコミュニケー
ションの外部性と混雑との関係を分析し，政策的検討を行う．ここで，本モデルがポテン
シャルゲームの構造を有している点に着目し，Sandholmの提案する社会的最適の進化的
遂行を援用する．社会ネットワークに関する情報に依存せずに実行可能な次善政策下の
ゲームにおいて，長期的に社会的最適状態が達成され得ることを示す．
4.3 混雑を考慮した 2地域モデル
(1) 環境設定
N = f1; :::; ng (n  2)を有限な数の主体の集合とする．主体をノード，主体間のつな
がりをリンクとする社会ネットワーク g を，隣接行列G = [gij ]を用いて表す．ただし，
隣接行列の要素 gij (i; j 2 N)は，主体 iと j の間にリンクが存在する場合は 1，存在し
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ない場合は 0である．すなわち，
gij =
(
1 (if agents i and j are directly connected)
0 (otherwise)
である．なお，コミュニケーションは双方向的に行われるものとし，gij = 1 であれば
gji = 1であるとする．また，gii = 0とする．したがって，Gは，対角成分に 0を持つ
(0; 1) 対称行列である．なお，gij = gji = 1 を満たす 2 主体 i; j のペア（リンク）の集
合を E とし，社会ネットワーク g を g = hN;Eiと表す．例えば，図{4.1のような社会
ネットワーク g であれば，対応する隣接行列Gは次のようになる．
G =
24g11 g12 g13g21 g22 g23
g31 g32 g33
35 =
240 1 11 0 0
1 0 0
35 (4.1)
地理空間は中心地 C（Center）と郊外 P（Periphery）の 2地域から構成され，2地域
間の距離は 1に正規化する．主体は中心地または郊外のいずれかの地域に立地し，中心地
に存在するミーティング施設を訪問して他の主体とフェイス・ツゥ・フェイスのコミュニ
ケーションを行うことによって効用を獲得する．主体 i (i = 1; :::; n) の立地点を，中心
地 C からの距離 xi 2 f0; 1gを用いて表し，次式のように定義する．
xi =
(
0 (if agent i locates in C)
1 (if agent i locates in P) (4.2)
n主体の立地点 x = fx1; :::; xngは外生的に与えられるものとする．中心地 C に立地する
主体数を nc，郊外 P に立地する主体数を np = n   nc とおく．主体は，他の主体との
ミーティングを行うためにミーティング施設を訪問し，その度に自身の立地点 xi に応じ
て交通費用を支払う．交通費用は地域 C（中心地）内・地域間のそれぞれにおいて発生す
る．地域 C 内の交通費用はすべての主体が支払う一方，地域間交通費用は地域 P に立地
する主体のみが負担する．これらの 2 種類の交通に対して交通リンクは 1 つずつのみ存
在し，地域 C 内交通リンクをリンク 1，地域間交通リンクをリンク 2 とする（図{4.2）．
以上の設定の下で，主体間の社会的距離と地理的距離を同時に考慮した分析を行う．
(2) コミュニケーション行動の定式化
各主体は合成財の消費，社会ネットワーク上でつながり（リンク）をもつ他者とのフェ
イス・ツゥ・フェイスのコミュニケーションから効用を獲得する．主体 i (i = 1; :::; n) が
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2 1 3
図 4.1: 例：社会ネットワーク g = hf1; 2; 3g; f12; 13gi
xi=0
link 2
xi=1
PC
link 1
図 4.2: 地理空間
中心地から距離 xi (xi = f0; 1g) の地点に立地するとき，主体 iの効用 Ui は次式の準線
形効用関数によって表されるとする．
Ui(vi;v i; g) = zi + ui(vi;v i; g) (4.3)
zi は合成財消費量，ui(vi;v i; g) は中心地のミーティング施設への訪問を通じた他の主
体との交流から獲得する部分効用を，それぞれ表している．vi は主体 iによるミーティン
グ施設訪問回数（もしくは頻度）を，v i は fv1; :::; vi 1; vi+1; :::; vngの集合を意味する．
なお，ここでは訪問回数をコミュニケーション水準の近似的指標として扱うこととする．
主体 iが他の主体との交流から獲得する部分効用 ui は，次式によって表す．
ui(vi;v i; g) = vi   1
2
v2i + 
nX
j=1
gijvivj (4.4)
;  はいずれも非負の定数パラメータである．式 (5.4)右辺第 1項および第 2項は，主体
iが中心地を訪問すること自体から得る効用であり，第 3項は他者とのコミュニケーショ
ンを通じて得られる相乗的効果を表す．第 1項・第 2項より，部分効用関数 ui は強凹性
を有しており (@2Ui=@v2i < 0)，限界効用逓減の性質を満たす．第 3 項はコミュニケー
ションを通じた主体間の相互依存関係を表しており， はその強度を表すパラメータであ
る．社会ネットワーク上でリンクを持つ主体の組 i; j (gij = 1) について，主体 iが j と
のコミュニケーションによって得られる効用は，主体 i自身のコミュニケーション水準 vi
および，当該の交流相手である j のコミュニケーション水準 vj に依存して決まる．具体
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的には，コミュニケーションを通じた社会的外部効果として，交流相手が自分以外の主体
ともより活発にコミュニケーションを行えば，その相手とのコミュニケーションによる限
界的な効用が増加するという戦略的補完関係 ( @2Ui=(@vi  @vj) =  > 0 (for gij = 1) )
を仮定している．第 3項は，他者とのコミュニケーション活動を活発に行う主体には様々
な知識や情報が集積し，その結果，そうした主体は交流相手に対して質の高いコミュニ
ケーションの機会を提供するということを表現している．
また，予算制約は次式 (5.3)で表されるとする．
y = zi + [p+ t(xi;v)] vi (4.5)
式 (5.3)において，p ( > p > 0), t(xi;v)はそれぞれ単位訪問あたりのフェイス・ツゥ・
フェイス・コミュニケーションに伴って発生する固定費用と交通費用を表す（p：定数）．
交通費用は中心地と立地点との距離 xi に依存する．さらに，本章では交通混雑を考慮し，
各交通リンクの交通費用は当該リンクを利用する全主体のミーティング施設訪問回数に依
存するものとする．ここではパラメータ t1; t2( 0)を用いて，リンク 1, 2の限界的な交
通費用をそれぞれ
t1
nX
j=1
vj ; t2xi
nX
j=1
xjvj (4.6)
とし，t(xi;v)はこれらの線形和であると仮定する*1．本章で検討する地理的距離は，混
雑を考慮した時間距離と解釈することも可能である．
主体 i (2 N) は，社会ネットワーク構造 g ならびに他主体のコミュニケーション需要
vj (8j = 1; :::; n; j 6= i)を与件として，自らの効用 Ui を最大とするように合成財消費量
zi とフェイス・ツゥ・フェイスのコミュニケーション需要 vi を決定する．本章では，1.
式 (5.4)第 3項に表現したコミュニケーションの戦略的補完性，2. 予算制約 (5.3)におけ
る交通混雑の 2 種類の外部性に着目する．本章は社会ネットワーク上で行われるコミュ
ニケーション活動の性質に着目するため，コミュニケーション過程の詳細なモデル化は
行わず，Helsley & Zenouによって提案された極めて簡潔なモデルを採用した．Helsley
& Zenouモデルからの変更は，中心地内の交通を導入した上で交通混雑を考慮した点で
ある．
*1 本章では議論の見通しを良くするために，効用関数，リンク費用関数ともに，後述のポテンシャル関数の
大域的な凹性が満たされるケースに限定して分析を進めた．一方，一般的な交通リンク費用関数である
BPR 関数 t(x) = f1 + (x=C)gg (x：交通量，C：交通容量，; ：パラメータ) において， ; 1
となるような推定結果も報告されており 10)，本モデルはこのケースに該当すると解釈することも可能で
ある．
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(3) Nash均衡解
各主体は，他の主体の行動を与件として効用最大化行動を行う．式 (5.2), (5.3)として
定式化された最適化問題の 1階条件は，次式のように導出される．0@  vi +  nX
j=1
gijvj
1A  np+ t1vi + t2xivi + t(xi;v)o=0 (4.7)
左辺第 1-3項：  vi + 
P
j gijvj は主体 iのコミュニケーションに関する限界効用を，
同第 4-7項：p+ t1vi + t2xivi + t(xi;v) は限界費用をそれぞれ表す．限界費用は必ず正
であるため，均衡行動水準は，常に限界効用が正（i.e. @ui=@vi > 0）である範囲で決定
される．式 (4.7)より，他主体のコミュニケーション需要 vj (8j = 1; :::; n; j 6= i) に対
する主体 iの最適応答関数は
vi =   p  t1
nX
j=1
vj   t1vi   t2xi
nX
j=1
xjv

j   t2x2i vi + 
nX
j=1
gijv

j (4.8)
と表すことができる．すべての i (i = 1;…; n)について式 (4.8)を導出し，連立して解く
ことによりコミュニケーション需要の Nash均衡解を求めることができる．ここで，A;1
をそれぞれ，成分のすべてが 1である n次正方行列および n次列ベクトル，Xを k 次対
角成分が xk である n次対角行列とすると
v =   t1(I+A)v   t2X(I+A)Xv + Gv (4.9)
となる．I は単位行列， = (   p)  1 である．式 (4.9) を v について解くことにより
Nash均衡解が導出できる．
v = [I  G+ t1(I+A) + t2X(I+A)X] 1  (4.10)
以後，G = G  (t1=)(I+A)  (t2=)X(I+A)X; M = [I   G] 1 と書くこととする．
逆行列 Mの存在する範囲（( G)を Gの固有値の絶対値の最大値（i.e.  ( = 1; 2; :::)
を Gの固有値とすると，( G) = max jj）とすると， Mの存在条件は   ( G) < 1に
より与えられる．詳細は付録 4.Iを参照）において，均衡解 v は唯一の内点解として得
56
られる．式 (4.10)より，主体 iの Nash均衡コミュニケーション水準は
vi (xi;x i; g) =
nX
j=1
mij  (  p)
=
nX
j=1
+1X
k=0
kg
[k]
ij  (  p) (4.11)
と表せる（x i：i を除いた n   1 主体の立地点のベクトル）．式 (4.11) の右辺は，混雑
費用を内包する隣接グラフ g におけるノード iの Katz-Bonacich中心性（付録 4.IIを参
照）に相当する表現である．すなわち，Nash均衡における主体 iのコミュニケーション
水準は，社会ネットワーク g に混雑費用を組み込んだ“混雑費用込みの社会ネットワー
ク”g 上での主体 iの中心性に一致する．よって，次の命題が導かれる．
命題 4.1
任意のネットワーク g および十分に小さい（( G) < 1 を満たす） に対して，フェ
イス・ツゥ・フェイスのコミュニケーション需要は，内生的な Nash均衡解として求ま
る．均衡水準における主体 i(8 i 2 N)のミーティング施設訪問需要 vi は，混雑費用込
みの社会ネットワーク g 上で，中心地への地理的近接性によって重み付けされたノー
ド iの Katz-Bonacich中心性と等しい．
均衡コミュニケーション水準 vi (xi;x i; g)が，各パラメータの大きさによってどのよ
うに変化するかを考えたい．式 (4.11)より明らかに，vi (xi;x i; g)は に関して増加す
る一方で，ミーティングの固定費用 pに関しては減少する．また，社会ネットワークのリ
ンク強度  に応じて増加することが分かる．
さらに，均衡における効用水準は次式のように表すことができる．
Ui = y +

1
2
+ t1 + t2x
2
i

v2i (4.12)
以上から，の増加，pの減少， の増加の少なくともいずれか 1つが起これば，主体の
均衡効用水準 Ui は，増加するか少なくとも変化しないことがわかる．
以上の成果は，Helsley & Zenouと基本的に同様であるが，政策的検討を行うべく交通
混雑を考慮できる枠組みに拡張した点が本章の貢献である．
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4.4 社会的最適と最善政策
(1) 最適コミュニケーション需要
前章で導出した均衡需要 vi および効用 Ui について，効率性の観点から分析を行う．
社会厚生について，ベンサム型の社会厚生関数を採用することとすると，社会厚生関数W
は，
W =
i=nX
i=1
Ui (4.13)
と表せる．ここでは社会厚生の最大化に関心をおくため，以下の最適化問題を解くことに
なる．
max
vi(8i2N)
W = max
vi(8i2N)
i=nX
i=1
Ui
= max
vi(8i2N)
i=nX
i=1
n
y   [p+ t(xi;v)]vi + vi   1
2
v2i + 
nX
j=1
gijvivj
o
(4.14)
1階条件より，任意の iについて
  p  2t1
nX
j=1
vj   2t2xi
nX
j=1
xjvj   vi + 2
nX
j=1
gijvj = 0 (4.15)
が満たされている必要がある．これより，
vOi =   p  2t1
nX
j=1
vOj   2t2
nX
j=1
xjv
O
j + 2
nX
j=1
gijv
O
j (4.16)
が成立する．社会厚生最大化問題の解の存在条件は， ~G = G   (t1=)A   (t2=)XAX
とおくと 2( ~G) < 1より得られる．式 (4.8)と比較すると，最適なコミュニケーション
需要 vOi と均衡需要 vi との関係は
vOi = v

i  
nX
j=1;j 6=i
t1vj   t2
nX
j=1;j 6=i
xjvj + 
nX
j=1
gijvj (4.17)
であり，Nash均衡におけるコミュニケーション水準が非効率的であることがわかる．次
節では，均衡需要 vi を最適水準に近付けるための混雑税政策及び補助金政策を考える．
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(2) 最善料金政策
最適な水準のコミュニケーションを達成するために，各主体のミーティング施設への訪
問に対する交通混雑税およびコミュニケーション補助金を考える．具体的には，主体 iに
よる単位訪問あたりの交通リンク 1, 2の利用に対しては，それぞれ混雑税
dO1i = t1
nX
j=1;j 6=i
vj ; d
O
2i = t2xi
nX
j=1;j 6=i
xjvj (4.18)
を課し，同時に単位訪問あたりに達成されるコミュニケーションに対しては補助金：
sOi = 
nX
j=1
gijvj (4.19)
を与える政策を検討する．これらの料金政策の下で各主体が最大化する効用は，
Ui = y   pvi   t(xi;v)vi   (dO1i + dO2i)vi + (+ sOi )vi  
1
2
v2i + 
nX
j=1
gijvivj
= y  
24p+ t1
0@ nX
j=1
vj +
nX
j=1;j 6=i
vj
1A+ t2xi
0@ nX
j=1
xjvj +
nX
j=1;j 6=i
xjvj
1A35 vi
+vi   1
2
v2i + 2
nX
j=1
gijvivj (4.20)
となる．式 (4.20)は，式 (4.18), (4.19)の混雑税・補助金政策の実施によって 4.2の均衡
モデルにおける外部効果がすべて内部化されていることを示している．最適混雑税政策お
よび最適補助金政策を同時に適用した下での均衡コミュニケーション需要は，
vO = [I  2G+ 2t1A+ 2t2XAX] 1
となる．このとき主体 iの効用 UOi は，効用（式 (4.20)）最大化の 1階条件を用いて整理
することにより
UOi = y +

1
2
+ t1 + t2xi

vO2i (4.21)
と表せ，これは式 (4.12)と対応する．以上の結果は次のように要約される．
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命題 4.2
Nash均衡におけるフェイス・ツゥ・フェイス・コミュニケーション需要 vi は，社会的
最適水準と比較して非効率的である．交通リンク 1, 2の利用に対する単位あたりの訪
問行動に対してそれぞれ dO1i = t1
Pn
j=1;j 6=i vj ; d
O
2i = t2xi
Pn
j=1;j 6=i xjvj の混雑税を課
し，同時に単位あたりのコミュニケーションに sOi = 
Pn
j=1 gijvj に等しい補助金を
与えれば，混雑税・補助金政策下での均衡状態として社会的最適状態が達成される．
また，このときの社会厚生は，式 (4.21)に整理した各主体の効用，政府の混雑料金収入
および補助金支出を考慮するため，次式のように導出される．
WO =
i=nX
i=1

UOi + d
O
1iv
O
i + d
O
2ixiv
O
i   sOi vOi

=
i=nX
i=1
24y + 1
2
+ t1 + t2xi

vO2i + t1
nX
j=1;j 6=i
vOj v
O
i   
nX
j=1
gijv
O
j v
O
i
35 (4.22)
4.5 ポテンシャルゲーム
(1) 均衡モデル
社会ネットワーク情報 [gij ]は私的情報であり，政府が入手することは困難である．そ
のため，G = [gij ]の情報の利用を前提としている前節の最善政策は実現困難である．現
実的な政策を提案する上では，私的情報を用いずに実行し得る政策スキームを検討する必
要がある．
非協力ゲームを用いた分析においては，Nash 均衡の導出・解析が主な関心の対象と
なるが，均衡の性質を調べるどころかその導出さえ困難な場合がしばしば存在する．
Monderer & Shapley9) は，離散的な主体からなる非協力ゲームにポテンシャルの概念を
導入し，ポテンシャルをもつクラスの非協力ゲームをポテンシャルゲームと名付けた．ポ
テンシャルゲームの Nash 均衡は最適化問題と関連している．均衡の性質（存在，一意
性，安定性等）を知る上で最適化問題の知識を用いることができるため，ポテンシャルの
分析を通じて，元の非協力ゲームの Nash均衡の性質をより簡便に調べることが可能とな
る．Sandholm5) は，ポテンシャルゲームに対して社会的最適の進化的遂行を導入し，私
的情報を用いない政策によって長期的に社会的最適状態を達成することを提案している．
Fujishima8) はこれを都市システムモデルに適用し，政府が観測可能な価格と人口分布に
基づいて実行可能な政策によって長期的に最適な人口分布が達成されることを示した．
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本章の提案モデルは，@2Ui=@vj@vi = @2Uj=@vi@vj が成立することから，ポテンシャ
ルゲームの必要十分条件を満足している．以下では，Monderer & Shapleyの枠組におい
て，本モデルがポテンシャルゲームとして再定式化できることに着目し，社会ネットワー
ク情報を用いずに社会的最適状態を達成するための政策を提案する．
利得関数が 2 回連続微分可能であるような戦略型ゲーム (i)i2N を考える．このよう
なゲームがポテンシャルゲームであるための必要十分条件は，
@2i
@aj@ai
=
@2j
@ai@aj
(i; j 2 N) (4.23)
が成り立つことである．
式 (5.2)で定義した効用関数は，2回連続微分可能である．本モデルをプレイヤー集合
N ならびに利得関数 Ui からなるゲームとして再解釈すると，
@2Ui
@vj@vi
=
@2Uj
@vi@vj
= gij   t1   t2xixj (8i; j 2 N) (4.24)
より本ゲームはポテンシャルゲームである．ポテンシャル関数 f は，例えば
f =
nX
k=1
8<:vk   12v2k + 2
nX
j=1
gkjvkvj
 
"
p+
t1
2

vk +
nX
j=1
vj

+
t2xk
2

vk +
nX
j=1
xjvj
#
vk
9=; (4.25)
より与えられる．
ポテンシャルゲームの Nash均衡は，ポテンシャル関数 f の局所最適解である．f が狭
義凹関数であれば，f の局所最適解（1階条件を満たす戦略の組）は，大域的最適値に一
致する．したがって，狭義凹ポテンシャルゲームの Nash均衡は一意である．ポテンシャ
ル f の狭義凹性を確認するためには，ポテンシャルのヘッセ行列H = r2f の固有値がす
べて負（複素数の場合は，実部が負）であることを示せば良い．ここで，
@2f
@v2i
=  1  2t1   2t2x2i (8i 2 N) (4.26)
@2f
@vi@vj
= gij   t1   t2xixj (8i; j 2 N; i 6= j) (4.27)
よりH =  G  Iである．よって， Gの固有値を  (8 = 1; 2; :::)とおくと，Hのすべ
ての固有値について    1 < 0が成立するとき，ポテンシャル f は狭義凹関数である．
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この条件は，Nash均衡が存在する条件（付録 4.Iに詳説）( G) < 1の範囲では常に成
立する．以上から，式 (4.25)をポテンシャルにもつ本ゲームにおいて Nash均衡が存在す
るとき，これは唯一の Nash均衡である．
(2) 社会的最適の進化的遂行 (A)：社会ネットワーク構造が既知の場合
（ファースト・ベスト政策）
均衡に続いて，社会的最適を考える．その際に，政府が毎期観測された情報に基づいて
何らかの政策を実施し，それに対して毎期ランダムに選ばれた 1 主体がよりよい効用を
得られるように行動を変更するような離散時間の進化動学（Better Response Dynamics）
11) を導入する．数学的には，本モデルの進化動学は次式のように表される．
vi(k) 2 Bi(v(k   1))  fv^i : Ui(v^i;v i(k   1))  Ui(v(k   1))g (4.28)
k は，各期を表す．Monderer &Shapleyによると，代替政策下のゲームがポテンシャル
ゲームの構造を有しており，かつ Nash均衡が存在すれば，Better Response Dynamics
の近視眼的学習プロセスによってポテンシャルゲームは Nash均衡の集合に収束する．
政府が離散時間の各期に実現した交通量（ミーティング施設訪問水準）に基づいて最善
政策（混雑税 dO1i; dO2i および補助金 sOi ，ファースト・ベスト政策と呼ぶ）を実施する．式
(4.15)と式 (4.20)の 1階条件との比較により，政府がファースト・ベスト政策 dO1i; dO2i; sOi
を実施した場合の各主体の最適反応は，社会厚生を最大化することが確認できる．ファー
スト・ベスト政策下のゲームのポテンシャル関数 f1 は，次のように書くことができる．
f1 =
i=nX
i=1
n
y   [p+ t(xi;v) + d1i + d2i]vi + (+ si)vi   1
2
v2i + 
nX
j=1
gijvivj
o
(4.29)
これは社会厚生関数W と一致する．さらに，ポテンシャル関数 f1 のヘッセ行列Hf1 =
r2f1 は，
@2f1
@v2i
=  1  2t1   2t2x2i (8i 2 N) (4.30)
@2f1
@vi@vj
= 2gij   2t1   2t2xixj (8i; j 2 N; i 6= j) (4.31)
よりHf1 = 2 ~G   Iと表される． ~Gの固有値 ( = 1; 2; :::)に対してHf1 の固有値は
2~   1と表され，その内の最大であるものは少なくとも 2 < 1を満たす．よって，
社会厚生最大化問題 (4.14)の均衡解が存在する条件の下では，Hf1 の固有値がすべて負
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となり，ポテンシャル f1 の狭義凹性は満足される．したがって，式 (4.14)に定義された
社会厚生最大化問題の解が存在する範囲では，ファースト・ベスト政策 dO1i; dO2i; sOi によっ
て，ポテンシャル関数 f1 の大域的最大解，すなわち社会的最適が安定的に到達可能とな
る．ただし，社会ネットワークの情報（隣接行列 [gij ]の情報）の利用を前提としている
補助金 sOi は実現困難であるため，社会厚生最大状態を達成する代替的な政策を検討する
必要がある．
(3) 社会的最適の進化的遂行 (B)：社会ネットワーク構造が未知の場合
（セカンド・ベスト政策）
前節のファースト・ベスト政策を実施する上では，政府は (a) 社会ネットワークの完全
情報および (b) 非集計のコミュニケーション行動水準 vi (8 i 2 N) を知る必要がある．
本章では，社会ネットワークに関する情報利用可能性を問題とするため，(b)は利用可能
であるものの (a) は未知であるような状況を想定して政策代替案を検討する．交通行動
は，ETCや交通系 ICカードの普及に伴ってミクロなレベルで観察可能になりつつあり，
非集計の行動データを用いるという想定は現実的であると言える．
本節でも 4.2 節と同様の Better Response Dynamics に基づき，政府が各期において
経済を刺激しながら長期的に社会的最適を達成しようとする状況を考える．すなわち，政
府が代替的な料金政策を設定した下で，社会的最適で最大値をとるポテンシャル関数をも
つゲームを設計することができれば，ポテンシャルゲームは Better Response Dynamics
に対して社会的最適状態に収束する（進化的遂行に成功する）．以下では，逐次的な代替
料金政策（セカンド・ベスト政策と呼ぶ）によって，経済が長期的に到達する状態が前節
の社会的最適状態と一致することを示す．
第 k 期（k = 1; 2; :::）において，政府はその期で観測されるコミュニケーション水準
v1;k; :::; vn;k に基づいて，下記のようなセカンド・ベスト政策を実行する．
 主体 i（8 i 2 N）に，第 (k   1) 期の限界外部交通費用 t1
P
j 6=i vj;k 1 +
t2xi
P
j 6=i xjvj;k 1 に相当する金額 i;k 1 を，第 k 期の混雑税として課す．ただ
し，i;0 = 0とする．
 主体 i（8 i 2 N）に，第 (k   1) 期の限界外部性 Pj gijvj;k 1 に相当する金額
i;k 1 を，第 k期のコミュニケーション補助金として与える．ただし，i;0 = 0と
する．
この政策の下では，主体は混雑税および補助金の額を与件として行動する．従って，セカ
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ンド・ベスト政策下の状況は
f2 =
nX
h=1
8<:(+ h;k 1)vh;k   12v2h;k + 2
nX
j=1
ghjvh;kvj;k
 
"
p+ h;k 1 +
t1
2

vh;k +
nX
j=1
vj;k

+
t2xh
2

vh;k +
nX
j=1
xjvj;k
#
vh;k
9=;
(4.32)
をポテンシャルにもつポテンシャルゲームとして表現できる．ポテンシャル f2 のヘッセ
行列が均衡モデルのポテンシャル f のヘッセ行列 H = r2f と一致することから，f2 は
( G) < 1の範囲で狭義凹性を有している．よって，政策下のゲームの Nash均衡は一意
かつ安定的であり，ポテンシャルゲームの大域的最適解に一致する．
いま，ポテンシャル f2 の 1階条件より
+ i;k 1   p  i;k 1   vi;k + 
nX
j=1
gijvj;k
 t1

vi;k +
nX
j=1
vj;k

  t2xi

vi;k +
nX
j=1
xjvj;k

= 0 (4.33)
が成立し，整理すると

nX
j=1
gijvj;k = vi;k  
"
  p  t1

vi;k +
nX
j=1
vj;k

 t2xi

vi;k +
nX
j=1
xjvj;k
#
+ i;k 1   i;k 1 (4.34)
を得る．式 (4.34)は，第 k期（k = 1; 2; :::）のコミュニケーション外部性 Pj gijvj;k が
同式の右辺に一致することを示している．これより，コミュニケーション補助金 i;k を
次式のように定めることができる．
i;k = vi;k  
"
  p  t1

vi;k +
nX
j=1
vj;k

  t2xi

vi;k +
nX
j=1
xjvj;k
#
+ i;k 1   i;k 1
(4.35)
式 (4.35) に示した補助金は，社会ネットワーク情報 [gij ] を用いずに定義することが
可能である．ここで，ダイナミクスの不動点，すなわち長期的な定常状態においては
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i;k 1 = i;k および i;k 1 = i;k がそれぞれ成立する（8 i 2 N）ため，
i;k =
1
2
8<:vi;k  

  p  t1

vi;k +
nX
j=1
vj;k

  t2xi

vi;k +
nX
j=1
xjvj;k

+ i;k
9=;
(4.36)
がいえる．これを f2 の 1 階条件 (4.33) に代入し，さらに不動点の条件（i;k 1 = i;k,
i;k 1 = i;k）を用いて整理すると
0 =
1
2

  p  vi;k + 2
nX
j=1
gijvj;kvi;k
 t1

vi;k +
nX
j=1
vj;k

  t2xi

vi;k +
nX
j=1
xjvj;k

  i;k

=
1
2

  p  vi;k + 2
nX
j=1
gijvj;kvi;k   2t1
nX
j=1
vj;k   2t2xi
nX
j=1
xjvj;k

(4.37)
となる．式 (4.37)は，社会厚生最大化問題の最適性条件と一致する．すなわち，社会ネッ
トワーク情報を含まない限定的な情報に基づいて混雑税 i および補助金 i を逐次的に適
用するセカンド・ベスト政策の下で，各プレイヤーがプレーするゲームの長期的な定常状
態は，社会厚生最大化点に一致する．これらの結果より，次の命題が導ける．
命題 4.3
各時点において，観測される非集計行動データおよび主体の選好の情報によって規定さ
れるセカンド・ベスト政策 i;k; i;k (i = 1; 2; :::)を考える．均衡モデルおよび社会的
最適モデルの各々において Nash均衡が存在する条件 ( G) < 1, 2( ~G) < 1が成立
する範囲内で，セカンド・ベスト政策は社会的最適を進化的に遂行する．
4.6 おわりに
本章では，都市における重要な 2種類の外部性に着目し，社会ネットワークに基づく相
互作用と交通混雑を同時に考慮したミーティング水準選択モデルを構築した．利用者均衡
状態とシステム最適状態との乖離，およびピグー料金政策（最善料金政策）が私的情報の
利用可能性を前提としているため現実的ではない点を指摘した上で，外部からの観測が不
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可能な社会ネットワークを介して伝播する外部性を，社会ネットワーク情報を用いずに内
部化できる次善料金スキームを提示した点が，本章の大きな貢献である．
ただし，提案モデルの想定する状況は限定的な範囲に留まっており，以下のような拡張
可能性が考えられる．まず第一に，本モデルでは離散的な 2 地域からなる単純な地理空
間を考えたが，多地域からなる一般的な交通ネットワーク，あるいは連続空間としての線
形単一中心都市モデルへ拡張することによって，より幅広い交通政策的含意が得られるこ
とが期待される．さらに第二には，立地選択の枠組みへの拡張が考えられる．本章では外
生的な立地の下で，動学による調整の結果として相互作用と混雑の外部効果がすべて内部
化される料金スキームを提案した．よって，土地市場に外部性が存在しない状況設定の下
では（完全競争的な土地市場の設定であれば），交通市場よりもさらに長期の調整過程に
おいて，社会的最適な立地パターンが実現し得ることが予測される．また，本モデルは
分析の簡便性および見通しの良い議論を進めることを優先したために，効用関数，リン
ク費用関数とも限定された関数形に対する分析に留まっている．社会的相互作用（social
interaction）のモデリングは，本章で採用した準線形効用関数以外にも多様な提案がなさ
れており 12)，ポテンシャルゲームの必要十分条件（効用の交差偏微分 @2Ui=@vi@vj が任
意の i; j に関して対称である）を満足していれば，関数形を変更した場合も同様の枠組み
で次善料金政策を規定することができる*2．ただし，関数形によってはポテンシャル関数
の狭義凹性が保証されず，進化動学の収束先が唯一とならない（複数均衡となる）可能性
がある．進化動学の局所均衡解はいずれも安定的であり，かつそのいずれかには到達する
ものの，到達先が大域的最適解とは限らない．均衡選択は伝統的に議論される問題であ
*2 費用関数についても，相互作用の対称性が満足されていれば（あるいは，非対称な影響が無視できるほど
小さければ）同様の結論を得ることができる．例えば，各リンクの交通費用に BPR関数を採用した場合
を考えると，交通リンク 1の単位交通あたりの費用は
t1
(
1 + 1
P
h vh
C1
1)
と表される（1; 1：パラメータ，C1：交通容量．リンク 2についても同様）．このとき，リンク交通費
用の交差偏微分は
@2
@vi@vj
"
t1
(
1 + 1
P
h vh
C1
1)
 vi
#
= t1
11
C21
P
h vh
C1
1 2( nX
h=1
vh + (1   1)vi
)
となり，第 2項が非対称であるためポテンシャル関数を定義できない．ただし主体数 nが十分に大きく，
第 1 項：Ph vh に比べて第 2 項：(1   1)vi が無視できるとすると，近似的に対称性が満たされ，以
降も同様に分析可能である．
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り，本章の議論を超えた別のメカニズムの設計が必要となる*3．以上の点を改善した一般
性の高い枠組みの開発を課題として残しているものの，本章の成果は，ポテンシャルゲー
ムに対する進化的遂行を援用することによって社会ネットワーク情報の利用可能性に関す
る制約を克服した，政策的検討の第一歩として位置付けることができる．
付録
4.I 逆行列の存在条件
Corchon & Mas-Colell13)に準拠すると，逆行列 [I G] 1が存在する必要十分条件は
  (G) < 1 (4.38)
が満たされていることである．ここで (G)は，非負行列 Gの最大固有値の絶対値であ
る．本章で採用したモデリングに対しては
I  G+ t1(I+A) + t2X(I+A)X
= I  

G  t1

(I+A)  t2

X(I+A)X

= I   G (4.39)
について同様の条件を導出すればよく，
  ( G) < 1 (4.40)
がこれに相当する（正方行列 Gは，式 (4.39)の定義より，対角成分に 2t1= 2t2x2i =，
非対角成分に gij   (t1=)  (t2xixj=)をもつ対称行列である）．
4.II Bonacich中心性 14)
ネットワーク分析において，ノード（点）の中心性や重要性を表す様々な指標が存在す
る．Bonacich 中心性は，ノードの中心性を当該ノードから発するすべてのパス（経路）
の距離に応じた加重和によって表した指標であり 15)，ネットワーク・ゲーム理論の枠組
みにおいて有用であることが示されている 7)．n次隣接行列Gを k 乗（k は自然数）す
*3 例えば Fujishima8) は，複数均衡が存在する人口移動動学において，完全予見動学の下では経済が大域
的な最適状態に収束するが，近視眼的な最適反応動学の下では必ずしも最適解への収束が保証されないこ
とを指摘している．
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ることによって得られる行列 Gk はネットワーク中のノード間の間接的なつながりを再
現する．Gk の要素 g[k]ij  0 は，ネットワーク g において i から j へのパスの中で長さ
が k( 1) であるものの数を表す．また，G0 = I である (I は単位行列)．あるスカラー
 > 0とネットワーク gが与えられたとき，が十分に小さければ，次のような行列Mが
定義できる．
M(g; ) = [I  G] 1 =
+1X
k=0
kGk
は，パスの相対的な重みをパス長に応じて減衰させるように作用するパラメータである．
非負行列M(g; )の成分 mij(g; ) =
P+1
k=0 
kg
[k]
ij は，ネットワーク g におけるノード i
から j へのパスで長さが k であるものの数を，k で重みづけして足し合わせたものであ
る．なお，行列級数P+1k=0 kGk は，
kGk < r = lim inf
k!1
jkj 1=k = 1

のとき，またこのときに限り収束する．ここで，r は収束半径，kGk は行列Gのノルム
である. このノルムは一般にGのスペクトル半径と呼ばれ，(G) = max jjで表され
る（ はGの固有値）．すなわち，(G) < 1であれば前述の行列級数が収束し，行列
Mが定義できる．
定義 4.1 (Bonacich中心性)
　
ネットワーク g，n次隣接行列Gおよび定数  を考える．これらを用いて非負行列
M(g; ) = [I  G] 1 が定義できるとき，ネットワーク g におけるパラメータ  に対
する Bonacich中心性ベクトル b(g; )は
b(g; ) = [I  G] 11 (4.41)
で与えられる．また，ノード iの Bonacich中心性は行列Mの第 i行成分の和
bi(g; ) =
nX
j=1
mij =
nX
j=1
+1X
k=0
kg
[k]
ij (4.42)
によって表される．
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5 フェイス・ツゥ・フェイスのコミュニ
ケーションと都市空間構造
5.1 はじめに
現代社会において，コミュニケーションが果たす役割の重要性に異論を差し挟む余地は
ほとんどないであろう 1)．社会発展の原動力である革新的な概念や技術の多くは，高度な
知識や技能を持つ主体同士によるコミュニケーションを通じた相互作用の産物といえる．
都市に多様な主体が集積するメリットの一つに，それぞれが保有している知識やアイディ
アの交換，およびそれをベースにした創造的な活動を容易に行える点が挙げられる 2)．通
信技術が高度に発達した今日においても，主体同士が時間・空間を共にして行うフェイ
ス・ツゥ・フェイスのコミュニケーションがもたらす生産性・創造性の豊かさは，他の交
流手段をもって代え難い 3), 4)．本章では，フェイス・ツゥ・フェイスのコミュニケーショ
ンが都市の空間構造に及ぼす影響について分析を行う．その際に，コミュニケーション過
程において主体間に働く相乗的な相互作用（5.2で詳述）を明示的に扱う点が本分析の特
徴である．
本章の構成は，以下の通りである．5.2では，本章の基本的な考え方を示す．関連する
既存研究について整理した上で，本章で着目するコミュニケーションの特性について説明
する．5.3では，主体のコミュニケーション行動のモデルを定式化し，立地を外生とした
下での均衡交流水準を導出する．5.4では，主体の立地選択を内生化し，安定的な都市の
空間構造を調べる．また，交通費用の低下などの環境変化が主体間の交流水準と都市の空
間構造に及ぼす影響を分析する．5.5で数値計算事例を示した後，5.6にてまとめと今後
の展望について述べる．
5.2 本章の基本的な考え方
(1) 既存研究の概要
都市における主体間のフェイス・ツゥ・フェイス・コンタクトが都市の空間構造に及
ぼす影響に関する分析には多くの蓄積がある 5) 8)．これらの研究の多くは，フェイス・
ツゥ・フェイス・コンタクトに起因する立地外部性によって都心が内生的に形成されるメ
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カニズムに分析の主眼を置くものであり，議論の単純化のために主体間の交流を外生的に
扱っている．これに対して，Helsley & Strange9) は，対面による交流を目的とした都心
への訪問行動と立地選択を内生化したモデルを構築した．その際，都市全体で交流が活発
化するのに伴ってコミュニケーションの質が向上するという集計レベルでの外部的効果の
存在を考慮している．Helsley & Zenou10) は，同様の枠組を社会的ネットワークの観点
から分析している．そこでは，より活発に交流活動を行う主体との交流ほどより高い価値
をもたらすという交流相手との間に働く戦略的補完性を考慮に入れて，社会的ネットワー
クにおいて中心的な主体ほど活発に交流に行い，また都心に近接して立地する傾向がある
ことを明らかにした．ただし，交流は外生的に与えられた社会的ネットワーク上でつなが
りを持つ主体間でのみ行われる．
コミュニケーション行動の前提として，交流相手とのミーティングが成立している必要
がある 13)．小林ら 14) は，ミーティング過程がマッチング過程と合意形成過程によって
構成されることを指摘し，混雑現象と市場薄現象という 2つの外部不経済が存在する下で
都市内において長期定常状態として実現するミーティング均衡を導出した．その上で，交
通施設整備が交通需要の量的な変化だけでなく，ミーティングの付加価値の上昇という質
的な変化をもたらすことを明らかにした．
(2) 研究の焦点と位置づけ
本章で想定するコミュニケーションとは，都市内に存在する多くの主体が互いに交流相
手と出会い，ミーティングを通じた知識交換を行うことにより効用を得る過程である．こ
こで，コミュニケーション過程は探索行動を伴うマッチングと知識・アイディアの交換と
いう 2つの要素によって構成されると考られる．
マッチングの質や機会（効率性）は，交流相手の探索や自身に関する情報発信といった
活動 (努力)の水準に応じて異なる．このような活動の例としては，研究者が学会や研究
会に参加することや企業が自社の技術を展示会に出展すること，また個人が交友関係を広
げるために交流イベントなどに参加することやソーシャルメディアを通じたネットワーキ
ング活動などが挙げられる．以下では，このような活動を社交活動と呼ぶ．マッチングの
効率性は，自らの社交活動水準のみならず，（潜在的な）交流相手の活動水準にも依存す
る．すなわち，高い水準で社交活動を行う主体同士ほど，互いにマッチングする可能性が
高まるという相乗的な関係が存在する．なお，その一方では，マッチングには混雑現象が
付随する．全体としての社交活動水準が高くなれば，探索に要する時間や労力の増加を通
じて効率性が低下する．
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他者とのコミュニケーションから得られる価値は，コミュニケーションを行う相手に
よって異なる．当然，より多くの知識や情報を持つ主体とのコミュニケーションほどより
高い価値を有する．コミュニケーションを通じた知識交換の過程には様々な形態が存在す
る（Duranton & Puga2) は，集積の経済の源泉のひとつとして学習（learning）を挙げ，
知識の伝播，創造，蓄積の段階毎に既存研究の整理を行っている）ものの，多くの場合，
その効果は双方向的に作用する．すなわち，コミュニケーションを通じた知識交換の過程
には，自らの知識や技能の向上が相手にとってのコミュニケーションの価値をも高めると
いう戦略的補完性が付随する．
人々がコミュニケーションを行う場として，都市はより一層その重要性を増している．
昨今では，コミュニケーションの活性化が都市経営における重要な政策課題の 1つに位置
づけられている 11)．こうした問題意識の下，本章では，コミュニケーション過程におけ
るマッチングと知識交換の各段階において，主体間に働く相互作用が都市における交流水
準や空間的構造に及ぼす影響を明らかにする．こうしたコミュニケーションの特性を表現
し得るモデルとして Cabrales et al.12) がある．Cabrales et al.は，社会ネットワーク形
成という観点から交流相手の選択と交流水準の決定を同時に扱うモデルを提案している．
本章は，Cabrales et al.のモデルをコミュニケーションの特性を表現するモデルとして再
解釈した上で拡張を図るものである．新たに空間を導入し，主体の立地選択を通じた都市
構造へのコミュニケーションの影響を調べる．Beckmann 等コミュニケーションを外生
的に扱うモデルに対して，Cabrales et al. の枠組を援用し，コミュニケーションに関す
る活動水準を内生化することによって，フェイス・ツゥ・フェイス・コミュニケーション
が都市構造へ及ぼす影響だけでなく，逆に都市の空間構造がコミュニケーション行動に与
える影響を考慮することができる．また，本論文の第 3章で展開した外生的な社会ネット
ワークの下でのフェイス・ツゥ・フェイスコミュニケーションの空間的分布を導出するモ
デルに対して，本章では，各主体が交流相手の選択を行うマッチング過程を含めてモデル
化することにより，社会ネットワーク形成過程を内生化したものと位置づけられる．
5.3 都市内コミュニケーションの均衡分析
(1) 空間設定
N = f1; :::; ng (n  2) を有限な数の主体の集合とする．同質な n 主体および中心地
（Center）と郊外（Periphery）の 2地域からなる閉鎖都市（closed-city）を考える．すな
わち人口の出入はないものとする．2地域間の距離は 1に正規化する．
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主体は中心地または郊外のいずれかの地域に立地し，中心地に存在するミーティング施
設を訪問して他の主体との対面コミュニケーションを行うことによって効用を獲得する．
主体 i（i = 1; :::; n）の立地点を xi と表し，次式のように定義する．
xi =
(
0 (if agent i locates in Center)
1 (if agent i locates in Periphery)
(5.1)
各主体は，他の主体との対面交流を行うために中心地を訪問し，その度に自身の立地点 xi
に応じて交通費用を支払う．本章では立地を外生的に扱うものとし，中心地への立地主体
数を nc，郊外への立地主体数を np (= n  nc)とおく（立地選択行動は 4.で議論する）．
(2) コミュニケーション行動の定式化
各主体は，コミュニケーションに関する 2種類の行動水準の意思決定を同時に行う．ひ
とつは，交流相手の探索行動などを含む社交活動水準 s ( 0)であり，これはマッチング
の効率性に影響を及ぼす．いまひとつは，中心地にあるミーティング施設を訪問する回数
（ミーティング活動水準）v ( 0) である．主体はミーティング施設を訪問し，他の主体
との 1 対 1 のコミュニケーションを通じて知識やアイディアの交換を行うことによって
効用を得るものとする．小林 13) が指摘するように，1対 1のコミュニケーションはミー
ティングの基本的な形態であり，もっとも集中的に知識やアイディアを交換する方法であ
ることから，本論文では分析対象をこの形態に絞ることとした（しかし，この形態が常に
もっとも効果的であるとは限らず，本分析から得られる帰結は限定的であることに留意が
必要である）．
主体 i（i = 1; :::; n）が中心地から距離 xi（xi = 0; 1）の地点に立地するとき，主体 iの
行動は以下の効用最大化問題として記述される．
max
vi;si
Ui(v; s) = zi + ui(v; s) + f(hi) (5.2)
subject to y = zi + [pf + (xi)]vi + c(si) +R(xi)hi (5.3)
式 (5.2)において，Ui は準線形効用関数であり，zi は基準財消費量，ui(vi; si)は中心地の
ミーテイング施設への訪問を通じた他の主体との交流から，f(hi)は土地消費から獲得す
る部分効用を，それぞれ表している．v = (v1;    ; vn)，s = (s1;    ; sn)は，全 n主体
のミーティング活動水準及び社交活動水準のプロファイルである．hi は主体 i の消費す
るロットサイズを表し，土地は不在地主によって所有されるものとする．また式 (5.3)に
おいて，pf ; (xi) はそれぞれ対面交流に伴って発生する固定費用と中心地までの交通費
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用を表す．pf は正の定数とする．交通費用は中心地と立地点との距離 xi に応じて決まる
ものとし，本稿ではパラメータ ( 0)を用いて (xi) =  xi によって表される線形関数
を採用する．c(si)は社交活動に要する費用関数であり，ここでは定数パラメータ  ( 0)
を用いて c(si) = s2i =2と特定化する．R(xi)は地点 xi の地代である．hi を iによらず
一定であるとして，hi = 1とおく．さらに，本稿では土地市場を明示的には考慮せず，立
地費用 R(xi)を外生として扱う．加えて，以下では簡単化のために f(1) = 0に基準化す
る．主体 iが他の主体との交流から獲得する部分効用 ui は，次式によって表される．
ui(v; s) = vi   
2
v2i + 
nX
k=1;k 6=i
gik(s) vivk (5.4)
; ;  はいずれも非負の定数パラメータである．式 (5.4)右辺第 1項及び第 2項は，主体
iが中心地を訪問すること自体から得られる効用である．第 3項は他者とのコミュニケー
ションを通じて得られる相乗的効果を表す．5.2で述べたように，コミュニケーションの
相乗的効果は，交流相手とのマッチングとミーティングを通じた知識交換という 2つの要
素で構成されている．まず，gij(s)は主体 i; j 間のマッチングの効率性を表すものとし，
次式のように定義する．
gij(s) = (s)sisj (5.5)
ここで，
(s) =
(
1=
Pn
j=1 sj (if s 6= 0)
0 (if s = 0)
(5.6)
である．式 (5.5)より対面交流の効率性は双方にとって対称，すなわち gij(s) = gji(s)で
ある．さらに式 (5.6)より，任意の主体 i（i = 1; :::; n）の選択した社交活動水準 si の増加
は，主体 i自身のみならず他のすべての主体の対面交流の効率性をも低減させる作用を有
する．これは，マッチング過程における混雑外部性を表現したものである．また，gij(s)
においてセルフループ（i = j）を許容することとする．よって，主体 iに関する g(s)の
値をすべて合計すると
gi(s) =
nX
j=1
gij(s) = (s)si
nX
j=1
sj = si
となる．したがって，主体 i; j 間のマッチング効率性 gij(s)は，主体 i自身の社交活動
水準 si を，すべての主体の社交活動水準の総和に対するマッチング相手である主体 j の
シェア sj=
Pn
j=1 sj に応じて配分した値と等しい．
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次に，主体 i; j 間のコミュニケーションを通じた知識交換がもたらす相乗的効果を両主
体のミーティング活動水準の積 vivj によって表現する．これは，多くの主体と活発な交
流活動を行う主体ほどより多くの知識や情報を有しており，そうした主体とのコミュニ
ケーションは高い限界的効用をもたらすという想定に基づいている．なお，パラメータ 
は相乗効果の大きさを表す．
本章では，フェイス・ツゥ・フェイスのコミュニケーションが都市の空間構造に及ぼす
影響を精査することに主眼を置くため，コミュニケーション過程の詳細なモデル化は行わ
ず，主体間に作用する外部的効果を直接的に表現した Cabrales et al.による上記の枠組
を採用する．
任意の主体のペア i; j (i 6= j)について，各変数間の関係性を以下で確認しよう．
@2Ui
@v2i
=   < 0 (5.7)
@2Ui
@vi@vj
= gij(s) > 0 (5.8)
@2Ui
@vi@sj
= 
sivj
ns

1  sj
ns

> 0 (5.9)
@2Ui
@si@vj
= 
visj
ns

1  si
ns

> 0 (5.10)
@2Ui
@si@sj
=

1  si
ns

vi
ns
0@vj   nX
k=1;k 6=i
vk
sk
ns
1A (5.11)
ただし，s =Pni=1 si=nである（本稿では，任意の n元の要素からなる集合 w 2 Rn に
対して，w =Pni=1 wi=nおよび w2 =Pni=1 w2i =nと表記する）．式 (5.7)より，Ui は自
身のミーティング活動水準 vi に関して凹関数である．式 (5.8)は，コミュニケーションを
図る主体間のミーティング活動水準に関して戦略的補完性が存在し，その程度はマッチン
グの効率性 gij(s)に比例することを表している．式 (5.9)及び式 (5.10)から，自身のミー
ティング活動（社交活動）と相手の社交活動（ミーティング活動）の間にも戦略的補完性
が存在することがわかる．なお，式 (5.11)の符号はミーティング相手 j のミーティング
活動水準 vj の大きさに依存する．vj が（社交活動水準で重み付けした）平均ミーティン
グ活動水準を上回るときは正，下回るときは負となる．これは，マッチング過程に付随す
る相乗的効果と混雑の影響の内どちらが卓越するかによって決まり，活発に交流を行う相
手に対しては戦略的補完，そうではない相手に対しては戦略的代替となることを示して
いる．
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(3) 均衡コミュニケーション行動と効用
式 (5.2), (5.3), (5.4) によって定式化された最適化問題の 1 階条件は，以下のように
なる．
@Ui
@vi
= [   pf   (xi)]  vi + 
nX
k=1;k 6=i
gik(s)vk = 0 (5.12)
@Ui
@si
=  si + 
8<:
nX
k=1;k 6=i
sk
ns
vivk  
nX
k=1;k 6=i
sisk
(ns)2
vivk
9=; = 0 (5.13)
ここで，bi =    pf     xi とおき，これを主体 iのアクセシビリティと呼ぶ．本モデル
は 2地域モデルであることから，アクセシビリティの取りうる値は bi =    pf（中心地
に立地している場合; xi = 0）または bi =    pf   （郊外に立地している場合; xi = 1）
の 2通りしかなく，前者を bc，後者を bp (= bc   )と表すこととする．以上のように bi
は立地点にのみ依存し，bi の値が大きい（アクセシビリティの高い）ことは，中心地に立
地していることと同義である．
任意の主体 iの均衡コミュニケーション水準は，全主体に共通のコミュニケーション活
動の基準値 s; v および当該主体のアクセシビリティ bi を用いて次のように表すことがで
きる．
si = bis (5.14)
vi = biv (5.15)
均衡における基準値は，1階条件 (5.12), (5.13)を整理することによって得られる（詳細
な導出過程は付録 5.I参照）．十分に大きな nの下では，ミーティング活動水準の基準値
v に関して以下の式を得る．
v =
1
   (b)s (5.16)
ここで，(b) =   b2=bである．bがアクセシビリティ bi のすべての主体に関する平均
をとったものであるのに対し，(b) を 2 次平均アクセシビリティと呼ぶことができる．
これを用いて，式 (5.13)より社交活動水準の基準値
s = (b)
v2

(5.17)
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が導出できる．よって式 (5.16), (5.17)より，連立方程式(
v[   (b)s] = 1
s = (b)v2
(5.18)
を解けば均衡における基準値 s および v が得られ，任意の主体 i の均衡コミュニケー
ション水準 si ; vi はそれぞれ式 (5.14), (5.15)に s = s, v = v を代入することによって
得られる．なお，s; vはともに非負であるので， > 0かつ  > (b)sである必要がある．
式 (5.14), (5.15)より，各主体の戦略はアクセシビリティ bi に依存し，かつ bi は同一地点
に立地する主体であれば共通の値をとるため，同一地点に立地する主体は互いに等しい活
動水準を選択する．以降では，添字 iおよび立地点を表すインデックス xi を （ = c; p）
と置き換えることとする．ここで，任意の主体間 i; j のマッチング効率性 gij(s)は，主体
i; j の立地点に依存して決まる．bc > bp より sc > sp が成立することから，マッチング
の効率性について gcc(s) > gpc(s) = gcp(s) > gpp(s) という関係を得る．すなわち，
両者がともに都心に立地するときに最もマッチングの効率性が高く，郊外に立地するとき
最も低くなる．また，（nが十分に大きいときに）主体は郊外に立地するよりも中心地に
立地することによって，任意の相手とのマッチングを効率化することができる．なお，こ
の結果を Cabrales et al.による社会的ネットワークの文脈に即して解釈すれば，次のよ
うなことが言える．gij は主体 i; j 間の社会的紐帯の強さを意味することから，中心地に
立地する主体同士は最も強い紐帯を，郊外に立地する主体同士は最も弱い紐帯を持つ．ま
た，中心地に立地する主体の方がより密な社会的ネットワークを形成することがわかる．
式 (5.18)を満足する均衡解は 2種類存在する．このことは図-5.1に示した s-v曲線の
グラフより直観的に理解される（厳密な解の存在条件については付録 5.III に述べる）．
交点 (s; v) および (s; v) は，いずれも内点解に相当し，前者はミーティング活動，
社交活動ともに高水準で達成されるパレート優位な均衡，後者はパレート劣位な均衡であ
り，主体数 nが十分に大きいという仮定の下ではいずれの均衡も安定であると言える（均
衡解の安定性の議論は付録 5.VIに示す）．
次に，均衡効用水準について調べる．均衡交流水準が式 (5.14), (5.15)のように表され
るとき，地点 （ = c; p）に立地する n 主体に共通の間接効用関数 U は次のように表
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ηs = α(b)v2
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図 5.1: v-s曲線
される．
U = y + b
2

 
v  v
2
2
+(b)sv2  s
2
2
 b
2
s
v2
nb
!
 R
= y +
b2v

2
  b
4
s
v2
nb
 R
! y + b
2
v

2
 R (when n!1) (5.19)
これより，均衡において各主体の獲得する効用水準が，主体自身のアクセシビリティおよ
びミーティング活動水準の基準値 v によって表されることが分かる．v はすべての主体
について共通の値である一方，アクセシビリティは当該主体の立地点に依存する．すなわ
ち，コミュニケーションに関して均衡状態にあるとき，主体が獲得する効用水準は，自身
の立地点に依存する．式 (5.19) はパレート優位の均衡における効用水準を表すが，劣位
の均衡においても全く同様の導出過程を経て，効用水準を式 (5.20) のように表すことが
できる．
U = y +
b2v

2
 R (when n!1) (5.20)
79
ηs = α(b)v2
v
(m
e
e
ti
n
g
) (s*,v*)
!!!!!!"
!!!!!!
ηγ
α(b)
(s**,v**)
s (synergy)
v[γ-α(b)s ] = 1
!!!!!!
α(b)
ηγ2
!!
!!!!!!
γ
α(b)
1
γ
!
!!!!
図 5.2: v-s曲線（(b)の増大に伴う変化）
(4) 均衡解の性質
均衡コミュニケーション水準 (s; v)および (s; v)は，いずれも (b)=(2) < s <
=(b)，1= < v < p=(b) の範囲に存在する．このことから，(b) の増加は，パ
レート優位の均衡点においては基準値 (s; v)の低下を，パレート劣位の均衡点において
は (s; v)の増加をもたらす（図{5.2）．
本稿で想定する 2地域構造の都市においては，交通費用 (xi)の低減や中心地への立地
集中化によって (b)が増加する．コミュニケーションが均衡状態にあるとき，式 (5.16)
において，コミュニケーションの相乗効果の限界効用の傾きは (b) と s の積で表され
る．既に社交活動水準が高い状態にあるパレート優位の均衡では，マッチングにおける混
雑のため追加的に sを増やすことのメリットは少ない．よって (b)が上昇したとき，こ
れに伴って主体は s を減少させる（(b)と s は代替的である）．社交活動 s の減少は，
ミーティングの効率性の低下を通じてミーティング活動への投資を減少させる．ミーティ
ング活動水準 v の低下により s の限界効用は小さくなり，s への投資をさらに押し下
げる．その結果，新たな均衡として実現する基準値 s; v は，当初の均衡における水準を
いずれも下回る．したがって，中心地に立地する主体にとっては一人当たりの交流水準は
減少し，式 (5.19)より効用水準も低下する．以上のことは，(b)が小さく空間的に隔た
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りがある状態の方が，各主体の社交活動 s への投資の増加を通じて社会全体のミーティ
ングの効率性が向上することにより，それぞれの地点について見れば，一人当たりのミー
ティング活動が活発化する可能性を示唆している．これは，社交活動およびミーティング
活動への投資配分を内生化し，それらに働く戦略的補完・代替性を考慮したことによって
得られた結論である．(b)の増加が郊外の主体に与える影響は状況に応じて異なる．ま
ず，交通費用  が低下した場合，郊外の主体にとって交流水準が必ずしも減少するとは限
らず，交通費用  の低下によるアクセシビリティ bp の増加分が基準値 s の減少分を上回
るとき，交流水準は増加し，効用も上昇する．続いて，中心地に立地する主体が増加した
場合，中心地の主体と同様に郊外の主体も一人当たりの交流水準は減少し，効用が低下す
る（ただし，郊外から中心地に移入した主体にとっては交流量，効用水準ともに増加する
ため，必ずしも社会全体の厚生水準が低下するとは限らない）．一方，パレート劣位の均
衡においては と sは補完的であり，主体は (b)の上昇に伴って s を上昇させる．優
位の均衡とは逆向きに作用が働き，結果として，新たな均衡して実現する基準値 v; s
は，当初の均衡における水準を上回る．このとき，都心，郊外の主体ともに効用水準は上
昇する．なお，詳細な説明は省略するが，社交活動費用パラメータ  の減少が同様の結果
をもたらすことを確認している．
5.4 立地均衡分析
(1) 立地費用と立地均衡
中心地の立地主体数 nc を用いて，中心地への集積度  = nc=n を定義する．本項は，
3.では外生的に扱った を，均衡として内生的に決定する枠組へと拡張する．
短期的には，任意の  2 [0; 1]に対して前章で導出したコミュニケーションの均衡状態
が達成される．このとき，各主体が獲得する効用水準は，各地域内については等しいが，
地域間では異なる場合がある．例えば Uc > Up であれば郊外の主体に立地点を中心地へ
変更する誘因が存在する．このように，主体が「各時点においてより大きな効用をもたら
す地域への移住を行う」という近視眼的な立地選択行動をとると仮定し，時点の推移に
伴ってこのような立地選択が繰り返される（ただし，本稿では立地「変更」のための費用
はかからないと仮定する）とすると，長期的には「主体の獲得する効用水準に地域間の差
異が存在しない」立地均衡状態  が達成されると考えられる．
中心地，郊外への立地に際して発生する立地費用を，それぞれ Rc; Rp と表すこととす
る．このとき式 (5.19) より，均衡における主体の効用水準は，中心地に立地している場
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合は
Uc = y +
b2cv

2
 Rc; (5.21)
郊外に立地している場合は
Up = y +
(bc   )2v
2
 Rp (5.22)
によって表される．ここでは，各主体が中心地および郊外のいずれの地域 に立地する場
合も，当該地域の立地主体数に応じた立地費用を支払わなければならない状況を想定し，
@Rc
@
 0; @Rp
@(1  )  0 (5.23)
を仮定する．立地点による効用水準の差 U は
U = Uc   Up =
[b2c   (bc   )2]v
2
  (Rc  Rp)
=
(2bc   )v
2
  (Rc  Rp) (5.24)
と表せる．ここで，R = Rc   Rp とおき，U =  U  Rと表すこととする．さ
らに
@R
@
 0 (5.25)
を仮定する．なお，式 (5.21), (5.22)および (5.24)はいずれもパレート優位の均衡におけ
る効用水準を表すが，v を v で置き換えれば，劣位の均衡のそれも同様に表すことが
できる（上付き添字 および は，それぞれ優位および劣位の均衡を表す）．以下では優
位の均衡についてモデルを展開するが，劣位の均衡についても同様の展開が可能である．
5.3(4)で確認したように，均衡交流水準 s; v は 2次平均アクセシビリティ (b) に
依存する．個々の主体のアクセシビリティは立地点によって規定される．(b)は全主体
のアクセシビリティを集約したものであることから，均衡交流水準 v は集積度 の関数
v()と見なせ，U も の関数となる．U()を で偏微分すると
@U()
@
=
@ U()
@
  @R
@
=
(2bc   )
2
@v()
@(b)
@(b)
@
  @R
@
(5.26)
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となる．2次平均アクセシビリティ (b)は，集積度 を用いると
(b) =   n  b
2
c + (1  )n(bc   )2
nbc   (1  )n  
=   b
2
c   (1  )(2bc   )
bc   (1  ) (5.27)
と表すことができ，で偏微分すると
@(b)
@
=
bc(bc   )
[bc   (1  ) ]2 > 0 (5.28)
となる．中心地への集積度が限界的に増加したときに (b)は増大することがわかる（式
(5.28)は，均衡状態に限らず常に成立する）．(2bc   )=2 > 0および式 (5.28)から，式
(5.26)において，集積度が限界的に変化した際の効用差 U の増減は @v=@(b)の符
号に依存する．さらに前章での議論から，優位の均衡においては @v=@(b) < 0，劣位
の均衡においては @v=@(b) > 0である．以上から，@U=@について次のことがわ
かる．
@ U()
@
< 0 （優位の均衡） (5.29)
@ U()
@
> 0 （劣位の均衡） (5.30)
式 (5.29), (5.30)および式 (5.25)に基づき，中心地と郊外の部分効用差 U(),  U()
および立地費用の差 R() の関係を図示すると，図{5.3 に示す 7 つのパターンに分類
できる．図中の白丸は安定的な立地均衡点を，黒丸は不安定な立地均衡点を表す．パレー
ト優位，劣位のいずれの均衡においても，中心地の立地費用が高い場合は，郊外にすべ
ての主体が立地する状態（ = 0）が安定的な立地均衡となる（図{5.3(a)）．このよう
な状況は，本モデルで考慮されていない主体（例えば企業等）が都市の中心地に立地す
ることによって，立地費用が高くなっているような状態に対応すると考えられる．立地
費用がある程度低減すれば，あるいは中心地の立地費用の集積度に対する弾力性が高い
（@R=@が大きい）ような場合は，中心地にも主体が立地するような状況が現れる．パ
レート優位な均衡において，図{5.3(b), (c) では一部の主体が中心地に立地する内点解
（ = b ;  = c）が，図{5.3(d), (e), (f)ではすべての主体が中心地に集積する端点解
（ = 1）が，それぞれ安定的となる．パレート劣位な均衡においては，パレート優位な均
衡と同様に安定的な内点解  = c （図{5.3(c)）， = e （図{5.3(e)）が実現し得る一
方で，費用がさらに低い水準となった場合は，中心地に主体が立地するとは限らない．図
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図 5.3: 均衡効用差U と地代差 Rの関係（◯：安定均衡，●：不安定均衡）
{5.3(f)においては， = f が示す劣位の内点均衡は不安定であり，主体が中心地に立
地する均衡（ = 1）と，全主体が郊外に立地する均衡（ = 0）が同時に存在する．い
ずれが実現するかは，歴史的経緯や偶発的要素に依存する．立地費用がかなり低い状況
下では，図{5.3(g)のようにパレート優位・劣位とも，すべての主体が中心地に集積した
 = 1が安定均衡となる．
(2) 交通施設整備が立地均衡に及ぼす影響
交通施設整備による交通費用の低減が，安定的な立地均衡状態に及ぼす影響について調
べる．本項では解析の複雑化を回避するために，立地費用を
Rc = R; Rp = 0 (5.31)
と特定化して分析を進める（Rは正の定数）．式 (5.31)は立地費用が本モデルの枠組では
考慮されない要因（e.g. 企業の立地選択等）に支配される状況を表しており，式 (5.23)の
等号が成立するケースに相当する．このとき，式 (5.24)は
U =  U  R = (2bc   )v

2
 R (5.32)
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となり，図{5.3 の 7 パターンの内図{5.3(a),(b),(d),(f),(g) の 5 パターンに相当する
ケースのみが，Rの水準に応じて実現する．ここでは，図{5.3(b)の  = b によって示
された安定的な立地パターンに着目して議論を進める．
ある交通費用の下で立地均衡が達成されている状態から，交通施設整備によって交通費
用  が低減する状況を考える．均衡においては効用差 U = 0である．さらに，均衡ま
わりでは
dU
d
=
@U
@
+
@U
@v
@v
@(b)

@(b)
@
+
@(b)
@
@
@

= (bc   )v +
(2bc   )
2
@v
@(b)

@(b)
@
+
@(b)
@
@
@

= 0 (5.33)
が成り立つ．ここで，3.の議論より
@v
@(b)
< 0（優位の均衡） (5.34)
である．また， > 0の範囲では常に
@(b)
@
< 0 (5.35)
が成立する（付録 5.V）．ここで，@=@  0 であると仮定すると，式 (5.28) より
@(b)=@ > 0であるので
@(b)
@
@
@
 0
となり，さらに式 (5.34), (5.35)から式 (5.33)の第 2項は正となる．第 1項 (bc  v)が
正であることと併せると，dU=d > 0となり，矛盾する．したがって，
@
@
> 0 (5.36)
であることがわかる．すなわち，交通施設整備によって交通費用  が低減すると立地は分
散し，均衡における集積度 は減少する．
次に，交通施設整備が社会厚生に及ぼす影響を調べる．本稿ではベンサム型社会厚生関
数を採用することとすると，均衡における社会厚生関数W は，地代収入を考慮した上で
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を用いて次のように書くことができる．
W = nUc + n(1  )Up + nRc + n(1  )Rp
= nUc + nR (* Uc = Up )
= n

y +
b2cv

2
 R

+ nR
= n

y +
b2cv

2
  (1  )R

(5.37)
一方，立地均衡状態が達成されている（U = 0）下では，式 (5.24)を用いて均衡ミー
ティング活動水準の基準値 v は次式のように求められる．
v =
2R
(2bc   ) (5.38)
式 (5.38)を式 (5.37)に代入すると，社会厚生は
W = ny + n

b2c 
R
(2bc   )   (1  )R

(5.39)
と表される．これより， の変化による，均衡における社会厚生W の増減については，次
式の符号を調べることによってわかる．
dW
d
=  n b
2
cR(bc   )
2(2bc   )2 + n
@
@
R (5.40)
式 (5.36)より @=@ > 0であるので，dW=d の符号は，式 (5.40)の第 1項と第 2項の
絶対値の大きさによって変化する．具体的には，
@
@
>
b2c(bc   )
2(2bc   )2 (5.41)
が成立するとき，dW=d > 0となる．以上の結果は，次のように解釈することができる．
5.3 (4)でも示した通り，交通費用  の低下と都市構造の分散化（の低下）は，交流水
準 v; s に対して逆向きに作用する．しかし，ここで想定する立地均衡下においては都市
構造の分散化の影響が常に卓越し， の低下は均衡コミュニケーション水準 v の増加を
もたらす（式 (5.38)より，@v=@ < 0が成立）．その上で，式 (5.40)の右辺第 1項は，
交通費用の低下に伴って社会全体が交流活動から獲得する効用の増加分（社会的限界便
益）を，第 2項は都心から郊外への移出に伴って主体が逸失する交流活動からの効用（社
会的限界費用）を表す．郊外への立地変化が大きい場合，後者が前者を上回り，交通費用
の低下は社会厚生を却って悪化させる．以上を整理して，命題 5.1を得る．
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命題 5.1
式 (5.31)の仮定の下では，交通施設整備による交通費用の低下は，郊外への立地変化
を促し，都市構造を分散化させる．また，立地変化が大きい（式 (5.41)が成立する）場
合は，却って社会厚生を悪化させる．
(3) 社交活動費用が立地均衡に及ぼす影響
続いて，社交活動費用  が及ぼす影響について調べる．(2)節と同様，分析の対象を図
{5.3(b)の内点均衡に限定して議論を進める．
立地均衡状態から，社交活動費用  が低減する状況を考える．社交活動費用の低減と
は，例えばネットワーキング活動のための通信費用が低下することなどを想定している．
効用差 U を  で全微分したものは
dU
d
=
@U
@v

@v
@
+
@v
@(b)
 @(b)
@
 @
@

=
(2bc   )
2

@v
@
+
@v
@(b)
 @(b)
@
 @
@

= 0 (5.42)
によって表される．ここで，5.3(4)において @v=@(b) < 0を示したのと同様に s v平
面上で  が低減する場合について考えてみると， の低減はp=(b)および (b)=2
に対して (b)の増加と同方向の変動をもたらす．よって，
@v
@
> 0（優位の均衡） (5.43)
が成立する．また，式 (5.34) より @v=@(b) < 0，式 (5.28) より @(b)=@ > 0 であ
る．ここで，@=@  0と仮定すると，
@v
@(b)
 @(b)
@
 @
@
 0
となり，式 (5.43)と合わせると dU=d = 0が成立せず，矛盾する．よって，優位の均
衡において
@
@
> 0 (5.44)
であることがわかる．すなわち，社交活動費用  が限界的に低減すると集積度  は減少
し，郊外の主体が増加した状態が安定均衡として達成される．
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次に，社交活動費用の低下が社会厚生に及ぼす影響を調べる．式 (5.39) によって表さ
れる均衡社会厚生W を  により全微分すると，
dW
d
= nR  @
@
> 0 (5.45)
となり，式 (5.44)と合わせると の低下は社会厚生を低下させることがわかる．の低下
は，式 (5.44)を経て (b)を減少させ，5.4(2)で述べたマッチング過程における混雑の
影響によって，社会厚生を悪化させる．
命題 5.2
式 (5.31)の仮定の下では，社交活動費用  の低下は都市構造を分散化させ，社会厚生
を悪化させる．
5.5 数値分析
(1) 数値計算の概要
前章では，都市の中心部への立地費用を定数 Rとした場合について，交通施設整備によ
る交通費用の低下および社交活動費用の低下が社会にもたらす変化を定性的に分析した．
本章では立地費用関数を，式 (5.23)を満たすより一般的な関数として数値シミュレーショ
ンを行い，交通費用  の変化が立地均衡に与える影響を確認する．具体的には，立地費用
関数を
Rc = ; Rp = (1  ) (5.46)
と定義する（は正の定数）．5.4 (2), (3)で用いた立地費用関数（式 (5.31)）が，立地費
用がモデル外の要因に支配される状況を表していたのに対し，式 (5.46) は立地費用が主
体の立地選択のみに依存して決定するケースに対応する．現実の立地選択においては，こ
れら両方の要素が影響していると考えられる．式 (5.46)の立地費用関数の下では，2地域
間の立地費用の差 Rは R = Rc   Rp = (2   1)と表され，Rj=0 =   < 0と
なることから，立地均衡は図{5.3の 7パターンの内図{5.3(c),(e),(g)の 3パターンのみ
が実現し得る．本数値計算では，特に図{5.3(c)の安定的な立地パターンに着目して分析
を行うこととし，外生変数は以下のように設定した：n = 5:0  104,  = 0:25,  = 1:5,
 = 1:5,  = 0:35, pf = 0:50,  = 1:5, y = 10.
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図 5.4: 交通費用 {集積度 
(2) 分析結果
前節の設定の下，交通費用パラメータ  を 0:9から 0まで低減させた数値事例の結果を
図{5.45.7に示す．図{5.4, 5.7において，黒線はパレート優位な均衡，グレーの線は
パレート劣位な均衡をそれぞれ示している．交流水準の結果を表す図{5.5,5.6 中の青線
は社交活動水準 s，赤線はミーティング活動水準 v を表しており，実線および破線はそれ
ぞれ中心地および郊外に立地する主体の交流水準に対応する．
図{5.4は，交通費用  の変化による集積度 ;  の変化を示す．パレート優位な均衡
において， の低減に伴って  が減少（@=@ > 0）している．式 (5.36) は立地費用
関数を式 (5.31) に特定化して導出した結果であるが，本数値事例で用いた立地費用関数
(5.46)の下でも同様の結果が得られ，交通費用の低下が分散型立地へ移行をもたらす可能
性を示唆している．パレート劣位な均衡においても，今回の数値事例では @=@ > 0に
対応する結果が得られている．図{5.5, 5.6は，交流水準の変化を表している．パレート
優位な均衡において， > 0:2 の領域では  の低下によって s ; v（ = c; p）がいずれ
も増加している．これは，命題 5.1の議論における (i)交通費用の低下による直接的な社
会的便益と (ii)都市構造の分散化を通じた社会的費用の内，後者が卓越して (b)が減少
するためである．パレート劣位の均衡においては， > 0:5 の範囲で  の低下に伴って
sc ; v

c が減少している．これは，交通費用の低下がもたらす都市構造の分散化（上述の
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図 5.6: 交通費用 {交流水準 s; v（劣位）
(ii)）によって (b)が低減し，基準値 s; v が低下した結果である．一方，図{5.7は
社会厚生の変化を示しているが，パレート優位の均衡において，0:5 <  < 0:8の範囲で
は  の低減に伴って厚生が低下している．このことは，式 (5.40)において dW=d が正・
負のいずれの値も取り得ることと対応する結果であり，交通費用の低減をもたらす交通施
設整備が必ずしも社会厚生を改善しない可能性を示唆するものである．なお， = 0の状
況は，集積度を外生的に  = 1とした場合と一致しており，今回の数値計算の範囲では，
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中心地に一極集中することによって社会厚生が増大することを確認している．
5.6 結論と課題
コミュニケーションを通じた知識の交換や創造は，都市や社会の発展を支える重要な営
みである．本稿では，都市内におけるフェイス・ツゥ・フェイスのコミュニケーションが
都市の空間構造に及ぼす影響について分析を行い，以下のことを明らかにした．5.3にお
いて，コミュニケーションの特性を明示的に考慮した交流行動モデルが 2つの安定な内点
均衡解をもつことを示し，その内の一方が，コミュニケーション水準・社会厚生ともに高
水準なパレート優位な均衡，他方はこれらのいずれもが低水準であるパレート劣位な均衡
であることを示した．5.4では，主体の立地選択を内生的に扱い，立地費用の水準に応じ
た立地均衡パターンを明らかにした．さらに，内点解が安定となるパレート優位均衡に着
目し，交通費用および社交活動費用の低下が中心地への集積度を減少させ，都市内立地分
布を分散化することを示した．さらに，その際の社会厚生への影響についても分析を行っ
た．5.5では，数値計算を用いて，交通費用の低下が却って社会厚生の悪化をもたらす可
能性を示した．
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以下に，今後の課題を示す．まず，本稿では均衡解の導出およびその分析に留まってお
り，社会的最適解を解析的に導出できていない．これは，均衡解導出の際に用いた近似が
使えないためであるが，今後は社会的最適ならびに最善政策についても検討する必要があ
る．本章の枠組における社会的最適は，コミュニケーションに内在する外部性が内部化
された状態であるが，コミュニケーション行動に対する政策実施は技術的に困難である
ことから，交通料金政策や立地政策等の次善政策を議論することも，今後の課題である．
次に，本モデルでは，主体が外生的に与えられたミーティング施設を訪問し，2者間のコ
ミュニケーションを行うという限定的な状況を想定した．実際の社会では，より効果的に
コミュニケーションを図るために多人数ミーテイングが自発的に 形成される．ミーティ
ングの開催場所についても主体の選択行動とその相互作用の結果として自発的に形成さ
れるはずである．以上のような枠組への拡張は重要な課題である．また，本モデルは，コ
ミュニケーションが持つ特性の一部を考慮したに過ぎない．例えば，小林らで考慮されて
いるマッチング過程における市場薄の外部性や時間制約下でのミーティング相手を選択す
る行動については考慮されていない．また，知識創造の過程では，知識の異質性が重要な
役割を果たす 15)．主体間の異質性が都市内におけるコミュニケーション行動と立地分布
に及ぼす影響についても検討が必要である．
付録
5.I 連立方程式 (5.18)の導出
式 (5.12)より
vi = bi + 
nX
k=1;k 6=i
gik(s)vk
である．上式をすべての i（i = 1; :::; n）について連立して解くことにより，均衡におけ
る対面交流水準 v が導出できる．これを行列表記すると，
v = b+  [G(s)  diag(G(s))]v (5.47)
となる．G(s)は (i; j)成分が gij(s) = si  sj=nsであるような n次元対称行列，Iは G
と同次元の単位行列である．また diag(G(s))は，対角成分がG(s)と等しい対角行列で
ある．式 (5.47)を整理すると，


I  

G(s)

v + diag(G(s))v = b (5.48)
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となる．ここで，n次元行列M(s) = [I  (=)G(s)] 1とおく（逆行列 [I (=)G(s)] 1
の存在条件は付録 5.IIに示した）と，
M(s) = I+


G+



2
G2 +    = I+
+1X
p=1



p
Gp
である．Gp = ( s2=s)p 1Gが帰納的に導かれ，これは
M(s) = I+
+1X
p=1



p s2
s
G = I+


1  
s2
s
G
= I+
s
s   s2G
となる．M(s)を式 (5.48)の両辺に左側から掛けると
v + 

I+
s
s   s2G

 diag(G(s))v =

I+
s
s   s2G

b
となるが，nが十分に大きいとき diag(G(s))の成分 gii(s) = s2i =nsはすべて 0に近付く
ために無視してよく，
v =

I+
s
s   s2G

b (5.49)
としてよい．これは，すべての iについて
vi = bi +
s
s   s2
nX
k=1
sisk
ns
bk (5.50)
が成立することを意味する．一方，式 (5.13)より
si
vi
=



P
k skvk
ns
  sivi
ns
  si
P
k skvk
(ns)2
+
s2i vi
(ns)2

である．nが十分に大きいとき右辺第 2-4項は無視できるため，上式は
si
vi
=



P
k skvk
ns
と見なせる．Pk skvk はベクトル s;vの内積であるため
si
vi
=


 s  v
ns
(5.51)
と表せ，右辺の値は iによらず一定である．よってすべての i; j について
si
vi
=
sj
vj
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が成り立つ．このことより，すべての iについてある実数値 s; v を用いて si = is; vi =
iv とおくことができ，
iv = bi +
s
s   s22

nX
k=1
s2ik
ns
 bk
= bi +
s
n
i
   s 2

nX
k=1
kbk
) bi
i
= v   s
n
P
k kbk
   s 2
(= const:)
すなわち，任意の i; j について
i
j
=
bi
bj
が成立する．よって bi = i としてよく，
v = 1 +
s
n
n b2
b  s b2 = 1 +
s b2
b  s b2 =

   (b)s
) v = 1
   (b)s
が得られる．さらに，式 (5.51)より次式が導ける．
s =


v 
P
i 
2
i svP
i is
=


2

v2 = (b)
v2

5.II 逆行列M(s) = [I  (=)G(s)] 1 の存在条件
Ballester et al.16) に準拠すると，非負行列M(s) = [I   (=)G(s)] 1 の存在する必
要十分条件は，
1 >




(G(s)) (5.52)
が満たされていることである．(G(s)) は非負行列 G(s) の最大固有値の絶対値である．
以下で，(G(s)) = s2=sを示す．まず，スカラー s2=sは，行列G(s)の固有ベクトル s
に関する固有値である．すなわちG  s = ( s2=s)sである．次に，大きさが 1であるよう
な n次元ベクトル x（xは jjxjj = 1を満たす）を用いて，G(s)  x = s  x=ns が得られ
る．s  xはベクトル sと xの内積を表し，js  xj  jjsjj  jjxjj  jjsjjが言える．ゆえに，
jjG  xjj   jjsjj2=ns = s2=s が導かれる．一方，(G)は「行列Gの最大固有値の絶対
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値」であるので (G) = sup fjjG  xjj=jjxjj : jjxjj = 1g である．よって，(G) = s2=s が
結論づけられる．以上から，(G(s)) = s2=sであるので，式 (5.52)は
1 >


s2
s
(5.53)
と同値である．よって，行列M(s) = [I  (=)G(s)] 1 は，1 > ( s2)=(s)のとき，ま
たこのときに限り存在する．
5.III 連立方程式 (5.18)の解の存在条件
式 (5.18)について，2つの解が存在する条件について検討する．v を sの式に代入し，
s = f(s)とおくと
f(s) =
(b)
[   (b)s]2 (5.54)
となる．式 (5.18)が 2つの解を持つためには，f(s)曲線が，s  f(s)平面において原点
を通り s軸と成す角が 45度である直線（45度線と呼ぶ）と 2回交差すればよい．
f(0) =
(b)
2
; lim
s!=(b)
f(s) = +1
よって，関数 f()は，定義域 [0; =(b))，値域 [(b)=2;+1)の範囲で挙動する．さ
らに，
f 0(s) =
2[(b)]2
[   (b)s]3
より
f 0(0) =
2[(b)]2
3
; lim
s!=(b)
f 0(s) = +1
である．このことから，f(s)がある s 2 [0; =(b))において 45度線に平行な接線を持
ち，かつこの接線が 45度線よりも厳密に下方に位置すれば，f(s)は s 2 [0; =(b))の
範囲内に異なる 2つの解をもつ．このような接線が存在するためには，
2[(b)]2
3
 1 () (b) 
r
3
2
である必要がある．また，f(s)が s = x において前述のような接線をもつとすると，
f 0(x) = 1 () (b)x =   

2

[(b)]2
1=3
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である．式 (5.18)が 2つの解を持つための必要十分条件は
(b) 
r
3
2
かつ f(x) < x (5.55)
であり，
f(x) =
(b)
[   (b)x]2 =
1
[4(b)]1=3
より
f(x) < x () 1
[4(b)]1=3
<
1
(b)

"
  

2

[(b)]2
1=3#
() 3
2

2[(b)]2

1=3
< 
) (b) < 2
3
p
3
p
3
以上から，式 (5.55)の必要十分条件は
(b) <
p
3 min

1p
2
;
2
3
p
3

が満たされていることと同値であるが，これは
(b) <
2
3
p
3
(3)1=2 (5.56)
に相違ない．よって，式 (5.56)が満たされているとき，またそのときに限り，f()は 45
度線と [0; =(b))の範囲で 2回交わり，式 (5.18)は異なる 2つの解をもつ．
5.IV 均衡解の安定性解析
均衡解の安定性について議論する．最初に，どの主体も社交活動をまったく行わない，
すなわち (si ; vi ) = (0; bi=)（8i = 1; :::; n = t  c）である均衡について考える．これは
コミュニケーションに関する純粋戦略 Nash均衡の一つである．この状況下で，ある主体
j が社交活動水準を増加させたとすると，j（ 6= i）にとって，si に関する限界効用は
@uj
@si
=
sjvj
ns
0@vi   nX
l=1;l 6=j
slvl
ns
1A = vjvi
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によって表される離散量の分だけ増加する．sj の増加幅が小さくても，上式と同等の効
用増加が見込めるのに対して，sj が小さければそれに伴って発生する費用負担は安価に
抑えられる（これは効用関数の線形 2次構造に起因するものではなく，効用と費用のべき
乗のオーダーの違いによって生じる結果である）．よって，誰もが社交活動を一切行わな
かった状況から，誰かが僅かにでも社交的活動が発生すれば，この主体との間の相乗効果
によって効用が増大する主体が他に必ず存在するため，社会全体における社交活動の量的
水準は増大する．この作用が伝播することによって，最終的には他のあらゆる主体に社交
活動を始める誘因が生じる．以上から，社会全体における社交活動水準は 0に留まらない
ため，(si ; vi ) = (0; bi=)の均衡は不安定である．
次に，図-5.1に示した 2つの内点解について，Cabrales et al.12) に準拠して考察する．
すべての主体の行動に一様に影響する基準値：(s(t);v(t))について勾配系のダイナミクス
を考えると，
@si(t)
@t
=
@ui(s(t); v(t))
@si(t)
;
@vi(t)
@t
=
@ui(s(t);v(t))
@vi(t)
(5.57)
について検討することになる．これらは，均衡付近で線形近似を行うと
@si(t)
@t
=
nX
k=1
@2Ui
@si@sk
(s;v)(sk(t)  sk) +
nX
k=1
@2Ui
@si@vk
(s;v)(vk(t)  vk) (5.58)
@vi(t)
@t
=
nX
k=1
@2Ui
@vi@vk
(s;v)(vk(t)  vk) +
nX
k=1
@2Ui
@vi@sk
(s;v)(sk(t)  sk) (5.59)
となる．nが十分に大きいとき，任意の i（6= k）について
@2Ui
@si@sk
=
vi
ns
8<:vk 1  sins 
nX
l=1;l 6=i
slvl
ns

1  2si
ns
9=; ;
@2Ui
@vi@sk
= 
si
ns
0@vk   nX
l=1;l 6=i
slvl
ns
1A ;
@2Ui
@si@vk
= 
skvi
ns

1  si
ns

;
@2Ui
@vi@vk
= 
sisk
ns
である．総主体数 nが十分大きいために個々の他主体による影響は微小であり，無視でき
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ると考えると，これらはいずれも近似的に 0と見なせる．また
@2Ui
@s2i
=     2vi
ns

1  si
ns


nX
l=1;l 6=i
slvl
ns
;
@2Ui
@si@vi
= 

1  si
ns
 nX
l=1;l 6=i
slvl
ns
;
@2Ui
@v2i
=  
が得られるが，nが大きいときこれらはそれぞれ
@2Ui
@s2i
=  ; @
2Ui
@si@vi
= (b)v;
@2Ui
@v2i
=  
に近付く．よって，勾配系の調整ダイナミクスに関する安定性は，次の行列 の固有値
をもって判断することになる．
 =
 I B
B  I

; where B =
264(b)v    0. . .
0    (b)v
375
I は B と同次元の単位行列である．すなわち， I;B; I はいずれも n 次元対角行列
で，それぞれの対角成分がすべて  ; (b)v;  であるような正方行列である．の固
有値を とおくと，特性方程式は，2n次元単位行列 Iを用いて
j  Ij = ( + )( + )  [(b)v]2	n = 0
となる．よって 2 つの固有値が存在し，それぞれを 1; 2 とおくと，このダイナミクス
が安定であるための必要十分条件は「1 < 0 かつ 2 < 0」が満足することであるが，
1 + 2 =  ( + ) < 0より 1  2 =    [(b)v]2 が正であることが確認できればよ
い．ここで，式 (5.18)において v の式に sを代入すると
v =
1
   (b)  [(b)v2=] =

   [(b)v]2
となり，1  2 =    [(b)v]2 > 0は v の非負条件と一致する．以上から，nが十分大
きいとき 2つの内点均衡解が存在し，これらはいずれも安定である．
以上の内点解に関する s-v平面上での議論の対象は，均衡まわりにおいて全主体の戦略
行動が一様に変化するような摂動に対する安定性に限られる．一般的な安定性の議論にお
いては，個々の主体が均衡点まわりでそれぞれに戦略を微小に変更した場合に，均衡に戻
るか逸脱するかを確認することとなるが，その際は，各主体は別々の方向に戦略を変更
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するはずである．nが大きい場合に，上述のような“全員が足並みを揃えて”同じ方向に
変更する（例えば， 一斉に si を増加するなど）可能性はきわめて少ないと言える．した
がって，各主体が自らの意思決定に基づいて均衡点まわりでの戦略変更を行う場合，それ
らの影響を足し合わせてもそれぞれは相殺されるため，無視できると考えられる．このよ
うな観点から，式 (5.58), (5.59)においては，nが十分に大きい下で「個々の他主体によ
る影響を無視できる」と仮定し，2つの内点均衡は安定であると結論付けた．
5.V 式 (5.35)の導出
式 (5.27)の両辺を  で偏微分すると
@(b)
@
=
(1  )
[bc   (1  ) ]2
 b2c + 2bc   (1  )2	 (5.60)
を得る．右辺を  の関数と見て f()とおくと，f(0) =  (1  ) < 0および，解と係数
の関係から 2次方程式 f() = 0の相異なる 2解がいずれも負であることを踏まえ， > 0
の範囲では常に式 (5.35)が成立する．
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6 社会ネットワークが都市内の集積立地
に及ぼす影響：企業間取引ネットワーク
データを用いた実証分析
6.1 はじめに
本章では，Helsley & Zenou1) および本論文の第 5章から導き出された理論仮説「主体
間の社会的距離が地理的距離に影響を及ぼす」を実証的に明らかにする．その際，個人の
社会ネットワークやミクロな立地に関するデータは入手困難であるため，企業のデータを
用いて実証分析を行う．企業の活動には，原材料や中間財を含む財の輸送，展示会への参
加や他企業との情報交換，取引先との交渉に伴う移動など，多様な相互作用が内包され
る．これらの相互作用の多くは，その量や質が取引関係に依存し，企業間の取引関係は立
地選択に影響を及ぼすと考えられる．Marshall2) の整理によると，空間的な近接性は，1.
財，2. 人（労働力），3. 情報・アイディアの輸送費用の低減を通じて様々な経済主体間の
相互作用を促進する．第 3章 第 5章の理論モデルが，3. 情報・アイディアの輸送費用
の低減を通じてもたらされる集積のメリットに着目していたのに対し，本章では，これに
限らず財の輸送等も包含した集積の効果を分析対象として，企業間の取引関係ネットワー
ク上の位置が都市内の立地点に及ぼす影響を分析する．
経済主体の社会的距離と地理的距離との関連性 4) 6) や，これらが生産性に及ぼす影響
の解明 7), 8) を目的とした実証研究は，近年盛んに行われている．Duranton & Overman4)
は， 同一産業に属する企業同士の実際の立地点間の距離が，仮想的にランダムに割り当
てられた立地点間の距離より有意に短いことを示し，産業集積を統計的に検証する手法を
提案した．Nakajima et al.5) は，Duranton & Overmanの分析手法を援用し，同一産業
に属する企業同士の取引関係の強さが産業集積を促していることを明らかにした．
地方や国等，比較的大規模な空間スケールの中での企業集積を検証したこれらの研究に
対して，本章は都市内の企業の立地に着目し，都市圏内の企業の取引ネットワーク上の位
置が都市内の立地点に与える影響を，実際の企業間取引データに基づいて明らかにする．
Behrens & Sharunova6) は，複数事業所をもつ企業について，企業内取引関係の中心的な
事業所が空間上も中心的な位置に立地することを示しているが，本章の分析は，これと同
様の関係が企業間についても成立するかどうかを明らかにするものである．
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取引関係ネットワークにおいて中心的な企業ほど，産業活動の中で多数の取引先企業と
の会議，交渉といった高度なコミュニケーションを行うため，地理空間上でも利便性の高
い中心的な地点に立地すると考えられる．一方で，多数の企業と空間上で近接する企業
は，周囲の企業との交流を活発化することによって取引ネットワークを拡大することも容
易であるため，企業間の地理的距離が社会的距離に影響を与えることも考えられる．特定
したい因果関係と逆向きの関係性は，逆の因果性（reverse causality）と呼ばれる．一般
に，逆の因果性が存在する場合には，2段階最小二乗法や操作変数法によって因果関係を
特定し得ることが，計量経済学における多くの研究蓄積から知られている．本章では，政
令指定都市を中心とした都市圏 9) において，株式会社東京商工リサーチの企業信用調査
データに基づいて算出した社会的距離指標（企業間取引ネットワークにおける中心性）と
地理的距離指標（地理空間における他企業との相対的な位置関係）に操作変数を用いた 2
段階最小二乗法を適用することによって，両者の因果関係を推定する．
本章の構成は以下の通りである．6.2で本研究で用いるデータと指標について，6.3で
分析手法についてそれぞれ述べる．6.4で，操作変数を用いた 2段階最小二乗推定の結果
を示す．6.5で本章で得られた結論を整理し，今後の課題を述べる．
6.2 データおよび指標
(1) 本章で用いるデータの概要
本章では，株式会社東京商工リサーチ（以下，TSR）の 2014年企業信用調査データを
用いて分析する．TSRの調査データには，全国から抽出された企業（本社）の名称，所在
地，法人格コード，産業コード，設立年月，資本金，従業員数，事業所数，売上金等の属
性データが含まれる．また，各企業に対して最大 12社の取引相手企業の情報が，取引関
係の種類（「仕入先」，「販売先」，「主要株主先」の 3種類）とともに含まれている．本研
究では，このうち「仕入先」と「販売先」のみを取引情報として扱う．また，企業同士の
取引関係が立地に及ぼす影響に着目するという観点から，1次産業および消費地立地型産
業，公務に分類される産業を分析する産業（産業）を分析対象から除外した．以下では，
すべての産業に属する企業同士の地理的距離指標および社会的距離指標を算出した上で，
建設業（産業大分類 4, 産業ダミーDicl4 に対応），製造業（産業大分類 5, Dicl5 ），情報通信
業（産業大分類 7, Dicl7 ），卸売業（産業大分類 9, Dicl9 ），学術研究・専門・技術サービス
業（産業大分類 12, Dicl12）の 5つの産業の企業に対して分析を行った．
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(2) 地理的距離指標
各企業の地理的距離指標には，交通や都市計画の文脈で広く用いられるポテンシャル型
アクセシビリティ指標 ACCi を採用する．企業 i (8 i)のアクセシビリティ ACCi は，i
以外のすべての企業 j (8 j 6= i) の従業員数 nj (8 j) および企業 i との距離 dij とを用
いて
ACCi =
1
N
X
j 6=i
nj  f(dij) (6.1)
と定義される．ただし，f(dij)は距離 dij に関する減衰関数であり，当該地域内に立地す
る他の全企業との距離が相対的に近い企業ほどアクセシビリティが高くなる．f(dij)を特
定化した代表的なものに，以下のエントロピー型アクセシビリティ eACC と重力型アク
セシビリティ gACC が挙げられる．
eACCi =
1
N
X
j 6=i
nj  exp( dij) (6.2)
gACCi =
1
N
X
j 6=i
nj  d ij (6.3)
式 (6.2), (6.3) において， (> 0) は減衰パラメータである．eACC と gACC を比較す
ると，前者の方が距離に対して減衰速度が大きく，企業間のアクセシビリティの差を比較
しやすいことから，本研究では eACC を地理的距離指標として採用する．なお，企業間
の距離 dij は，企業間取引データに含まれる所在地情報（住所）を東京大学空間情報科学
研究センターが提供する「CSVアドレスマッチングサービス」によって位置情報（経度・
緯度）に変換し，これに基づいて，分析対象地域内のすべての企業の組合せについてユー
クリッド距離を算出した．
(3) 社会的距離指標
各企業の社会的距離を表す指標として，取引ネットワークにおける中心性を用いる．社
会ネットワーク分析において，ネットワーク全体における各ノードの相対的な重要性を表
す様々な中心性指標が提案されている．本研究では，ネットワーク全体の構造を反映で
き，かつ非連結なネットワークに対しても計算可能な社会的距離指標として PageRank
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中心性 PRi を採用した．
PRi =
X
j

1  
M
+ 
gij
Dj

PRj =
1  
M
+ 
X
j
gij
Dj
PRj ;
X
j
PRj = 1 (6.4)
企業 i; j はともに分析対象地域内に立地する企業であり，M は分析対象地域内の企業の
総数を表す．gij は隣接行列G = [gij ]の要素として定義され，企業 i; j 間に直接の取引関
係がある（gij = 1）か否（gij = 0）かを表す．ここでは無向グラフを想定して gij = gji
とし，また慣例上 gii = 0とする．Dj は，ノード j の次数（ただし，ノード iがリンクを
持たない場合，Di = 1とする）である．すなわち，1=Dj はノード j が接続しているすべ
てのノードの PageRank中心性がノード j 自身の PageRank中心性に与える影響を平均
化している．また，は推移確率を表すパラメータである．式 (6.4)より， = 1のとき，
PageRank中心性は次数中心性と一致することがわかる．PageRank中心性は，元来ウェ
ブページの重要性を評価するために開発されたもので，「他のページからのリンク数が多
いページほどランキングが高く，ランキングの高いページからのリンクは高く評価する」
という発想に基づいている．企業間のネットワークに即して考えると，取引相手企業が多
くの企業と取引している中心的な企業であればあるほど，自社の中心性も高くなる指標と
なっている．あるノードの中心性を評価する際に隣接ノードの中心性を反映する中心的指
標の代表例に固有ベクトル中心性があるが，PageRank中心性は，固有ベクトル中心性を
非連結グラフにも適用可能な形に拡張した指標と解釈することもできる．
(4) 分析対象地域
分析対象地域は，総務省統計局が国勢調査に基づいて定義している大都市圏 9) を分析
の基本単位として，都市圏ごとに分析を実施する．この大都市圏は 1.5%都市圏とも呼ば
れ，各都市圏は「中心市」と「周辺市町村」によって構成される．「中心市」は東京都特
別区部および政令指定市である．「周辺市町村」は「中心市」への 15 歳以上通勤・通学
者数の割合が該当市町村の常住人口の 1.5%以上であり，かつ中心市と連接している市町
村（ただし，中心市への 15歳以上通勤・通学者数の割合が 1.5%未満の市町村であって
も，その周囲が周辺市町村の基準に適合した市町村によって囲まれている場合は，「周辺
市町村」に含まれる）である．本研究では，平成 22年国勢調査の結果に上記の基準を適
用して設定された広島大都市圏を主な分析対象地域とする．広島大都市圏は中心市の広島
市と，山口県の 2つの自治体を含む 14の周辺市町村からなる．同都市圏内の全企業の立
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図 6.1: 広島大都市圏の企業立地（全サンプル）
表 6.1: 分析対象地域の概要
広島大都市圏
人口 (a) 2,099,514 [人]
面積 (b) 5047.66 [km2]
人口密度 (a/b) 415.94 [人/km2]
（全サンプル）（内内取引あり）（本社企業）
サンプル数 29,439 18,136 2,884
（産業別内訳）
産業 4 8,446 7,109 531
産業 5 2,813 2,269 233
産業 7 512 235 38
産業 9 2,613 1,953 362
産業 12 1,578 697 93
その他産業 13,477 5,873 1,627
（平成 22 年国勢調査 人口等基本集計 10) に基づき著者作成）
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地は図{6.1 に示す通りである*1．広島大都市圏の概要，および各産業に含まれるサンプ
ル数は表{6.1の通りである．その内，同じ広島大都市圏内の少なくとも 1社以上の企業
と取引のある企業の数を「内内取引あり」，さらに本社以外の事業所を持たない企業の数
を「本社企業」として合わせて示している．本研究は企業間取引関係が立地選択行動に及
ぼす影響に着目し，内内取引ありの企業を主な分析対象とする．内内取引をもつ全企業
18,136社中，分析対象の 5種類の産業の合計が 12,263社であり，約 3分の 2を占める．
各産業のサンプル数の内訳を見ると，産業 4（建設業）が 7,109社と最も多く，産業 7（情
報通信業）が 235社と最も少ない．さらに，その約 10%前後が本社企業に該当する．
6.3 分析手法
企業の取引関係ネットワーク上の位置が地理空間上の位置に与える影響を検証する上
で，式 (6.5)の関係を仮定する．
ln(Distancei) = +  ln(Centralityi) + Xi + "i (6.5)
ここでDistancei, Centralityi, Xi, "i は，それぞれ企業 iの地理的距離指標 eACCi，社
会的距離指標 PRi，その他属性ベクトル，誤差項を表す．; ;  はパラメータおよびパ
ラメータベクトルである．
式 (6.5)の推定に最小二乗法（OLS）を用いた場合，推定結果を歪める要因がいくつか
考えられる．第一に，最小二乗法を用いた場合，5.1にて述べたような，地理空間上の立
地点が取引関係に影響を及ぼすような逆の因果性を排除できない．第二に，企業の立地
選択のほとんどは長期間を見据えた意思決定であり，対応する中心性指標にもある程度
の長期間に渡って計測したものを用いることが適切であると考えられる．しかし，本分
析に用いたデータは特定の 1年間の取引関係のみを切り取ったものであるため，PRi が
eACCi に及ぼす影響は過小に推計される可能性がある．また第三に，データの制約上，
社会的距離指標と地理的距離指標の双方に影響を及ぼすと考えられる変数（例えば，従業
員の学歴など）が捨象されている．このため，説明変数 PRi と誤差項 "i の間に相関が
生じ，推定パラメータが一致性をもたない．これらの問題に対して，本研究では操作変
数（instrumental variable, IV）を用いた 2段階最小二乗推定によって対処する．本研究
では操作変数として，分析対象地域外の企業との取引（内外取引）に着目する．分析対象
地域の外側に立地する企業との取引を行うか否かは，扱う財・サービスの種類や産業に
*1 これらの図は，国土交通省国土政策局が提供する「国土数値情報ダウンロードサービス」の GIS データ
を用いて著者が作成した．
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よって大きく異なる．分析対象地域外に立地する企業との取引関係は，分析対象地域内の
取引関係 PRi には影響を及ぼすものの，分析対象地域内の他企業との相対的な位置関係
eACCi に影響を及ぼすとは考え難い．そこで，内外取引数 xi;out の自然対数 ln(xi;out)を
操作変数 Zi として 1段階目の推定を行う（ただし，xi;out = 0のときは Zi = 0とする）．
ここで，中心性と各産業ダミーの交互作用項を設定することによって，中心性がアクセ
シビリティに与える影響の傾向を産業ごとに捉えることを試みる．すなわち，次式 (6.6)
を推定する．
ln(eACCi) = +  Dicli;k  ln(PRi) + Xi + "i (6.6)
ここで Dicli;k は，企業 i が産業大分類（icl）k に属するときに 1, それ以外の場合は 0 を
とるダミー変数であり，本研究では k = 4; 5; 7; 9; 12の 5種類の産業大分類ダミーを考え
る．一般的な操作変数法の場合，第 1段階で産業 k ごとに
Dicli;k  ln(PRi) = 0 + zZi + Xi + ui (6.7)
を個別に推定し，交互作用の予測値 \Dicli;k  ln(PRi)を式 (6.6)の第 2項に代入して第 2段
階の推定を行う．この方法を用いる場合，一部の産業についてサンプルサイズが小さくな
るために第 1 段階の推定精度が大幅に低減する可能性がある．そこで，本研究ではこの
問題への対処方法として，以下のような Single-IVと呼ばれる 2段階最小二乗法 11) を用
いた．まず，2段階推定の第 1段階において，式 (6.7)のように交互作用を直接推定する
のではなく，次式 (6.8)のようにすべての産業をプールして説明変数 ln(PRi)を操作変数
Zi に回帰する．
ln(PRi) = 0 + zZi + Xi + ui (6.8)
次に，第 1段階の回帰結果を用いて説明変数の予測値 \ln(PRi)を算出する．この予測値を
交互作用項に代入し，各産業ダミーDicli;k の積Dicli;k  \ln(PRi)を第 2段階の推定に用いる．
ln(eACCi) = +
X
k
k  \ln(PRi) Dicli;k + Xi + "i (6.9)
以上の方法によって，第 1段階の推定精度を確保した上で産業ごとの傾向を調べることが
可能となる．
表{6.2に，広島大都市圏の分析対象サンプル（「内内取引あり」の企業）に関する地理
的距離指標および社会的距離指標，ならびに主要な変数の基本統計量を示す．変数の名
称について，eACC は，減衰パラメータを  = 0:1 としたエントロピー型アクセシビリ
ティ，PRはリンク推移確率のパラメータを  = 0:85として計算した PageRank中心性
である．説明変数および被説明変数にはこれらの自然対数値 ln(eACC); ln(PR) を用い
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表 6.2: 基本統計量（広島大都市圏）
VARIABLES Mean S.D. Min. Max
eACC 0.0217 0.0309 4.30e-06 0.152
ln(eACC) -4.996 1.756 -12.36 -1.882
PR[103] 0.0543 0.100 0.0131 3.421
ln(PR) -10.18 0.731 -11.24 -5.678
dist. to terminal [102m] 135.5 119.6 1.440 579.6
dist. to highway [102m] 32.74 28.28 0.466 197.0
内内取引数 6.025 12.21 1 395
内外取引数 4.425 23.90 0 1,050
資本金 [106 円] 0.0480 2.490 1.00e-06 259.0
従業員数 [人] 18.13 200.0 1 20,473
労働生産性 [106 円/人] 0.0540 2.807 0 306.2
株式会社ダミー 0.536 0.499 0 1
Note. No. pf Observations : 12,263
るため，次節 6.4の推定結果において，回帰係数は弾力性として解釈できる．内内取引数
および内外取引数は，それぞれ都市圏内および都市圏外に立地する企業との取引数を表す
（これらの取引数の計上の際に，産業は問わない）．内内取引数が 1以上の企業のみが分析
対象であり，操作変数には内外取引数の対数を用いた．dist. to terminal および dist. to
highway は，各企業の広島駅からの直線距離および最寄の高速道路 ICまたは JCTから
の直線距離を表す*2．これらの交通結節点からの距離は，都市間交通への近接性や貨物輸
送の利便性の代理指標と捉えることができ，都市内の立地選択における取引関係以外の要
因と位置付けられる．労働生産性（labour productivity, lp）は，売上金を従業員数で除
すことによって算出した．株式会社ダミー（LTD. dummy）は，企業の法人コードが「株
式会社」である企業のみ 1, その他の企業は 0をとるダミー変数である．
*2 これらの距離指標の算出には，国土交通省国土政策局が提供する「国土数値情報ダウンロードサービス」
の GISデータを用いた．
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6.4 推定結果
(1) 基本分析
広島大都市圏について，式 (6.5)における Distance を eACC ( = 0:1); Centrality
を PR ( = 0:85)とし，最小二乗法（OLS），操作変数法（IV），Single-IV の 3種類の手
法によって推定した．いずれの手法においても，広島駅からの距離 dist. to terminal，高
速道路からの距離 dist. to highway，資本金 capital（の自然対数），従業員数 employee
（の自然対数），労働生産性 lp（の自然対数），株式会社ダミー LTD. dummy，ならびに産
業（中分類）ダミー（大分類 5種類に対して 41種類，紙面の都合上，産業ダミーに関す
る結果は割愛）を制御変数として採用した．推定結果を表{6.3に示す．
表{6.3より，広島大都市圏で OLS, IVを適用したいずれの場合においても，中心性が
アクセシビリティに正に有意に影響するという結果が得られた．さらに Single-IVの結果
からも，すべての産業で中心性がアクセシビリティに正に有意な影響を与えていることが
確認できる．以上から「取引ネットワーク上で中心的な企業ほど，都市内の立地選択にお
いて他の企業との距離が相対的に近い集積中心に立地する」という仮説が支持される結果
を得られたといえる．OLSと IVの回帰係数 ln(PR)を比較すると，一般に逆の因果性が
ある場合には OLSの回帰係数が過大推計される傾向があるのに対して，本分析では逆の
結果となっている．本分析で用いた取引関係データは，6.2にて述べた通り，取引関係を
網羅的に収集したものではなく，したがって，取引関係ネットワーク上の中心性を正確に
表したものではない．そのために説明変数に観測誤差が生じ，IVの回帰係数の方が大き
い結果となったものと考えられる．また，Single-IVの第 1段階の F検定の結果および決
定係数から，他の 2つの方法と比べて同程度の説明力をもつことが確認でき，本分析にお
いて Single-IVが有効であることを検証できた．以下では，Single-IVによる分析結果の
みを示す．
表{6.4および表{6.5は，エントロピー型アクセシビリティのパラメータ  を変化させ
た場合，および中心性指標に PageRank以外の中心性指標として媒介中心性 Betweeness
と次数中心性 Degreeを用いた場合の，Single-IVによる分析結果を示している．表{6.4
においては列 (2)，表{6.5においては列 (3)が，それぞれ基本分析の結果に該当する．こ
れらの結果から，基本分析（表{6.3）の結果が変数の選択によらず一定程度頑健であるこ
とが確認できる．
110
表 6.3: 基本分析（広島大都市圏）
(1) (2) (3)
OLS IV Single-IV
Dicl4 \ln(PR) 0:706
(0.0907)
Dicl5 \ln(PR) 0:348
(0.0893)
Dicl7 \ln(PR) 0:684
(0.140)
Dicl9 \ln(PR) 0:495
(0.0862)
Dicl12 \ln(PR) 0:570
(0.129)
ln(PR) 0:0322 0:508
(0.0171) (0.0878)
dist. to terminal -0:00846 -0:00842 -0:00841
(0.000123) (0.000126) (0.000122)
dist. to highway -0:0162 -0:0162 -0:0162
(0.000505) (0.000511) (0.000504)
ln(employee) 0:06586 -0:0697 -0:0761
(0.0131) (0.0281) (0.0268)
ln(capital) 0:0464 -0:0120 -0:0160
(0.0132) (0.0176) (0.0170)
ln(lp) 0:0378 -0:0554 -0:0674
(0.0126) (0.0212) (0.0202)
LTD. Dummy 0:120 0:140 0:131
(0.0248) (0.0259) (0.0251)
Industry FEs Yes Yes Yes
F-test (1st stage) - 114.61 114.61
R-squared 0.650 0.626 0.653
No. pf Observations : 10,556
Robust standard errors in parentheses.
***,**,*: signicant at 1%, 5%, 10%, respectively.
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表 6.4: アクセシビリティ指標（パラメータ ）の比較
Distance (1) (2) (3)
 = 0:05  = 0:1  = 0:2
Dicl4 \ln(PR) 0.621 0.706 0.643
(0.0713) (0.0907) (0.100)
Dicl5 \ln(PR) 0.336 0.348 0.301
(0.0705) (0.0893) (0.0983)
Dicl7 \ln(PR) 0.594 0.684 0.675
(0.0990) (0.140) (0.169)
Dicl9 \ln(PR) 0.456 0.495 0.483
(0.0670) (0.0862) (0.0966)
Dicl12 \ln(PR) 0.523 0.570 0.494
(0.0978) (0.129) (0.142)
dist. to terminal -0.00942 -0.00841 -0.00718
(0.000106) (0.000122) (0.000131)
dist. to highway -0.0154 -0.0162 -0.0134
(0.000394) (0.000504) (0.000566)
ln(employee) -0.0950 -0.0761 -0.0223
(0.0209) (0.0268) (0.0298)
ln(capital) -0.0377 -0.0160 0.0106
(0.0133) (0.0170) (0.0190)
ln(lp) -0.0632 -0.0674 -0.0508
(0.0156) (0.0202) (0.0227)
LTD. Dummy 0.0880 0.131 0.157
(0.0194) (0.0251) (0.0281)
Industry FEs Yes Yes Yes
F-test (1st stage) 114.61 114.61 114.61
R-squared 0.766 0.653 0.553
No. pf Observations : 10,556
Robust standard errors in parentheses.
***,**,*: signicant at 1%, 5%, 10%, respectively.
(2) 本社企業の中心性と立地
TSRの企業情報における「立地点」は，各企業が単一の事業所（すなわち，本社のみ）
をもつ企業か，複数の事業所を抱える企業かに関わらず，本社の住所のみが記載された本
社データである．企業が複数の事業所を持つ場合，取引相手との位置関係を考慮した立地
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表 6.5: 中心性指標の比較
Centrality (1) (2) (3)
Betweeness Degree PR
Dicl4  \ln(Centrality) 0.332 0.596 0.706
(0.0435) (0.0764) (0.0907)
Dicl5  \ln(Centrality) 0.171 0.298 0.348
(0.0428) (0.0751) (0.0893)
Dicl7  \ln(Centrality) 0.338 0.572 0.684
(0.0663) (0.116) (0.140)
Dicl9  \ln(Centrality) 0.241 0.419 0.495
(0.0414) (0.0726) (0.0862)
Dicl12  \ln(Centrality) 0.289 0.481 0.570
(0.0611) (0.107) (0.129)
dist. to terminal -0.00837 -0.00843 -0.00841
(0.000122) (0.000122) (0.000122)
dist. to highway -0.0159 -0.0163 -0.0162
(0.000505) (0.000504) (0.000504)
ln(employee) -0.0929 -0.0769 -0.0761
(0.0290) (0.0269) (0.0268)
ln(capital) 0.00186 -0.0231 -0.0160
(0.0155) (0.0177) (0.0170)
ln(lp) -0.0548 -0.0715 -0.0674
(0.0188) (0.0207) (0.0202)
LTD. Dummy 0.0883 0.125 0.131
(0.0252) (0.0250) (0.0251)
Industry FEs Yes Yes Yes
F-test (1st stage) 71.01 134.63 114.61
R-squared 0.6529 0.653 0.653
No. pf Observations : 10,556
Robust standard errors in parentheses.
***,**,*: signicant at 1%, 5%, 10%, respectively.
選択は本社以外の事業所に対してより強く反映される可能性が高いと考えられる．そこ
で，TSRデータに含まれる事業所数の情報に基づき，本社以外の企業所を持たない「本社
企業（Single-establishment）」に限定した分析を行った．その結果を表{6.6に示す．表
中の列 (1) が本社企業のみの結果，列 (2) は複数の事業所をもつ企業を含む分析の結果
（表{6.3の列 (3)と同一）である．これより，サンプルを本社企業に限定すると 5種類の
すべての産業において中心性の回帰係数の値が大きくなり，上記の仮説が補強される結果
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表 6.6: 本社企業
ln(eACC) (1) (2)
Single Single&Multi
Dicl4 \ln(PR) 1.536 0.706
(0.427) (0.0907)
Dicl5 \ln(PR) 1.043 0.348
(0.433) (0.0893)
Dicl7 \ln(PR) 1.423 0.684
(0.520) (0.140)
Dicl9 \ln(PR) 1.096 0.495
(0.421) (0.0862)
Dicl12 \ln(PR) 1.527 0.570
(0.532) (0.129)
dist. to terminal -0.00949 -0.00841
(0.000342) (0.000122)
dist. to highway -0.0159 -0.0162
(0.00152) (0.000504)
ln(employee) -0.334 -0.0761
(0.127) (0.0268)
ln(capital) -0.129 -0.0160
(0.0607) (0.0170)
ln(lp) -0.212 -0.0674
(0.0985) (0.0202)
LTD. Dummy 0.283 0.131
(0.0829) (0.0251)
Industry FEs Yes Yes
F-test (1st stage) 20.32 114.61
R-squared 0.708 0.653
Observations 1,204 10,556
Robust standard errors in parentheses.
***,**,*: signicant at 1%, 5%, 10%, respectively.
が得られたことがわかる．なお，本社企業のみのサンプル数は，5つの産業を合わせても
1,204社と少なく，カテゴリ別の傾向を明らかにする上で Single-IVを用いることの有用
性が示されたといえる．
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1.5%!"#!"$%#&'1.5%!"#
図 6.2: 広島市を中心とした都市圏の範囲
(3) 都市圏の設定
わが国で提案されている都市圏は，基本分析で採用した 1.5%都市圏以外にも様々なも
のが存在する．本節では，「取引関係が立地選択に影響する」という本研究の仮説が，都市
圏の定義によらずスケールフリーに成立するか否かを検証する．その際，金本・徳岡 13)
によって提案された「都市雇用圏」を用いて，1.5%都市圏に基づく基本分析の結果を比
較する．1.5%都市圏が政令指定都市を中心市とし，通勤・通学率に基づいて周辺市町村
を定義しているのに対し，都市雇用圏では中心市を DID人口に基づいて決定し，周辺市
町村は通学者を除いた通勤率によって定義している．詳細には，DID人口が 5万人以上
の都市を大都市雇用圏の中心市，1万人以上 5万人未満の都市を小都市雇用圏の中心市と
定めた上で，中心市への通勤率が 10%以上である市町村を周辺市町村として都市圏に含
めている．平成 22年の国勢調査に基づく広島市を中心とした 1.5%都市圏と都市雇用圏
の範囲を図{6.2 に示す．都市雇用圏は 1.5% 都市圏に内包されており，都市雇用圏の方
が空間スケールは小さいことがわかる．
分析結果を表{6.7 に示す．列 (1) は都市雇用圏の，列 (2) は 1.5% 都市圏（したがっ
て，基本分析の結果である表{6.3 の列 (3) と同一）の結果をそれぞれ示している．第 1
段階の推定結果や決定係数については両者とも一定の水準を満たしているものの，都市雇
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用圏において「取引ネットワークにおける中心性が立地選択に影響している」といえるの
は建設業と卸売業の 2つの産業のみで，残りの 3つの産業は，回帰係数の符号こそ正であ
るものの係数のオーダーも大幅に低減しており，仮説が成立しているとはいえない結果と
なった．このことから，本研究の仮説が成立する空間スケールは一定の範囲に限られる可
能性が示された．また，都市雇用圏の設定基準に通勤率が用いられる理由は，経済活動に
影響を与えないと考えられる通学者を除外して都市圏を定義するため 13) であるが，本分
析結果より，取引関係が密な空間の範囲が通勤圏のスケールを超えている可能性が示唆さ
れた．
(4) 産業構造の比較
前節において，一部の産業は都市雇用圏においても仮説が成立するなど，同一の都市圏
内でも産業によって立地の傾向が異なっていることが明らかとなった．そこで，カーネ
ル密度分布を用いて広島大都市圏（1.5% 都市圏）における産業別の立地分布を調べる．
カーネル密度推定は代表的なノンパラメトリック推定手法であり，データの 1 つ 1 つの
観測値に対して，その頻度を観測頻度を中心とする分布（カーネル関数）として想定して
いる．カーネル密度推定によって推定された密度分布は，直感的にはヒストグラムの階級
を設定せずになめらかに描いたものと近くなる．以下に示すカーネル密度分布図は，いず
れもカーネル関数に Epanechnikovカーネルを採用しており，バンド幅は統計解析ソフト
stataによって最適化されている．図{6.3, 6.4は，(1)節の基本分析において用いたサン
プルに関する，産業別のアクセシビリティ ln(eACC)と PageRank中心性 ln(PR)（いず
れも自然対数をとったもの）のカーネル密度分布を示している．
これらの分布図から，企業間の相互作用において人・情報・アイディアの移動が重要な
位置を占めると考えられる人流中心の産業（情報通信業，学術研究）は，アクセシビリ
ティ分布および中心性分布において類似した傾向を示している．同様に，情報通信業など
に比べると物流中心の産業といえる建設業や製造業，卸売業は，人流中心の 2つの産業に
比べてアクセシビリティの小さい企業の密度が高く，集積の中心部へ立地する傾向が低い
ことがわかる．
物流中心の 3つの産業の中でも，特にボリュームゾーンのアクセシビリティの値が小さ
い建設業と製造業について詳しく比較する．まず，基本分析の結果（表{6.3）における回
帰係数を比較すると建設業の方が大きい．さらに，産業別の平均内内取引数および平均内
外取引数（表{6.8）から，建設業は内内取引が中心であるのに対して製造業は都市圏街と
の取引も活発に行っている．これらのことから，建設業の方が本研究で採用した都市圏内
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表 6.7: 都市圏の設定
ln(eACC) (1) (2)
都市雇用圏 1.5%都市圏
Dicl4 \ln(PR) 0.129 0.706
(0.0612) (0.0907)
Dicl5 \ln(PR) 0.0117 0.348
(0.0632) (0.0893)
Dicl7 \ln(PR) 0.141 0.684
(0.0945) (0.140)
Dicl9 \ln(PR) 0.107 0.495
(0.0590) (0.0862)
Dicl12 \ln(PR) 0.0337 0.570
(0.0885) (0.129)
dist. to terminal -0.0226 -0.00841
(0.000254) (0.000122)
dist. to highway -0.00778 -0.0162
(0.000852) (0.000504)
ln(employee) 0.0188 -0.0761
(0.0195) (0.0268)
ln(capital) 0.0378 -0.0160
(0.0128) (0.0170)
ln(lp) 0.0139 -0.0674
(0.0140) (0.0202)
LTD. Dummy 0.0780 0.131
(0.0208) (0.0251)
Industry FEs Yes Yes
F-test (1st stage) 86.00 114.61
R-squared 0.785 0.653
Observations 7,402 10,556
Robust standard errors in parentheses.
***,**,*: signicant at 1%, 5%, 10%, respectively.
で閉じた取引を多く行っていることがわかる．さらに，広島駅からの距離帯別に中心性の
分布（図{6.5）を見ると，製造業の方が，広島駅から離れた郊外においても中心性の高い
企業が多く立地していることから，製造業は，今回の分析で設定した都市圏よりも広範囲
な空間スケールで産業集積を形成している可能性が示唆される．
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図 6.4: 産業別 PageRank中心性分布（広島大都市圏）
表 6.8: 産業別 平均内内・内外取引数（広島大都市圏）
取引数 建設 製造 情報通信 卸売 学術研究
内内 5.15 6.58 4.03 9.69 3.53
内外 2.05 6.77 3.82 11.19 2.21
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(5) 都市間の比較
最後に，基本分析の結果と広島市以外の都市を中心とした大都市圏との比較を行い，仮
説が都市圏によらず成立するか否かを検証する．本分析では，札幌市を中心市とした札幌
大都市圏および新潟市を中心市とした新潟大都市圏を比較対象とする．表{6.9に，都市
圏別の産業構成を示す．いずれの都市圏においても，圏内の全サンプルに対して 60%強
が内内取引をもつ企業であり，分析対象とする 5種類の産業がさらにその 63%{72%を占
める．
都市圏別の分析結果を表{6.10に示す．都市圏によって回帰係数の大小関係に多少違いは
あるものの，すべての都市圏において，ほとんどの産業で仮説が成立することが確認でき
た．ただし，札幌の産業 5（製造業）は，符号が負で有意な結果となっており，仮説とは真
逆（取引ネットワーク上で中心的な企業ほど，集積していない）の結果であった．札幌の
製造業のみ仮説に反する結果となった理由を明らかにするために，札幌大都市圏の製造業
について詳細な立地分布を調べた．図{6.6は，札幌大都市圏の範囲と企業の位置を表す．
図{6.7は札幌駅からの距離帯別のカーネル密度分布を示しており，黒線は 5種類の産
業の合計を，赤線は製造業のみを，それぞれ表す．図{6.7より，札幌駅からの距離が約
119
表 6.9: 各都市圏の産業構成
1.5%都市圏 広島 札幌 新潟
サンプル数 29,439 35,513 20,462
サンプル数（内内取引あり） 18,136 22,172 12,286
（産業別内訳）
産業 4 7,109 7,453 4,270
産業 5 2,269 1,959 2,399
産業 7 235 592 101
産業 9 1,953 2,830 1,629
産業 12 697 1,308 339
その他の産業 5,873 8,030 3,548
220[100m]の地点にほとんど企業が立地していない空白の領域が存在している．この空
白の領域を境界として，札幌駅から約 220[100m] 以内の範囲と約 220[100m] 以遠の
範囲では，異なる方向を向いた集積を形成していると推察できる．図{6.6を詳細に見る
と，札幌大都市圏においては，札幌市を中心とした企業集積が，小樽市，千歳市および恵
庭市，岩見沢市の各々を中心とした小規模な企業集積とゆるやかにつながっていることが
確認できる．このことは，国勢調査の「通勤・通学割合」に基づいて設定した都市圏の範
囲が，本研究の想定している，取引関係に基づく産業集積の空間領域とは異なることを示
唆している．
そこで，札幌大都市圏については，札幌駅からの距離が 220 [100m]より大きい範囲
に立地している企業をデータから除外し，再度分析を行った．この新たな分析対象範囲を
「札幌駅周辺エリア」と呼ぶこととし，分析結果を表{6.11に示す．表{6.11からもわか
るように，分析対象の 5 つの産業に限定すると，札幌駅周辺エリアには札幌大都市圏の
約 88%の企業が立地している．列 (1)は札幌大都市圏，列 (2)が札幌駅周辺エリアに対
応する．なお，再分析の際に，中心性やアクセシビリティなどの指標，取引数などの変数
をすべて札幌駅周辺エリアに合わせて計算し直している．新たな分析対象範囲では，5種
類の産業すべてについて，中心性の回帰係数が正となっている．一部非有意ではあるもの
の，中心性が集積指標に与える影響の方向性としては，仮説を支持する傾向が示された．
したがって，札幌市を中心とした都市圏においても，その一部分の範囲については中心性
が都市内の企業間のアクセシビリティに影響するといえる．ただし，表{6.10と比較する
と回帰係数のオーダーが小さく，表{6.11の結果の有効性については再度検証する必要が
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表 6.10: 都市間の比較
ln(eACC) (1) (2) (3)
広島 札幌 新潟
Dicl4 \ln(PR) 0.706 0.190 0.620
(0.0907) (0.0567) (0.114)
Dicl5 \ln(PR) 0.348 -0.115 0.302
(0.0893) (0.0654) (0.108)
Dicl7 \ln(PR) 0.684 0.215 0.961
(0.140) (0.0903) (0.151)
Dicl9 \ln(PR) 0.495 0.187 0.415
(0.0862) (0.0544) (0.106)
Dicl12 \ln(PR) 0.570 0.378 0.697
(0.129) (0.0865) (0.162)
dist. to terminal -0.00841 -0.00985 -0.00464
(0.000122) (0.000121) (8.90e-05)
dist. to highway -0.0162 -0.0101 -0.0118
(0.000504) (0.000411) (0.000481)
ln(employee) -0.0761 0.0231 -0.187
(0.0268) (0.0194) (0.0360)
ln(capital) -0.0160 0.0656 0.00882
(0.0170) (0.0123) (0.0206)
ln(lp) -0.0674 -0.0351 -0.0606
(0.0202) (0.0168) (0.0293)
LTD. Dummy 0.131 0.171 0.210
(0.0251) (0.0206) (0.0299)
Industry FEs Yes Yes Yes
F-test (1st stage) 114.61 213.91 98.85
R-squared 0.653 0.615 0.490
Observations 10,556 13,175 7,323
Robust standard errors in parentheses.
***,**,*: signicant at 1%, 5%, 10%, respectively.
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図 6.6: 札幌大都市圏
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図 6.7: 札幌駅からの距離と企業分布
ある．以上から，国勢調査の通勤・通学割合に基づいて設定される 1.5%都市圏と，本研
究で想定する産業集積の空間的広がりの範囲が（特に製造業については）一致しない可能
性が示された．
6.5 結論
本研究の目的は，「社会的距離が地理的距離に影響を与える」という仮説を，実際の企
業間取引データに基づいて実証することである．仮説の検証にあたり，地理的距離が社会
的距離に与える逆の因果性を考慮して，分析対象地域外の企業との取引数（内外取引数）
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表 6.11: 札幌大都市圏と札幌駅周辺エリア
ln(eACC) (1) (2)
札幌大都市圏 札幌駅周辺エリア
Dicl4 \ln(PR) 0.190 0.0364
(0.0567) (0.0347)
Dicl5 \ln(PR) -0.115 0.0842
(0.0654) (0.0396)
Dicl7 \ln(PR) 0.215 0.125
(0.0903) (0.0518)
Dicl9 \ln(PR) 0.187 0.0819
(0.0544) (0.0326)
Dicl12 \ln(PR) 0.378 0.136
(0.0865) (0.0528)
dist. to terminal -0.00985 -0.0274
(0.000121) (0.000188)
dist. to highway -0.0101 -0.00322
(0.000411) (0.000281)
ln(employee) 0.0231 0.0298
(0.0194) (0.0116)
ln(capital) 0.0656 0.0434
(0.0123) (0.00763)
ln(lp) -0.0351 -0.00778
(0.0168) (0.0102)
LTD. Dummy 0.171 0.0800
(0.0206) (0.0137)
Industry FEs Yes Yes
F-test (1st stage) 213.91 199.24
R-squared 0.615 0.835
Observations 13,175 11,561
Robust standard errors in parentheses.
***,**,*: signicant at 1%, 5%, 10%, respectively.
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を操作変数として 2段階の最小二乗推定を行った．産業別の集積の傾向を捉えるにあたっ
て，産業を分割して推定することに起因するサンプル数の減少と推定精度の低下を防ぐた
めに，第 1 段階の推定において産業ダミーと社会的距離指標との交互作用項を個別に推
定するのではなく，産業をプールして推定した社会的距離指標の予測値を交互作用項に代
入する Single-IV methodを適用した．広島大都市圏に対して Single-IVを適用した結果
は，一般的な OLSや IVと比較しても，推定精度の点で遜色ないものであり，かつ分析対
象とした 5種類すべての産業について「中心性 ln(PRi)が高い企業ほど都市内の集積の
中心部（アクセシビリティ指標 ln(eACCi)の高い地点）に立地する」という傾向が有意
であることが確認できた．特に，サンプルを本社企業に限定した分析を通じて，仮説が補
強されることが明らかとなった．特に，サンプル数が 1,200程度と小さい本社企業の分析
においても，産業ごとの傾向を調べることができ，本手法の有効性が検証された．また，
複数の都市圏に対する分析結果より，広島のみならず他の都市圏についても一般的に仮説
が成立することが確認できた．
一方で，都市雇用圏を分析対象とした場合には，同じ広島市を中心とした都市圏でも中
心性の回帰パラメータは非有意であり，一定の空間スケールの下でしか仮説が成立しない
可能性が示された．特に，生産活動において広大な事業所面積を要するという特徴を有す
る製造業においては，通勤・通学割合に基づく都市圏の定義が，本研究の想定する産業集
積の空間的領域と一致しない可能性がある．
なお，本章の仮説モデルは，企業の立地選択を決定づける取引関係以外の様々な要素
（土地利用や輸送費用など）を十分にモデル化しておらず，都市内の空間構造を詳細に実
証するモデルとしては不十分と言わざるをえないが，「取引ネットワークが立地選択に影
響するという因果関係が存在する」という仮説を検証する，という目的に対しては問題な
く機能し，一定の成果を得られたといえる．
今後，本研究の分析を発展させることにより，取引関係に基づく新たな都市圏の設定方
法を見出すことができる可能性がある．特に，仮説と逆の結果が得られた札幌大都市圏の
製造業や，その他の都市圏においても立地分布と取引関係の関連性を詳細に調べること，
その際に，本分析の結果のような全体の平均的な傾向に加えて，分位点回帰等の手法を適
用して特徴的なサンプルの傾向を解明することが有効であると考えられる．
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7 結論
わが国の総人口は，2008年のをピークにより人口が減少に転じた．2015年時点での合
計特殊出生率は 1.45と低水準であり，社団法人国立社会保障・人口問題研究所の推計に
よると，2053年には総人口が 1億人を割り込み 1)，人口の地域的な偏在も加速 2) する．
また，896自治体が「消滅可能性都市*1」との指摘 3) もあり，以降長期にわたる人口減少
過程に入ることが予測されている．
今後の国土計画や社会基盤整備計画は，このような人口急減社会を迎えてもなお競争力
のある経済社会の構築を支援するものであることが求められる．国土交通省は「国土のグ
ランドデザイン 20504)」において，多様な個性をもつ各地域間で人・モノ・情報の交流を
促進していくことの重要性を指摘し，2050年に向けて目指すべき国土の姿として，知識・
情報空間および実物空間を融合・連携させるとともに双方を高度に発展させ，都市・地域
の高いレベルの対流によりイノベーションの創出や創発を生み出す「対流促進型国土」の
構築を掲げている．
このような背景を踏まえると，公共事業の評価において，既存の費用便益分析マニュア
ルの枠組みに留まらない便益評価（具体的には，英国の費用便益分析において試みられて
いるような，集積の経済を考慮した次善経済における便益評価）のフレームワークの構築
が必要である．本研究は，その理論的基盤として，多様な主体間のフェイス・ツゥ・フェ
イスのコミュニケーションを介した知識・情報や技術の波及がもたらす外部効果が交通行
動（第 3 章）や立地選択行動，ひいては都市空間構造（第 5 章）に及ぼす影響を明らか
にするための理論的枠組みを構築した．その際，外部効果の波及経路としての社会ネット
ワークに着目した点が，本研究の最大の特徴であり，新規性である．また，都市内の主体
の立地選択行動に社会ネットワークが影響していることを，企業データを用いた分析を通
じて実証的に明らかにした（第 6章）．さらに，政策的検討として，社会ネットワークと
いう私的情報の利用可能性に配慮した最善政策スキームを提案した（第 4 章）．以下に，
各章から得られた知見と課題をまとめる．
第 1 章と第 2 章では，都市におけるコミュニケーションの経済学的性質と役割につい
て整理し，本研究の目的を述べた上で，コミュニケーションと社会ネットワークとの関連
性を示した．その上で，集積の経済の源泉としてのコミュニケーションに関する研究蓄積
を，理論・実証の各々の側面から整理し，本研究の位置付けを示した．
*1 20102040年の間に 2039歳の女性人口が約 5割以下に減少する市区町村を指す．
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第 3 章では，社会ネットワークおよび交通ネットワークの位相幾何学的構造がフェイ
ス・ツゥ・フェイス（対面形式）のコミュニケーションの行動選択に及ぼす影響を理論的
に検証するための理論的枠組みを構築した．具体的には，社会ネットワーク上でつながり
を持つ主体同士が，多地点からなる交通ネットワークの下，相互訪問による対面コミュニ
ケーションを行う状況を想定した理論モデルを構築した．これは，Helsley & Zenou6) に
よって提案された，社会ネットワークと都市への訪問行動を関連づけた枠組みを，多起
点・多終点から構成される一般的な交通ネットワークを扱える理論モデルに拡張したもの
である．さらに交通混雑を考慮したモデルへと拡張した上で，均衡解および社会的最適解
を解析的に導出し，比較静学的分析および数値事例を通じて，社会ネットワークおよび交
通ネットワークの構造，ならびに交通費用等のコミュニケーションに関する環境が，Nash
均衡における個々の主体の対面コミュニケーション水準や，交通ネットワーク上で観察さ
れる交通量に及ぼす影響を明らかにした．また，最善（rst best）な社会を実現するため
の方法として税・補助金政策を検討した．
理論モデル分析から，(1) 社会ネットワーク上の任意の主体同士の均衡コミュニケー
ション水準は，地理的距離によって重み付けされた Bonacich中心性に一致すること，(2)
社会ネットワークの成長および主体間のつながりの強度の増加は，ともに任意の主体間の
均衡コミュニケーション水準を増加させ，結果としてすべての主体の厚生が改善するこ
と，(3) 交通整備によって，社会ネットワーク上でつながりを持つ主体同士の交通費用が
減少するならば，任意の主体間の均衡コミュニケーション水準が増加し，結果としてすべ
ての主体の厚生が改善すること，が明らかとなった．これらの結果は，第 3章において命
題としてまとめている．(3)は，交通整備がコミュニケーションを行う主体の交通費用の
低減につながらないのであれば，厚生の改善には帰結しないことを意味している．
また，社会ネットワークおよび交通ネットワークの位相幾何学的構造を比較した数値
事例を通じて，(4) 混雑の存在が社会ネットワーク上で中心的な主体への交流集積度を高
めること，(5) 知識の高度な集積を図り，その上で活発なコミュニケーションによるスピ
ルオーバー効果を促す政策が望ましいこと，を明らかにした．特に (4)は，混雑の存在に
よって増加したコミュニケーションの機会費用に見合うだけの価値のある相手（つまり，
社会ネットワーク上でより中心的な主体）とのコミュニケーションのみを選択的に実行す
ることを意味しており，社会ネットワークおよび多地点からなる交通ネットワークにおけ
る位置を同時に考慮した本モデル分析によって初めて明らかになった結論である．数値事
例による最善政策および政策代替案の検討からは，(6) コミュニケーションの相乗効果と
交通混雑という 2種類の外部性が存在する場合に，一方の外部性のみに着目した政策が非
効率となることも示唆された．これは，ネットワークを考慮したことによって新たに得ら
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れた結論ではない（Arnott7) は，コミュニケーションの外部性について明確に言及してい
るわけではないが，集積の経済と交通混雑が存在する社会において混雑のみに着目した政
策がかえって非効率な帰結を導く可能性を指摘している）ものの，第 4章の問題意識につ
ながるものである．
本章のモデルには，以下のような拡張の方向性が考えられる．1つは，主体の立地選択
行動を考慮したモデルへの拡張である．長期的な時間スケールにおいて，社会ネットワー
クおよび交通ネットワークが都市・地域の空間構造にどのような影響を及ぼすかを明らか
にすることができる．いま 1つは，社会ネットワークにおけるリンク形成の意思決定を内
生化したモデルへの拡張であり，交通ネットワークの位相幾何学的構造が社会ネットワー
クの形成や都市社会における相互交流の水準に及ぼす影響について検討する必要がある．
また，上記 2 つの分析を並行して行うことにより，都市・地域の空間構造と社会ネット
ワーク形成との間にある循環的因果関係についても考察することが可能となる．なお，こ
れらの方向性でのモデルの拡張は第 5章に示している．各主体が，社会ネットワークのリ
ンク形成に関する行動選択と相互交流水準選択を同時に行った上で，長期的に立地選択を
行う状況を想定し，交通費用等の環境が，個々の主体の立地選択の結果としての都市空間
構造に与える影響を検証した．
さらに，本章で想定したコミュニケーションは，2主体の相互訪問によるものであるが，
実際の対面形式のコミュニケーションに際しては，ミーティングの開催場所の調整が行わ
れたり，3人以上の主体によるミーティングが開催されることも多い．本章のモデルに対
して，経路選択の内生化や時間制約の導入等の拡張を施すことによって，交通施設やミー
ティング施設の整備計画についての検討が可能となると考えられる．
第 4章では，第 3章で得た結論（上述の (6)）を端緒として都市における重要な 2種類
の外部性（フェイス・ツゥ・フェイスのコミュニケーションに内在する戦略的補完性およ
び交通混雑）に着目し，社会ネットワークに基づく相互作用と交通混雑を同時に考慮した
ミーティング水準選択モデルを構築した．本章の成果として，まず，(7) モデルの解析に
より，利用者均衡状態とシステム最適状態との乖離，およびピグー料金政策（最善料金政
策）が私的情報の利用可能性を前提としているため現実的ではない点を指摘した．これ
は，第 3章のモデル解析に準ずるものであり，本章では政策的検討を行う上での議論の明
快さを優先して，多地域から構成される交通ネットワークではなく都市と郊外の 2 地域
からなる都市空間を想定したモデリングを行った．その上で，提案モデルをポテンシャル
ゲームとして再解釈することを通じて，(8) 外部からの観測が不可能な社会ネットワーク
を介して伝播する外部性を，社会ネットワークの構造に関する情報を用いずに内部化でき
る交通料金スキームを提示した点が，本研究の大きな貢献である．
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ただし，提案モデルの想定する状況は限定的な範囲に留まっており，以下のような拡張
可能性が考えられる．まず第一に，本モデルでは離散的な 2地域からなる単純な地理空間
を考えたが，多地域からなる一般的な交通ネットワーク，あるいは連続空間としての線形
単一中心都市モデルへ拡張することによって，より幅広い交通政策的含意が得られること
が期待される．さらに第二には，立地選択の枠組みへの拡張が考えられる．本研究では外
生的な立地の下で，動学による調整の結果として相互作用と混雑の外部効果がすべて内部
化される料金スキームを提案した．本研究における交通行動のダイナミクスは，社会ネッ
トワークを考慮しない通常のボトルネックモデル 8) 等と同様，1日から 1週間程度の時間
スパンでの調整過程と解釈できる．よって，土地市場に外部性が存在しない状況設定の下
では（完全競争的な土地市場の設定であれば），交通市場よりもさらに長期の調整過程に
おいて，社会的最適な立地パターンが実現し得ることが予測される．
また，本モデルは分析の簡便性および見通しの良い議論を進めることを優先したため
に，効用関数，リンク費用関数とも限定された関数形に対する分析に留まっている．社会
的相互作用（social interaction）のモデリングは，本章で採用した準線形効用関数以外に
も多様な提案がなされており，ポテンシャルゲームの必要十分条件を満足していれば，関
数形を変更した場合も同様の枠組みで次善料金政策を規定することができる．ただし，関
数形によってはポテンシャル関数の狭義凹性が保証されず，進化動学の収束先が唯一とな
らない（複数均衡となる）可能性がある．進化動学の局所均衡解はいずれも安定的であ
り，かつそのいずれかには到達するものの，到達先が大域的最適解とは限らない．均衡選
択は伝統的に議論される問題であり，本章の議論を超えた別のメカニズムの設計が必要と
なる．
さらに，本章の政策スキームは，政府があらかじめ主体の効用関数を把握しているとい
う強い仮定に依存している．他方，企業の生産関数や利潤関数のパラメータ推定，あるい
は生産性の計測を行うといった実証研究においては，分析者（あるいは政策者）が関数型
を知っているという前提自体は問題としないのが一般的である．本モデルは，個人の行動
として効用関数を記述しているが，同型の関数を用いて利潤関数として修正し，企業の行
動を検討することも可能であり，第 6章で用いた企業間取引データに加えて企業間の取引
量（あるいは金額）や交流水準のデータを収集することができれば，関数型の実証に展開
することも可能である．
以上の点を改善した一般性の高い枠組みの開発を課題として残しているものの，本章の
成果は，ポテンシャルゲームに対する進化的遂行を援用することによって社会ネットワー
ク情報の利用可能性に関する制約を克服した，政策的検討の第一歩と位置付けることがで
きる．
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第 5 章では，フェイス・ツゥ・フェイスのコミュニケーション過程が，コミュニケー
ション相手を探索するマッチング過程と，実際に対面してコミュニケーションを行うミー
ティング過程からなることに着目し，各主体が双方の過程における意思決定（すなわち，
コミュニケーション相手の探索等の社交活動とミーティング活動の 2 種類の活動水準の
選択）を同時に行う状況をモデリングした．本モデルは，第 3章において外生とした社会
ネットワーク形成過程（社会的距離）と立地選択行動（地理的距離）を内生化したモデル
と位置付けられる．ただし，分析の簡便性と議論の明快さのために，多地域からなる一般
的な交通ネットワークではなく，都市と郊外からなる 2地域空間を想定したモデリングと
なっている．2地域の空間における外生的な社会ネットワークの下でのミーティング行動
をモデル化した Helsley & Zenou6) および，社会ネットワーク形成という観点から交流相
手の選択と交流水準の決定を同時に扱った Cabrales et al.9) を組み合わせることによっ
て，2地域からなる都市空間におけるコミュニケーション過程が都市空間構造に及ぼす影
響を理論的に検証するための枠組みを構築している．
提案モデルの均衡分析を通じて，都市内におけるフェイス・ツゥ・フェイスのコミュニ
ケーションが都市の空間構造に及ぼす影響を議論し，以下のことを明らかにした．
まず，5.3において，(9) コミュニケーションの特性を明示的に考慮した交流行動モデ
ルが 2つの安定な内点均衡解をもつこと，を示し，(10) その一方がコミュニケーション
水準・社会厚生ともに高水準なパレート優位な均衡，他方はこれらのいずれもが低水準で
あるパレート劣位な均衡であること，を示した．これは，第 3章の結論（一意な Nash均
衡が存在する）に対して，社会ネットワーク形成に関する社交活動水準選択を内生化した
ことによって複数均衡が得られたものである．
5.4 では，主体の立地選択を内生的に扱い，(11) 立地費用の水準に応じた立地均衡パ
ターンを明らかにした．さらに，内点解が安定となるパレート優位均衡に着目し，(12) 交
通費用および社交活動費用の低下が中心地への集積度を減少させ，都市内立地分布を分散
化することを示した．さらに，その際の社会厚生への影響についても分析を行った．5.5
では，数値計算を用いて，(13) 交通費用の低下が却って社会厚生の悪化をもたらす可能性
を示した．(12)および (13)は，第 3章の結論（上述の (2)および (3)）が成立しない可能
性があることを意味するが，これは，社交活動水準と立地選択を内生化したことによって
導出されたものである．すなわち，社交活動費用や交通費用といったコミュニケーション
に関する費用の低減が，社交活動を活発にする一方で都市構造の分散化を促し，後者の影
響が卓越する場合には社会厚生が低下する可能性があることが明らかとなった．
以下に，本章の課題を示す．まず，本章のモデル分析では均衡解の導出およびその分析
に留まっており，社会的最適解を解析的に導出できていない．これは，均衡解導出の際に
130
用いた近似が適用できないためであるが，今後，社会的最適ならびに最善政策についても
検討する必要がある．本研究の枠組における社会的最適は，コミュニケーションに内在す
る外部性が内部化された状態であるが，コミュニケーション行動に対する政策実施は技術
的に困難であることから，交通料金政策や立地政策等の次善政策を議論することも，今後
の課題である．次に，本モデルでは，主体が外生的に与えられたミーティング施設を訪
問し，2者間のコミュニケーションを行うという限定的な状況を想定した．実際の社会で
は，より効果的にコミュニケーションを図るために多人数ミーテイングが自発的に 形成
される．ミーティングの開催場所についても主体の選択行動とその相互作用の結果として
自発的に形成されるはずである．以上のような枠組への拡張は重要な課題である．
また，本モデルは，コミュニケーションが持つ特性の一部を考慮したに過ぎない．例え
ば，小林らで考慮されているマッチング過程における市場薄の外部性や時間制約下での
ミーティング相手を選択する行動については考慮されていない．これらの点は，第 3章の
枠組みとも共通の課題である．
第 6章では，第 5章から得た「社会的距離が地理的距離に影響を与える」という理論仮
説を，現実のデータに基づいて実証した．その際，個人の社会ネットワークや立地点に関
する利用可能なデータは存在しないという現状を考慮し，企業の取引関係と立地点のデー
タを用いた．これに伴って，第 3章 第 5章の理論モデルが，情報・アイディアの輸送
費用の低減を通じてもたらされる集積のメリットに着目していたのに対し，本章では，財
の輸送に関する集積の経済も含めた集積の効果を分析対象としている．
仮説の検証にあたり，地理的距離が社会的距離に与える逆の因果性を考慮して，分析対
象地域外の企業との取引数（内外取引数）を操作変数として 2段階の最小二乗推定を行っ
た．産業別の集積の傾向を捉えるにあたって，産業を分割して推定することに起因するサ
ンプル数の減少と推定精度の低下を防ぐために，第 1段階の推定において産業ダミーと社
会的距離指標との交互作用項を個別に推定するのではなく，産業をプールして推定した社
会的距離指標の予測値を交互作用項に代入する Single-IV methodを適用した．広島大都
市圏に対して Single-IV を適用した結果は，一般的な OLS や IV と比較しても，推定精
度の点で遜色ないものであり，かつ分析対象とした 5種類すべての産業について「中心性
ln(PRi)が高い企業ほど都市内の集積の中心部（アクセシビリティ指標 ln(eACCi)の高
い地点）に立地する」という傾向が有意であることが確認できた．とりわけ，サンプルを
本社企業に限定した分析を通じて，仮説が補強されることが明らかとなった．全サンプル
数が 1,200程度と小さい本社企業の分析を通じて，本手法の有効性が検証された．また，
複数の都市圏に対する分析結果より，広島のみならず他の都市圏についても一般的に仮説
が成立することを確認できた．
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一方で，都市雇用圏を分析対象とした場合には，同じ広島市を中心とした都市圏でも中
心性の回帰パラメータは非有意となったことから，仮説の成立する空間スケールと，雇用
に基づいて定義された都市圏の空間範囲とが異なっていることが明らかとなった．特に，
生産活動において広大な事業所面積を要するという特徴を有する製造業においては，通
勤・通学割合に基づく都市圏の定義が，本研究の想定する産業集積の空間的領域と一致し
ないことを示唆している．
今後，本分析を発展させることにより，取引関係に基づく新たな都市圏の設定方法を見
出すことができる可能性がある．特に，仮説と逆の結果が得られた札幌大都市圏の製造業
や，その他の都市圏においても立地分布と取引関係の関連性を詳細に調べること，その際
に，分位点回帰等の手法を適用して特徴的なサンプルの傾向を解明するなど，が有効であ
ると考えられる．
最後に，本研究の成果は，第 1章で述べたような公共事業の便益評価の方法論として適
用するまでには多くの課題を抱えている．例えば，社会ネットワークが地理空間上の選択
行動に影響し，取引ネットワーク上の中心性が都市内の企業立地に因果関係として作用し
ていることは，第 6章において実証的に示されたものの，第 3章 第 5章で検討したコ
ミュニケーションを通じた集積の効果を定量的に計測するには至っておらず，またその方
法論も確立されていない．さらに，企業データに限定したとしても社会ネットワークの完
全な情報のデータベースは存在しないに等しく，これらのモデルの検証に向けた技術的課
題も克服していく必要がある．
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